
第１回廿日市市協働によるまちづくり審議会 次第

日時：令和７年８月２２日（金)１９時～２１時

会場：廿日市市役所 ７階会議室

１ 開会

２ 地域振興部長挨拶

３ 諮問

（１）協働によるまちづくりの実施状況に係る総合的評価に関すること

（２）協働によるまちづくり推進計画に関すること

４ 会長挨拶

５ 議事

（議題１）協働によるまちづくりの実施状況に係る総合的評価（案）について

（議題２）第４期協働によるまちづくり推進計画素案について

６ その他

７ 地域振興部長挨拶

８ 閉会



（資料１）
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【総合的評価の趣旨】
本市では、これまで３期にわたり「廿日市市協働によるまちづくり推進計画」を

策定し、市民と行政が一体となって「はつかいちが好き！」と言えるまちづくりを

進めてきました。

この度の評価は、これまでの継続的な取組の成果として、「現状（各種調査・聞き

取りを実施した時点）の本市のまちづくりが、しっかりと協働により進められてい

るか」という視点で、本市の協働によるまちづくりの実施状況等を総合的に評価し、

その実情を今後の協働によるまちづくりに的確に反映させていくために実施する

ものです。

【総合的評価の方法と第４期推進計画への反映について】
総合的評価については、本市における協働によるまちづくりの実施状況等を把握

するために実施した、各種調査や聞き取り内容をもとに、第３期推進計画で定めた

推進体系の５つの「協働によるまちづくりを推進する仕組み」ごとに、その実施状

況等を総合的に分析・評価しました。

また、この評価結果については、令和８年度から新たに実践していく「第４期廿

日市市協働によるまちづくり推進計画」における「計画の趣旨」や「現状分析」に

反映されています。

【総合的評価に使用した、各種調査や聞き取り内容（資料）】
○資料３：【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価

市が令和６年度に協働で取り組んだ事業や取組、協働で取り組んだことにより生

まれた成果等について調査しました。

○資料４：まちづくり活動団体等アンケート

まちづくり活動団体の活動内容や協働によるまちづくりの実施状況等について

調査しました。

○資料５：協働によるまちづくり審議会

市の付属機関である審議会において、現状の本市の協働によるまちづくりにおけ

る成果や課題等について意見をいただきました。

○資料６・資料８：協働によるまちづくり推進計画策定委員会

本市における協働によるまちづくりの現状や課題、今後より「協働」を進めてい

くための市民と市の役割分担、総合的評価等について意見をいただきました。

※資料３、資料５、資料６、資料８については量が多いためメールにて送付してお

ります。また、資料４については、３月の審議会で配付済みです。
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【第３期計画の推進体系】

基本原則 推進する仕組み 施策の方向性

１ 誰でもまちづくりに取

り組むことができます

２ 互いの自主性を尊重し

ながら取り組みます

３ 互いの自立性を尊重し、

対等な関係で取り組み

ます

４ それぞれの地域性を大

切にして取り組みます

５ 情報の共有を図りなが

ら取り組みます

６ 互いに信頼関係を築い

て取り組みます

７ 次代につながる人づく

りをしながら取り組み

ます

総合的評価シート⑤

めざすまちに向かって

■協働の理念共有

■協働によるまちづくりの実践・

成果の共有

総合的評価シート①

特性を生かしたまちづくり

■協働による持続可能なまちづく

りを支える環境整備

■コミュニティビジネスの普及と

推進

■地域課題解決に向けた円卓会議

の推進

総合的評価シート②

情報発信による信頼関係づくり

■受け手の立場に立った情報発信

・共有の推進

総合的評価シート③

人づくり

■知識・技能をまちづくりにつな

げる

■若い世代が参加しやすい機会づ

くり

■リーダーシップを発揮する人材

の育成支援

■人材を見いだすための交流の場

や機会の提供

■協働によるまちづくりの担い手

としてふさわしい職員の育成

総合的評価シート④

評価及び支援

■互いを知り合う場の充実

■市による評価及び支援



総合的評価シート①

協働によるまちづくり
を推進する仕組み

第３期推進計画の
施策の方向性

総合的評価
【資料１　現状分析】

（行政） （団体） （学識・団体・市民） （市民）

【令和６年度】
本市の取組事業の実施状況
及び協働のプロセス評価

まちづくり活動団体等
アンケート

廿日市市
協働によるまちづくり

審議会

廿日市市
協働によるまちづくり
推進計画策定委員会

該当資料 【資料３】 【資料４】 【資料５】 【資料６】

【協働による持続可能なまちづくりを支える環
境整備】
協働の取組として、合計で21事業（全体＝110事
業）の報告があり、第３期計画の方向性の中で最
も多い。
（事業の例）
○ＩＣＴ利活用の促進
○まちづくり活動への相談支援
○地域支援員の配置
○民生委員・児童委員の配置

【協働による持続可能なまちづくりを支える環境整備】
○問5 主な活動場所　　　　　　　○問13 活動や運営に関する相談先

【協働による持続可能なまちづくりを支える環
境整備】
○活動の場を整えることで持続する活動になる。
○市民センターや市民活動センターではなく、本
庁への相談が多いのは課題。

【協働による持続可能なまちづくりを支える環
境整備】
○気軽に相談できる雰囲気、オープンさ、明るさ
が欲しい。
〇人によって対応が左右されるため、部署異動の
際は引き継ぎをしっかりしてほしい。
〇もっと子どもが来やすい施設にしていくべき。
〇若い人（働いている層）が参加できる企画を行
うべき。
○職員がもっと市役所の外に出て、地域とのつな
がりをつくるべき。

【地域課題解決に向けた円卓会議の推進】 【地域課題解決に向けた円卓会議の推進】

【コミュニティビジネスの普及と推進】
○コミュニティビジネスとソーシャルビジネスは
異なるものであり、コミュニティビジネス以外の
視点も入れるか検討が必要。

【コミュニティビジネスの普及と推進】
○コミュ二ティビジネスにつながるアイデアや情
報共有が必要。

○協働の取組として合計で８事業（全体＝110事
業）の報告があり、取組の改善・向上の余地が大
きい。

【地域課題解決に向けた円卓会議の推進】
○多様な主体が一緒に話し合う場づくりを一生懸
命進めていかないと住民の活動者だけでは地域の
課題が解決ができない。

【協働を一歩進めるために必要と感じたこと】
〇他地域・他企業とのコラボ
〇活動をするための資金
〇他団体とのマッチング

【自らの実践・把握している取組における協働
により生まれた効果】
○知っている人が増える
○つながりによる新たな活動
○広報がしやすい
○集客力が大きくなった
○口コミで来場者が増えた

特性を生かしたまちづくり

○協働による持続可能なまちづくりを支える環境整備　○コミュニティビジネスの普及と推進　○地域課題解決に向けた円卓会議の推進

市民が取り組むまちづくり活動において、多様な主体と連携・協力することで、「地域内での知り合いが増えた」、「協働した人との新たな活動が生まれた」、「広報がしやすくなり、集客が増え
た」など、協働によるさまざまな効果が生まれてきています。
また、市民センターや市民活動センター等のまちづくりの拠点は、市民の主な活動場所や相談先として活用されており、それぞれの拠点で、各種事業や取組を通じて協働によるまちづくりを実践して
います。
一方で、市民からは、まちづくりの拠点の運営体制等について、「気軽に相談できる雰囲気が必要」、「市の職員が異動すると最初から説明が必要になることもあり、十分な引き継ぎが必要」、「市
の職員が、もっと地域とのつながりをもつべき」など、さまざまな課題の声が挙がっており、その改善が求められています。
また、市民主体のまちづくり活動においては、「コミュニティビジネスについての情報共有が必要」、「多様な主体が話し合う場が必要」など、より効果的な活動につながる学びや情報共有の場が求
められています。
円卓会議については、アンケート結果から、開催または参加したことがある市民の多くが、その有効性を感じている一方で、円卓会議に参加しなかったと回答した市民も非常に多いことから、円卓会
議の有効性についての十分な認知や活用にはつながっていない状況です。

調査・聞き取り
対象及び内容

総合的評価に関する
根拠や意見等

(抜粋)

○問21 1)「円卓会議」の開催、参加の状況

○問21 2)開催または参加した「円卓会議」の効果
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総合的評価シート②
協働によるまちづくり
を推進する仕組み

第３期推進計画の
施策の方向性

総合的評価
【資料１　現状分析】

（行政） （団体） （学識・団体・市民） （市民）

【令和６年度】
本市の取組事業の実施状況
及び協働のプロセス評価

まちづくり活動団体等
アンケート

廿日市市
協働によるまちづくり

審議会

廿日市市
協働によるまちづくり
推進計画策定委員会

該当資料 【資料３】 【資料４】 【資料５】 【資料６】

また、市公式LINEの登録数が約5,000人増加
（令和5年度末=19,615人、令和6年度末
=25,961人※調査は2月初旬）するなど、着実
に認知・活用が進んできている。

情報発信による信頼関係づくり

○受け手の立場に立った情報発信・共有の推進

市は、発信する情報の内容や情報を伝えたいターゲットに適した媒体（広報誌等の紙媒体やホームページやＳＮＳ等のデジタル媒体）を選択し、効果的な情報発信に取り
組んでいます。
しかし、市が発信する情報の中には、市民の安全や暮らしなどへの影響が非常に大きいものもあり、発信する時期や方法について、より一層の考慮や配慮が必要とされて
います。　
また、市民主体のまちづくり活動においては、これまでの紙媒体に加え、さまざまなデジタル媒体が増えてくる中で、自分たちの活動を知ってもらい一緒に活動できる人
を探したり、新たな団体等とつながるための情報発信について、人材やスキルが不足していることを課題に感じている団体も多い状況です。

調査・聞き取り
対象及び内容

総合的評価に関する
根拠や意見等

(抜粋)

【受け手の立場に立った情報発信・共有の
推進】
協働の取組として合計で13事業（全体＝110
事業）の報告があり、第３期推進計画におけ
る方向性の中で2番目に多く、行政情報や各
種行事、災害情報、助成金情報など、情報の
内容ごとにターゲットを定め、さまざまな情
報発信媒体を使い分け、必要な情報を正確に
伝えるため、より受け手の立場に立った情報
発信に取り組んでいる。
（事業例）
○広報紙、HP、ラジオ、SNS活用
○出前トーク
○多言語相談支援・やさしい日本語

【受け手の立場に立った情報発信・共有の推進】
○問15 2) 現在、情報発信について困っていることや課題の有無

○問15 3)現在、情報発信について困っている内容

【受け手の立場に立った情報発信・共有の
推進】
○市公式LINEの登録者数が約5,000人増加し
たのは評価できる。
○外国人相談センターが開設され、支援につ
ながっている。
○行政から情報提供があったが、自分たちに
どの様な行動をしてほしいか等がわからない
と感じる場面があった。
○観光地等は規制が多いと、暮らしへの影響
も大きい。
○情報発信は大切。お互いに助け合う取組も
必要。
○LINE等のデジタルツールを使えない人もい
る。
○地域での有効なコミュニケーションツール
の必要性が増している。

【協働を一歩進めるために必要と感じたこ
と】
○同じ目的を持って活動している人や団体と
のマッチング。
○情報発信や広報の工夫。
○活動を周知し、知名度をアップさせる。
○もっと魅力を発信し、活動に興味をもって
もらう。
○地域の人同士が話合いができる場。
○市役所の内部の連携や情報共有があれば
もっとスムーズになる。
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総合的評価シート③

協働によるまちづくり
を推進する仕組み

第３期推進計画の
施策の方向性

総合的評価
【資料１　現状分析】

（行政） （団体） （学識・団体・市民） （市民）

【令和６年度】
本市の取組事業の実施状況
及び協働のプロセス評価

まちづくり活動団体等
アンケート

廿日市市
協働によるまちづくり

審議会

廿日市市
協働によるまちづくり
推進計画策定委員会

該当資料 【資料３】 【資料４】 【資料５】 【資料６】【資料８】

○問17 2) 担い手・支え手を呼び込むための取組状況と今後の取組意向

人づくり

○知識・技能をまちづくりにつなげる　○若い世代が参加しやすい機会づくり　○リーダーシップを発揮する人材の育成支援
○人材を見いだすための交流の場や機会の提供　○協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成

●市民および市は、まちづくりに関わる「人づくり」に取り組んできましたが、引き続き多くのまちづくり活動において、人材不足や世代交代が進まないことが、今後の活動を継続していく上での大きな
課題になっています。
市民からは、「まちづくり活動に参加するきっかけになる講座など、学ぶ機会が欲しい」、「未来を担う人材を育てるためには、子どもたちの地域への愛着を育てることが大切」、「誰もが気軽に参加で
きるまちづくり活動が必要」などの声が挙がっており、幅広い世代がまちづくりへの興味や関心を持ち、理解を深めるための場や機会が求められています。
また、既存の活動について、「これまでのやり方が変えられない」、「強制感や負担感がある」、「若い人の自主性を尊重し、応援する姿勢が大切」、「自分たちの活動の魅力をもっと伝えていくべき」
など、新たな人材の育成等に向けた、既存の運営体制や取組方法の見直しの必要性について、さまざまな声が挙がっています。

●市は、各種研修や日々の業務を通じて、市民との協働の大切さを学び実感することで、協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成に取り組んでいます。
一方で、市民からは、「同じ目的をもった人や団体等とつながりたい」、「活動していくための資金が必要」など、まちづくりを進める上での課題についてや、「市の職員が、より地域の人や現状を知る
ことで、効果的にまちづくりが進められる」、「市の職員同士が連携を強めることで、効果的な施策につながり、市民との協働も進んでいく」など、市の職員のコミュニケーション能力や政策形成能力の
向上等を期待する声が挙げられています。
市は、こうした声をしっかりと受け止め、引き続き、協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成に取り組む必要があります。

調査・聞き取り
対象及び内容

総合的評価に関する
根拠や意見等

(抜粋)

【人づくり（仕組み全体に関わる根拠等）】
推進する仕組みの｢人づくり｣全体では、協働の取組として合
計で32事業（全体＝110事業）の報告があり、本市で学ぶ子
どもたちが、地域への愛着や誇りを育むためのさまざまな取
組を行っている。
（事業例）
○地域学校協働活動
○コミュニティ・スクール
○生涯学習フェスティバル
○ふるさと学習

また、地域メディア等と連携して、自らの学習の成果や地域
の魅力を発信する場や機会を提供するなど、将来の担い手の
育成に資する取組を行っている。

【協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の
育成】
○協働によるまちづくり職員研修により、協働についての理
解を促している。
○各課から報告があった事業や取組について、協働した主体
との役割分担や、協働による効果について顧みる機会を提供
し、更なる協働の実践を促している。

【人づくり（仕組み全体に関わる根拠等）】
○問12 活動を行う上での課題

【知識・技能をまちづくりにつなげる】
○まちづくりの方法等に関する講座(学びの場)を提供し
てほしい。

【リーダーシップを発揮する人材の育成支援】
○自主性がないと後継人材は育たない。活動も続かな
い。環境を整えることに尽力するべき。

【人材を見いだすための交流の場や機会の提供】
○１人残らずまちづくりに参加できる仕組みや取組も大
切。
○１人ひとりが「できること」から始めていく視点が必
要。
○町内会やコミュニティの活動に参加しやすい廿日市市
にするべき。

【若い世代が参加しやすい機会づくり】
○学校の授業で地域の人と地域課題を考える場が必要。
○既存の団体が子ども、若者と積極的に関わるべき。
○若い人を応援する体制が必要。
○負担が大きい（今のやり方を変える）
○地域への愛着を育てていく。
○新しいことや新しい人などを受け入れる。
○強制感・労働力としてだけでは難しい

【人材を見いだすための交流の場や機会の提供】
○ニーズを把握した取組

【協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成】
○活動資金を支援する。
○税金を有効な事業に使うべき。
○地域の課題解決を完全なボランティアではなく仕事にすると人が
定着する。
○職員が地域の人を知っている、知っていないのでは協働によるま
ちづくりが大きく変わってくる。
○庁内での連携の強化が必要。部や課を超えて手をつなぎ、市民と
も手をとり合って推進していってほしい。

【協働を一歩進めるために必要と感じたこと】
○既存の団体が新しく入る人を受け入れる意識を持つ。
○まちづくり活動に気軽に参加できる場を提供する。
○町内会等の活動や魅力を伝えるチラシづくり。
○同じ目的を持って活動している人や団体とのマッチング。
○若手の意見を反映していくべき。
○市役所の内部の連携や情報共有をすればもっとスムーズになる。
○市職員（特に教職員）の業務負担を減らし、地域の要望に対応で
きる余裕をもってもらいたい。
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総合的評価シート④

協働によるまちづくり
を推進する仕組み

第３期推進計画の
施策の方向性

総合的評価
【資料１　現状分析】

（行政） （団体） （学識・団体・市民） （市民）

【令和６年度】
本市の取組事業の実施状況
及び協働のプロセス評価

まちづくり活動団体等
アンケート

廿日市市
協働によるまちづくり

審議会

廿日市市
協働によるまちづくり
推進計画策定委員会

該当資料 【資料３】 【資料４】 【資料５】 【資料６】

評価及び支援

○互いを知り合う場の充実　○市による評価及び支援

市は、市民が取り組む活動が、公共の利益を生むまちづくり活動である場合、補助金の交付や地域貢献活動保険の整備、各種表彰制度による表彰、市の広報媒体を使った情報発
信など、さまざまな方法で活動の支援を行っています。
しかし、少子・高齢化や定年延長等、さまざまな社会情勢の変化に伴い、まちづくり活動を続けていく上での課題やニーズは多様化・複雑化していることから、従来通りの支援
だけではなく、より現状の課題やニーズに応じた適切な支援が求められています。

調査・聞き取り
対象及び内容

総合的評価に関する
根拠や意見等

(抜粋)

【評価及び支援（仕組み全体に関わる根拠等）】
協働の取組として合計11事業（全体＝110事業）の報告
があり、技術的な支援や金銭的な支援を行っている。
（例）
○市民や団体に対するスマートフォンの基本操作講
座、LINEの活用講座、パソコン講座などデジタル・デ
バイドの解消に向けた支援
○はつかいちさくら賞での表彰
○地域貢献活動保険の整備
○まちづくり交付金等の交付

【評価及び支援（仕組み全体に関わる根拠等）】
○問12 活動を行う上での課題

【評価及び支援（仕組み全体に関わる根拠等）】
○まちづくりの一員として仕事をしているが評価され
るためにはどの様にしたらよいか悩むことがある。
○市には市民主体の取組を100％から120％、130％の取
組にできるよう支援することを期待している。
○市民主体のファンドのように、必要な金銭を助成す
るようなシステムがあればよいのでは。
○その他、「総合的評価シート」①～③に記載した内
容で、市の支援が求められているもの
（キーワード)
・活動の場
・多様な主体が一緒に話し合う場
・地域の有効なコミュニケーションツール
・まちづくりに関する講座の開催
・１人残らずまちづくりに参加できる仕組み
・町内会等の活動に参加しやすい廿日市市

【協働を一歩進めるために必要と感じたこと】
〇活動にきてもらう移動手段（バスなど）の支援
○地域貢献活動（地域と学校をつなぐプロジェクト等）
を仕事にしていきたい。
○その他、「総合的評価シート」①～③に記載した内容
で、市の支援が求められているもの
(キーワード)
・コミュニティビジネスの情報提供
・他地域・他企業とのコラボ
・活動をするための資金
・他団体等とのマッチング
・情報発信や広報
・活動の魅力や内容等に関する周知
・地域の人が話合いができる場
・既存団体の今のやり方を変える
・市民活動の支援を従来通りのものから変えていく
・地域課題解決を仕事にする
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総合的評価シート⑤
協働によるまちづくり
を推進する仕組み

第３期推進計画の
施策の方向性

総合的評価
【資料１計画の趣旨】

総合的評価
記載シート

総合的評価シート① 総合的評価シート② 総合的評価シート③ 総合的評価シート④

めざすまちに向かって

○協働の理念共有　○協働によるまちづくりの実践・成果の共有

市は、「廿日市市協働によるまちづくり基本条例」に基づき「廿日市市協働によるまちづくり推進計画」を策定し、さまざまな人や組織との「協働型」の取組を通じて、めざすまちの姿
（新しいつながり、より深いつながりを育み、市民同士、市民と行政が一体となって「はつかいちが好き！」と言えるまち）の実現に取り組んでいます。
「第４期廿日市市協働によるまちづくり推進計画」では、これまでの計画を継承・深化させるとともに、私たちが直面している社会情勢の実情を踏まえた取組を着実に実践し、市の責務を
果たしていくことで、より一層の「協働によるまちづくり」を推し進めていく必要があります。　※計画の趣旨への記載は若干の違いがあります。

協働によるまちづくり
を推進する仕組み

特性を生かした
まちづくり

情報発信による
信頼関係づくり

人づくり 評価及び支援

総合的評価

市民が取り組むまちづくり活動において、多用な主
体と連携・協力することで、「地域内での知り合い
が増えた」、「協働した人との新たな活動が生まれ
た」「広報がしやすくなり、集客が増えた」など、
協働によるさまざまな効果が生まれてきています。
また、市民センターや市民活動センター等のまちづ
くりの拠点は、市民やまちづくり活動団体の主な活
動場所や相談先として活用されており、それぞれの
拠点で、各種事業や取組を通じて協働によるまちづ
くりを実践しています。
一方で、市民からは施設の使いやすさについて、
「気軽に相談できる雰囲気が必要」、「市の職員が
異動すると最初から説明が必要になることもあり、
十分な引き継ぎが必要」、「市の職員が地域活動に
もっとでてきて欲しい」など、現状のまちづくり拠
点の運営体制等について課題の声が挙がっており、
その改善が求められています。
また、市民主体のまちづくり活動においては、「コ
ミュニティビジネスについての情報共有が必要」、
「多様な主体が話し合う場が必要」など、より効果
的な活動につながる学びや情報共有の場が求められ
ています。
円卓会議については、アンケート結果から、開催ま
たは参加したことがある市民や団体の多くが、その
有効性を感じている一方で、円卓会議に参加しな
かったと回答した市民や団体も非常に多いことか
ら、円卓会議の有効性についての十分な認知や活用
にはつながっていない状況です。

市においては、発信する情報の内容や情報を伝えた
いターゲットに適した媒体（広報誌等の紙媒体や
ホームページやＳＮＳ等のデジタル媒体）を選択
し、効果的な情報発信に取り組んでいます。
しかし、市が発信する情報の中には、市民の安全や
暮らしなどへの影響が非常に大きいものもあり、発
信する時期や方法について、より一層の考慮や配慮
が必要とされています。　
また、市民主体のまちづくり活動においては、これ
までの紙媒体に加え、さまざまなデジタル媒体が増
えてくる中で、自分たちの活動を知ってもらい一緒
に活動できる人を探したり、新たな団体等とつなが
るための情報発信について、人材やスキルが不足し
ていることを課題に感じている団体も多い状況で
す。

●市民および市は、まちづくりに関わる「人づく
り」に取り組んできましたが、引き続き多くのまち
づくり活動において、人手不足や世代交代が進まな
いことが、今後の活動を継続していく上での大きな
課題になっています。
市民からは、「まちづくり活動に参加するきっかけ
になる講座など、学ぶ機会が欲しい」、「未来を担
う人材を育てるためには、子どもたちの地域への愛
着を育てることが大切」、「誰もが気軽に参加でき
るまちづくり活動が必要」などの声があり、幅広い
世代がまちづくりへの興味や関心を持ち、理解を深
めるための場や機会が求められています。
また、既存の活動について、「これまでのやり方が
変えられない」、「強制感や負担感がある」、「若
い人の自主性を尊重し、応援する姿勢が大切」、
「自分たちの活動の魅力をもっと伝えていくべき」
など、新たな人材の育成等に向けた、既存の運営体
制や取組方法の見直しの必要性について、さまざま
な意見が挙がっています。

●市は、各種研修や日々の業務を通じて、市民との
協働の大切さを学び実感することで、協働によるま
ちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成に取
り組んでいます。
一方で、市民やまちづくり活動団体からは、「同じ
目的をもった人や団体等とつながりたい」、「活動
していくための資金が必要」、「従来型ではなく、
現状に即した市の支援が必要」など、まちづくりを
進める上での課題や市の支援のあり方について、さ
まざまな声が挙がっています。
市は引き続き、こうした声に適切に応えられるスキ
ルや能力を備えた職員の育成に取り組まなければな
りません。

市は、市民が取り組む活動が、公共の利益を生むま
ちづくり活動である場合、補助金の交付や地域貢献
活動保険の整備、各種表彰制度による貢献に対する
表彰、市の広報媒体を使った情報発信など、さまざ
まなかたちで活動の支援を行っています。
しかし、少子・高齢化や定年延長等、さまざまな社
会情勢の変化に伴い、まちづくり活動を続けていく
上での課題やニーズは多様化・複雑化していること
から、それらの課題やニーズに応じた適切な支援が
求められています。
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デザインやレイアウトは

大幅に変更します。

（資料２）
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第１章 第４期協働によるまちづくり推進計画の概要

１ 計画の趣旨

本市では、平成２４（２０１２）年３月に「廿日市市協働によるまちづくり基本

条例」を制定し、この条例に基づく「廿日市市協働によるまちづくり推進計画」を

策定し、さまざまな人や組織との「協働型」の取組を通じて、めざすまちの姿（新

しいつながり、より深いつながりを育み、市民同士、市民と行政が一体となって「は

つかいちが好き！」と言えるまち）の実現に取り組んできました。

この「第４期廿日市市協働によるまちづくり推進計画」は、これまでの計画を継

承・深化させるとともに、私たちが直面している社会情勢の実情を踏まえ、市が今

後、どの様な方針のもとその責務を果たし、「協働によるまちづくり」を推し進め

ていくのかを示したものです。

２ 計画の位置付け

『はつかいち未来ビジョン２０３５（仮）』では、「協働によるまちづくり」を、

まちの将来像の実現に向けて「大切にする考え方」として設定し、全ての施策分野

に共通する重要な視点として位置付けています。

３ 計画の期間

計画の期間は、はつかいち未来ビジョン２０３５前期基本計画（仮）に合わせ、

令和８年度から令和１２年度までの５か年とします。

なお、社会情勢や本市の状況の変化などに対応するため、必要に応じて計画の見

直しを行う場合があります。

第４期廿日市市協働によるまちづくり推進計画

廿日市市協働によるまちづくり基本条例

反映

取組方針の具体化

はつかいち未来ビジョン2035（仮）

各種個別計画・戦略
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４ 計画の体系

本計画は、条例に規定する「協働によるまちづくりを推進する仕組み」ごとに「取

組方針」を示し、「協働によるまちづくりの基本原則」のもとに実践することで、条

例に掲げる「めざすまちの姿」の実現をめざします。

【体系】

めざすまちの姿

新しいつながり、より深いつながりを育み、市民同士、市民

と行政が一体となって「はつかいちが好き！」と言えるまち

※P4参照

めざすまち指標と

目標値 ※P3参照

協働によるまちづ

くりを推進する

仕組み

(1)特性を生

かしたまちづ

くり

※P8､9参照

(2)情報発信

による信頼関

係づくり

※P10、11参照

(3)人づくり

※P12~15参照

(4)評価及び

支援

※P16参照

取組方針

成果指標と

目標値

【協働によるまちづくりの基本原則】※P5参照

１ 誰でもまちづくりに取り組むことができます

２ 互いの自主性を尊重しながら取り組みます

３ 互いの自立性を尊重し、対等な関係で取り組みます

４ それぞれの地域性を大切にして取り組みます

５ 情報の共有を図りながら取り組みます

６ 互いに信頼関係を築いて取り組みます

７ 次代につながる人づくりをしながら取り組みます
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５ 実効性の確保

「協働によるまちづくり審議会」が主体となり、各年度における「めざすまち指

標と目標値（計画全体の成果指標と目標値）」及び協働によるまちづくりを推進す

る仕組みごとの「成果指標と目標値」の達成状況等をもとに、計画の実施状況等に

ついて点検・検証を行い、必要に応じた取組の見直しを行うものとします。

【めざすまち指標と目標値】

めざすまち指標

（案）

現況値

（令和６年度）

目標値

（令和１２年度）

「廿日市市」に自分のまちとしての愛着を

持っている市民の割合
76.7％ 未定

めざすまち指標の考え方

条例に規定する「協働によるまちづくりを推進する仕組み」ごとに「取組方針」を

示し、「協働によるまちづくりの基本原則」のもとに、着実に実践することで、「廿

日市市」に自分のまちとしての愛着を持っている市民の割合が高まり、「めざすま

ちの姿」の実現につながると考えます。
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第２章 協働によるまちづくりの基本原則等について

第２章では、本計画がめざしているまちの姿や使用する用語の意味、大切にすべき

考え方など、基本的な事項について、基本条例の条文を用いて説明しています。

前文

私たちが暮らす廿日市市は、海から山に至る豊かな自然、歴史、伝統、文化、産業

に恵まれた素晴らしいまちです。

平成の合併により、五つの市町村が一つのまちになったことで、これまで培われて

きた地域特性を生かしながら、一つの家族のようなつながりを築く機会を得ることが

できました。

私たちが、これからもこのまちで安心して安全に暮らすためには、和みがあってあ

たたかい笑顔のつながりが欠かせません。また、まちの元気を未来につなげるために、

子どもや若者などとともに、市民主体のまちづくりをより一層進めていくことが必要

です。

新しいつながり、より深いつながりを育み、市民同士、市民と行政が一体となって

「はつかいちが好き！」と言えるまちづくりを進めるため、この条例を定めます。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、廿日市市における協働によるまちづくりに関し、基本的な事項

を定めることにより、地域自治を推進し、つながりを大切にした暮らしやすい豊か

な地域社会を実現することを目的とします。

（定義）

第２条 この条例における用語の意味は、次のとおりとします。

(1) まちづくり 廿日市市に存する課題の解決を図り、暮らしやすい豊かな地域社

会をつくるために行われる公共の利益を増進させる取組をいいます。

(2) 市民 次に掲げるものをいいます。

ア 市内に住所を有する個人

イ 市内に事務所又は事業所を有する個人及び団体

ウ 市内の事務所又は事業所に勤務する個人

エ 市内の学校に在学する個人

オ 市内においてまちづくりに取り組む個人及び団体

(3) まちづくり活動団体 地縁又は共通の関心に基づくつながりによりまちづく

りに取り組む団体をいいます。

(4) 市 廿日市市の執行機関をいいます。

(5) 協働 市民、まちづくり活動団体及び市がお互いを理解し、信頼するとともに、

自主性を尊重して共通する目的に対し協力することをいいます。

(6) 市域 廿日市市の区域をいいます。

(7) 地域 市域において、平成１５年合併前における旧市町村及び平成１７年合併

前における旧町の区域をいいます。

(8) 地区 おおむね小学校区（大野地域においては、区）を単位とする区域をいい

ます。
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第２章 協働によるまちづくりの基本原則等

（基本原則）

第３条 協働によるまちづくりの基本原則は、次のとおりとします。

(1) 誰でもまちづくりに取り組むことができます。

(2) 互いの自主性を尊重しながら取り組みます。

(3) 互いの自立性を尊重し、対等な関係で取り組みます。

(4) それぞれの地域性を大切にして取り組みます。

(5) 情報の共有を図りながら取り組みます。

(6) 互いに信頼関係を築いて取り組みます。

(7) 次代につながる人づくりをしながら取り組みます。

（市民の役割）

第４条 市民は、自らがまちづくりの担い手であることを認識し、まちづくりに関わ

るよう努めるものとします。

２ 市民は、自らが持つ知識、技能等を積極的に生かしてまちづくりに取り組むよう

努めるものとします。

３ まちづくり活動団体は、市民の参加意思を尊重し、互いのつながりを生かしてま

ちづくりに取り組むよう努めるものとします。

４ 第２条第２号イに規定する市民は、地域社会の一員として、企業活動を通じて地

域活性化に寄与するよう努めるものとします。

（市の責務）

第５条 市は、協働によるまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に実施します。

２ 市は、まちづくりの課題、市民の要望等に適切に対応することができるよう、機

能的かつ効果的な組織運営を行います。

３ 市は、市民及びまちづくり活動団体がまちづくりに積極的に取り組むことができ

るよう、施設の整備、情報の共有、交流の機会の提供その他の環境の整備を行いま

す。

４ 市の職員は、市民全体の奉仕者であるとともに、市民の一員であることを自覚し、

まちづくりに積極的に取り組みます。

※第３条第４号から第７号に関連する個別の具体的な仕組みは、第４章各条の規定に

関連する取組として位置づけます。

また、第４条では、協働によるまちづくりにおける市民の役割を、第５条では、市

及び市の職員の責務を謳っています。
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第３章 協働によるまちづくり推進計画

（協働によるまちづくり推進計画）

第６条 市長は、協働によるまちづくりを推進するための計画（以下「推進計画」と

いいます。）を策定します。

２ 市長は、推進計画を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、市民の

意見を聴きます。

３ 市長は、推進計画を策定し、又は変更したときは、速やかにこれを公表します。

※第６条では、市が協働によるまちづくりを、総合的かつ計画的に進めていくための

推進計画の策定についてを謳っています。
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第３章 協働によるまちづくりを推進する仕組みと取組方針

【第３章の見方】

条例に規定している「協働に

よるまちづくりを推進する仕

組み」について、条文を用い

て説明しています。

まちづくり活動団体へのアンケート調査や市民か

らの意見等を踏まえ、「協働によるまちづくりを

推進する仕組み」が適切に機能しているか等につ

いて「現状分析」を記載しています。

現状分析を踏まえ、本

計画期間中に特に注力

すべき内容等について

を「取組方針」として

記載しています。

※取組の主体は（市）

取組の成果を測るた

め、「成果指標と目標

値」を設定していま

す。

※成果指標は、単なる

実施回数等ではなく、

主に「市民及び市職員

の意識や行動の変化」

等を測ることを目的と

しています。
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協働によるまちづくりを推進する仕組み （１）特性を生かしたまちづくり

【条文】

第４章 協働によるまちづくりを推進する仕組み

第 1節 特性を生かしたまちづくり

（地区、地域及び市域におけるまちづくり）

第７条 地区、地域及び市域におけるまちづくりは、市民及びまちづくり活動団体が

交流し、市と連携を図りながら、それぞれの特性を生かして進められるものとしま

す。

２ 地区、地域及び市域におけるまちづくりの拠点は、市民センター、支所（廿日市

地域においては、本庁）、市民活動センター等※とします。

（円卓会議）

第８条 円卓会議は、市民、まちづくり活動団体及び市が、まちづくりに関する情報

の共有、課題の解決等を図るため、対等な立場で話し合う場とします。

２ 市民、まちづくり活動団体及び市は、連携を図りながら、区域の特性を生かした

まちづくりを行うために、必要に応じて円卓会議を開催するものとします。

※地区集会所（大野地域）、総合健康福祉センター

○ 現状分析

市民が取り組むまちづくり活動において、多様な主体と連携・協力することで、「地

域内での知り合いが増えた」、「協働した人との新たな活動が生まれた」、「広報がしや

すくなり、集客が増えた」など、協働によるさまざまな効果が生まれてきています。

また、市民センターや市民活動センター等のまちづくりの拠点は、市民の主な活動

場所や相談先として活用されており、それぞれの拠点で、各種事業や取組を通じて協

働によるまちづくりを実践しています。

一方で、市民からは、まちづくりの拠点の運営体制等について、「気軽に相談できる

雰囲気が必要」、「市の職員が異動すると最初から説明が必要になることもあり、十分

な引き継ぎが必要」、「市の職員が、もっと地域とのつながりをもつべき」など、さま

ざまな課題の声が挙がっており、その改善が求められています。

また、市民主体のまちづくり活動においては、「コミュニティビジネスについての

情報共有が必要」、「多様な主体が話し合う場が必要」など、より効果的な活動につな

がる学びや情報共有の場が求められています。

円卓会議については、アンケート結果から、開催または参加したことがある市民の

多くが、その有効性を感じている一方で、円卓会議に参加しなかったと回答した市民

も非常に多いことから、円卓会議の有効性についての十分な認知や活用にはつながっ

ていない状況です。
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○ 取組方針

①まちづくりの拠点の体制及び環境整備（ソフト及びハード）

・地区や地域、市域のまちづくりの拠点が、より一層連携を強め、それぞれの拠点

が実践したり把握しているまちづくりに関する情報を共有する等、地域等の課題や

市民の要望に、より適切かつ柔軟に対応できる運営体制を整えます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

・まちづくりの拠点について、計画的な改修や修繕を行うとともに、設備や機能の

充実を図っていくことで、より多くの人たちが積極的かつ安全・安心にま

ちづくり活動に取り組める環境を整えます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

②円卓会議の推進（円卓会議の趣旨については、第８条第１項を参照）

・区域で開催される円卓会議が、より自主的かつ効果的に進められるよう、コーデ

ィネートやファシリテート、開催に関する情報発信等、市民のニーズに応じた支援

（自主性・自立性を尊重した支援）を行います。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

・円卓会議の開催をより効果的に支援することで、更なる実践の広がりにつなげて

いくため、市の職員一人ひとりが円卓会議への理解や知識を深めるとともに、開催

や運営支援に必要な能力やスキルの習得に引き続き取り組みます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

③ビジネスの手法を取り入れたまちづくり活動の推進

市民主体のまちづくり活動を、より効果的かつ持続可能な活動にしていくため、

コミュニティビジネスやソーシャルビジネスの手法など、これまでの無償のボラン

ティア以外の運営方法に関する情報収集や提供、運営についての相談対応等に取り

組みます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

○ 成果指標と目標値

成果指標

（案）

現況値

（令和６年度）

目標値

（令和１２年度）

多様な主体が協働して、地域のニーズや課

題の解決に向けて取り組んでいると感じ

る市民の割合

※まちづくり市民アンケート

17.7％ 未定

成果指標の考え方

①②③の取組方針に沿った事業や取組を実践することで、多様な主体の連携・協力

が促され、多様な主体が協働して、地域のニーズや課題の解決に向けて取り組んで

いると感じる市民の割合が高まっていくと考えます。
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協働によるまちづくりを推進する仕組み (2) 情報発信による信頼関係づくり

【条文】

第２節 情報発信による信頼関係づくり

（情報の発信及び共有）

第９条 市民、まちづくり活動団体及び市は、互いの活動を理解し、協働によるまち

づくりを推進するため、自らが行う活動に関する情報を発信し、共有するよう努め

るものとします。

２ まちづくりに関する情報は、情報を受ける者に配慮し、適切な時期及び方法によ

り発信し、共有されるものとします。

○ 現状分析

市は、発信する情報の内容や情報を伝えたいターゲットに適した媒体（広報誌等の

紙媒体やホームページやＳＮＳ等のデジタル媒体）を選択し、効果的な情報発信に取

り組んでいます。

しかし、市が発信する情報の中には、市民の安全や暮らしなどへの影響が非常に大

きいものもあり、発信する時期や方法について、より一層の考慮や配慮が必要とされ

ています。

また、市民主体のまちづくり活動においては、これまでの紙媒体に加え、さまざま

なデジタル媒体が増えてくる中で、自分たちの活動を知ってもらい一緒に活動できる

人を探したり、新たな団体等とつながるための情報発信について、人材やスキルが不

足していることを課題に感じている団体も多い状況です。

○ 取組方針

①受け手の立場に立った情報発信・共有の推進

・市が持つ既存の情報発信媒体については、本市に暮らす人、関わる人など、さま

ざまな立場の人たちが、安全・安心に暮らし、活動できるよう、より受け手が受け

取りやすく分かりやすい内容やレイアウトでの情報発信に取り組みます。

また、引き続き、研修等を通じて、より受け手の立場に立った情報発信ができる

職員の育成に取り組みます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

・より多くの人が、本市で取り組まれているまちづくり活動を知り、活動への理解

を深め、興味をもって活動に参加したり、既に活動している人たちが連携・協力し

た新たな取組が生またりするよう、進展するデジタル技術の活用について学べる機

会の提供や情報発信・共有の場の運営支援等に取り組みます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討
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○ 成果指標と目標値

成果指標

（案）

現況値

（令和６年度）

目標値

（令和１２年度）

廿日市市公式ＬＩＮＥのお友達登録数 25,961 人 未定

成果指標の考え方

①の取組方針に沿った事業や取組を実践することで、市の情報発信媒体の全体的な

育成を図る。成果指標は、その中でも、一般的に利用者の多い「廿日市市公式ＬＩ

ＮＥ」とし、取組の成果により、お友達登録数も増加していくと考えます。

成果指標

（案）

現況値 目標値

（令和１２年度）

市の職員が「市民と行政、市民と市民の情

報共有の推進や信頼関係づくりにつなが

ったと」感じる事業の割合

※市の事業に関するマネジメントシート

にて調査することを検討

新規 未定

成果指標の考え方

①の取組方針に沿った事業を実践することで、市民と行政、市民と市民の信頼関係

づくりにつながったと感じる事業の割合が高まっていくと考えます。
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協働によるまちづくりを推進する仕組み (3) 人づくり

【条文】

第３節 人づくり

（まちづくりに関わる人材の育成）

第１０条 市民は、市民相互に行う生涯学習又は社会教育を通して、まちづくりに

関わる人材を育成するよう努めるものとします。

２ 市は、市民による人材の育成に対し、必要な支援を行います。

（子ども、若者等の育成）

第１１条 市民による人材の育成及び市による支援は、次代のまちづくりを担う子

ども、若者等の世代に対しても行われるよう配慮するものとします。

２ 子どもを対象とした人材の育成は、家庭、学校及び地域住民その他の関係者が

連携を図ることにより、行われるものとします。

（まちづくりリーダーの育成）

第１２条 市民は、まちづくりを通して、その推進役を担う人材を育成するよう努

めるものとします。

（人材を見いだす活動）

第１３条 市民は、まちづくりに関わる人材を見いだすよう努めるものとします。

○ 現状分析

市民および市は、まちづくりに関わる「人づくり」に取り組んできましたが、引き

続き多くのまちづくり活動において、人材不足や世代交代が進まないことが、今後の

活動を継続していく上での大きな課題になっています。

市民からは、「まちづくり活動に参加するきっかけになる講座など、学ぶ機会が欲

しい」、「未来を担う人材を育てるためには、子どもたちの地域への愛着を育てること

が大切」、「誰もが気軽に参加できるまちづくり活動が必要」などの声が挙がっており、

幅広い世代がまちづくりへの興味や関心を持ち、理解を深めるための場や機会が求め

られています。

また、既存の活動について、「これまでのやり方が変えられない」、「強制感や負担感

がある」、「若い人の自主性を尊重し、応援する姿勢が大切」、「自分たちの活動の魅力

をもっと伝えていくべき」など、新たな人材の育成等に向けた、既存の運営体制や取

組方法の見直しの必要性について、さまざまな声が挙がっています。

○ 取組方針

①市民相互の学び合いへの支援

市民相互の学び合いが、まちづくり活動への興味や関心を持つきっかけになった

り、そこで得た知識や技能が、その後のまちづくりに生かされたりするよう、学び

の場の提供や活動に関する情報発信を行い、学びたい人と伝えたい人とのコーディ

ネートを行うなど、必要な支援を行います。
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★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

②子どもや若者の地域への理解や愛着の醸成

本市で学び、暮らしている子どもや若者が、地域と関わりを持つことで、地域へ

の理解や愛着を育んでいけるよう、学校と地域住民、関係者、市の関係課等が連携

を強め、一体的に取り組み、将来のまちづくりを担う人材を育てていきます。

※｢子ども｣は小学生までを｢若者｣は中学生から 30 歳未満までをとらえています。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

③誰もがまちづくりに参加・参画しやすい仕組みづくり

より多くの市民やまちづくり活動団体、事業者等が、気軽につながり、それぞれ

の得意なことを生かしながらまちづくりに関われるよう、既存の団体の運営体制や

取組方法の見直しや進展につなげるため、団体等のニーズに応じた伴走支援に取り

組みます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

○ 成果指標と目標値

成果指標

（案）

現況値 目標値

（令和１２年度）

学びたいことを学べる機会ややりたいこ

とに挑戦できる機会がある市民の割合

※まちづくり市民アンケート

新規 未定

めざすまち指標の考え方

①の取組方針に沿った事業や取組を実践することで、市民相互の学び合いが促さ

れ、学びたいことを学べる機会ややりたいことに挑戦できる機会がある市民の割合

が高まっていくと考えます。

成果指標

（案）

現況値

（令和６年度）

目標値

（令和１２年度）

地域や社会をよくするために何かしてみ

たいと思う児童生徒の割合

※全国学力・学習状況調査（文部科学省）

（児童）85.7％

（生徒）80.1％
未定

めざすまち指標の考え方

②の取組方針に沿った事業や取組を実践することで、児童生徒の地域への理解や愛

着が深まり、地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う児童生徒の割合が

高まっていくと考えます。
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成果指標

（案）

現況値 目標値

（令和１２年度）

地域主体の活動（運動会、とんど、秋祭り

など）に参加している市民の割合

※まちづくり市民アンケート

新規 未定

成果指標の考え方

①②③の取組方針に沿った事業や取組を実践することで、地域主体の活動（運動会、

とんど、秋祭りなど）に参加している市民の割合が高まっていくと考えます。
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【条文】

（市の職員の育成）

第１４条 市は、協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員を育成しま

す。

○ 現状分析

市は、各種研修や日々の業務を通じて、市民との協働の大切さを学び実感すること

で、協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成に取り組んでいます。

一方で、市民からは、「同じ目的をもった人や団体等とつながりたい」、「活動してい

くための資金が必要」など、まちづくりを進める上での課題についてや、「市の職員

が、より地域の人や現状を知ることで、効果的にまちづくりが進められる」、「市の職

員同士が連携を強めることで、効果的な施策につながり、市民との協働も進んでいく」

など、市の職員のコミュニケーション能力や政策形成能力の向上等を期待する声が挙

げられています。

市は、こうした声をしっかりと受け止め、引き続き、協働によるまちづくりの担い

手としてふさわしい職員の育成に取り組む必要があります。

○ 取組方針

④協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成

各種研修を通じ、協働の理念の啓発やまちづくりの担い手として必要な能力やス

キルの習得を図るとともに、職員一人ひとりが、これまで以上に市民とつながり、

信頼関係を築き、市民のニーズを的確かつ適切に市の施策に反映するなど、より現

場での実践を大切にした職員の育成に取り組みます。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

○ 成果指標と目標値

成果指標

（案）

現況値 目標値

（令和１２年度）

協働によるまちづくりの担い手としてふ

さわしい職員の育成につながったと感じ

る事業の割合

※市の事業に関するマネジメントシート

にて調査することを検討

新規 未定

成果指標の考え方

④の取組方針に沿った事業を実践することで、より協働によるまちづくりの担い手

としてふさわしい職員の育成につながったと感じる事業の割合が高まると考えま

す。
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協働によるまちづくりを推進する仕組み (4) 評価及び支援

【条文】

第４節 評価及び支援

（活動の評価）

第１５条 市民及びまちづくり活動団体は、その行う活動を顧みることにより、次の

活動に生かすよう努めるものとします。

（市による評価及び支援）

第１６条 市は、市民の行うまちづくりについて、その活動を評価し、必要な支援を

行います。

２ 市長は、まちづくりに対する評価の基準を決めようとするときは、あらかじめ、

第１７条に定める協働によるまちづくり審議会の意見を聴きます。

○ 現状分析

市は、市民が取り組む活動が、公共の利益を生むまちづくり活動である場合、補助

金の交付や地域貢献活動保険の整備、各種表彰制度による表彰、市の広報媒体を使っ

た情報発信など、さまざまな方法で活動の支援を行っています。

しかし、少子・高齢化や定年延長等、さまざまな社会情勢の変化に伴い、まちづく

り活動を続けていく上での課題やニーズは多様化・複雑化していることから、従来通

りの支援だけではなく、より現状の課題やニーズに応じた適切な支援が求められてい

ます。

○ 取組方針

①適切な評価及び支援

協働によるまちづくりを推進する仕組み(1)～(3)の取組方針に示した支援等を

通じ、市民が取り組むまちづくり活動を技術的、金銭的に支援していきます。

また、市の支援により、市民が取り組むまちづくり活動の自主性や自立性が失わ

れないよう、活動の後押し等につながる適切かつ相応な支援を行います。

★有効な事業や取組を検討・実践していくため、参考になる好事例の掲載を検討

○ 成果指標と目標値

成果指標

（案）

現況値 目標値

（令和１２年度）

市民主体のまちづくり活動の適切な評価

や支援につながったと感じる事業の割合
新規 未定

成果指標の考え方

①の取組方針に沿った事業を実践することで、市民主体のまちづくり活動の適切な

評価や支援につながったと感じる事業の割合が高まると考えます。
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資料編

１ 用語解説

２ 計画策定までの主なプロセス

各種調査・聞き取り内容 等

３ 諮問及び答申

４ 廿日市市まちづくり活動団体等アンケート

等

今後掲載していきます。



- 18 -



【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

地域振興課 継続 1 協働によるまちづくり交流会

・協働によるまちづくり推進計画に基づき、交流、連
携の場づくりや人づくりなどを進める。
・多様な主体が出会う場を提供することにより、協
働による市民主体のまちづくりを推進し、つながり
を大切にした暮らしやすい豊かな地域社会の実現
を計画的に推進する。

市民活動センター指定管理者と連携して、協働によ
るまちづくり交流会（セミナー、講演会、ワークショッ
プ等）の開催による交流の場と機会を提供する。

「防災」や「健康」をテーマとした講演会を開催。
（ⅰ．みんなの防災教室：５回、ⅱ．みんなの健
康教室４回）

・場所（市民活動セン
ター）の提供
・指定管理者との企
画・実施に係る調整
・講師等（ⅱ.地域包括
ケア推進課）

・共催（ⅰ.広島県災害
復興支援士業連絡
会、廿日市市防災士
連絡協議会等）
・講師（ⅱ．廿日市市
五師士会リハビリ士会
等）

・企画や実施当日の
運営（指定管理者：株
式会社オオケン）
・講師（ⅱ．山陽女子
短大）

興味関心のある取組
への参加 Ａ

・市、団体、事業者それぞれが、テー
マに合わせて講師を分担するなど、
参加者の理解を効果的に深めるため
に、「協働」で取り組むことができた。
・今後は、より、指定管理者等と連携
を図り、内容の発展はもちろん、自走
可能な活動への育成を進めていく必
要がある。

危機管理課 継続 2
情報交換会（防災士フォロー
アップ研修）

地域での活動に生かすため、自主防災組織に所属
する防災士の意識の醸成、知識の習得を図る。

研修会の実施（全5回開催予定）
第１回目　講座「風水害について（仮）」
第２回目　講座「地震の施策（仮）」
第３回目　施設見学（防災公園等）
第４回目　講座「タイムラインの呼びかけ避難体制
に関
　　　　　　　　　すること（仮）」
第５回目　講座「廿日市市の災害、歴史（仮）」
　　　　　　　　　「出前トークのしゃべり方教室」

防災士フォローアップ研修会の実施（全３回開
催）
・第１回目　講座「地震・風水害について」
・第２回目　施設見学「消防署の見学と各種体
験（煙、避難器具、屋内消火栓）」
・第３回目　講座「話し方教室」

広島県避難の呼びかけ体制構築・実践支援事
業の実施
・避難の呼びかけ体制づくりセミナー
・避難の呼びかけ体制づくり災害図上訓練、
ワークショップ

・場所（廿日市市役
所、廿日市消防署）
・講師（危機管理課職
員、廿日市消防署小
隊員、広島県危機管
理監消防保安課職
員）

・参加者取りまとめ
（自主防災組織）

・講師（広島県防災ア
ドバイザー、気象防災
アドバイザー）

・自主防災組織所属
の防災士 Ａ

・市、事業者それぞれが、研修テーマ
に合わせて講師を分担するなど、参
加者の理解を深めるために、「協働」
で取り組むことができた。
今後は、さらに自主防災組織、事業
者等と連携を図り、ニーズがある内容
の研修会実施を進めていく。

地域振興課 継続 3 情報交換会の開催

・協働によるまちづくり推進計画に基づき、交流、連
携の場づくりや人づくりなどを進める。
・多様な主体が出会う場を提供することにより、協
働による市民主体のまちづくりを推進し、つながり
を大切にした暮らしやすい豊かな地域社会の実現
を計画的に推進する。

市民活動センター指定管理者と連携して、市民活
動ネットワーク登録団体代表者研修会の開催によ
る交流の場と機会を提供する。

市民活動センター指定管理者と連携し、まちづく
り講演会の開催や市民活動センターフェスティ
バルの実行委員会の実施により、市民活動ネッ
トワーク登録団体の代表者等が集まり交流の場
を設けた。

指定管理者へ、企画
の向上につなげるた
めのアドバイス等を
行った

市民活動ネットワーク
登録団体の参加団体
による講演会や実行
委員会への参加

企画・運営・参加呼び
かけ（指定管理者(株)
オオケン）

興味関心のある市民
の参加（講演会への
参加）

Ｂ

よりよい取組につなげるため、指定管
理者と協議をしながら企画し、市民活
動ネットワーク登録団体等の交流の
場を提供できた。今後は参加者を増
やすことで、交流の輪を拡げて行く。

2
まちづくり講演会の開
催【宮島】

宮島企画調整課 継続 4 宮島まちづくり未来ゼミ

・宮島まちづくり基本構想に基づき、島民の交流、
連携の場づくり、人づくりなどを進める。
・「宮島に暮らす人」、「宮島で働く人」、「宮島に想
いをはせる人」、「宮島を訪れる人」など、宮島に関
わる人を「島民」と定義し、島民を主体とする「島づ
くり組織」の組織化を計画的に進めながら、宮島地
域のまちづくりを推進する。 

・宮島地域のまちづくりの一助とするため、学識経
験者などを招聘し、島民対象に未来ゼミ（講演会）を
開催する。
・未来ゼミを通じて、島民のまちづくりに対する意識
醸成、主体性を培う。

他地域でまちづくりを牽引する講師から事例を
学び、これからの宮島のまちづくりを考えるため
の「未来ゼミ」を1回開催した。

講演会の企画、立案、
実施

参加者
講演会の企画、立案、
実施

参加者 Ｂ

これから宮島でまちづくりを進める中
心となる人たちに対して、先進事例を
学ぶ場を提供することで、目指す姿の
明確化を図った。今後は、宮島まちづ
くり基本構想の具現化に向け、不足し
ている機能を担うための仕組みづくり
を進めていきたい。

3
出前トーク等による協
働の理念啓発

地域振興課 継続 5
若手職員の協働によるまちづ
くり研修

協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職
員を育成するため、若手職員を対象に、協働の理
解促進と意識啓発に資する研修を行う。

若手職員を対象とした研修を開催し、協働によるま
ちづくり基本条例と第３期協働によるまちづくり推進
計画の内容を説明することで、協働の理念共有を
図る。

協働によるまちづくり職員研修を開催（１月１０
日）し、まちづくり活動をされている方からお話を
伺うことで、協働について理解を深めた。

・研修の企画及び実
施
・研修での「協働の理
念」の説明（市職員）

講師として、協働の事
例を発表

研修の企画・運営支
援（地域創生事業
パートナーズ）

講師として、協働の事
例を発表 Ａ

市の職員の協働の理念の啓発のた
め、事務局と講師（団体、市民）がそ
れぞれの思いや事例について説明
し、研修の効果を高めることができ
た。

4
協働のまちづくりプ
レーヤーハンドブック
の作成

地域振興課 継続 6 協働事例の発信
協働によるまちづくり推進計画に基づき、廿日市市
内で実践されている協働事業の実践事例を広め
て、協働によるまちづくりの理念共有を図る。

協働のまちづくりプレーヤーハンドブックの作成を
行う。

地域のため、または自己実現等のためのまちづ
くり活動を始める際、一歩踏み出すための手引
書が令和6年度中に完成する予定。3つの事例
を漫画形式で掲載し、学生から大人までが見や
すい完成品を目指している。

ハンドブックの企画及
び内容の調整

実践事例のヒアリング
対応及び完成までの
内容の確認、写真等
の提供等

地域密着型の実践者
として、研修の企画・
運営支援・ヒアリング
先の候補出し等（地域
創生事業パートナー
ズ）

実践事例のヒアリング
対応及び完成までの
内容の確認、写真等
の提供等

Ａ

「誰に相談して、どんな協力を得て活
動が始まったのか」などのプロセスに
ついてを分かりやすいハンドブックに
するため、密に連携しながら進めるこ
とができている。今後は、完成品の認
知と活用促進に向けて取り組む。

5

オンラインを活用した
幅広い世代や遠隔地
からの参加機会の提
供

地域振興課 継続 7
協働によるまちづくりについて
啓発（HPやSNSで啓発）

・協働によるまちづくり推進計画に基づき、協働の
理念共有を進める。
・多様な主体との協働による市民主体のまちづくり
を推進し、つながりを大切にした暮らしやすい豊か
な地域社会の実現を計画的に推進する。

HPやSNSを通じて、協働によるまちづくりの理念啓
発に関する記事掲載や、協働によるまちづくりに関
する事業の実践事例の紹介をする。

協働によるまちづくりの条例や推進計画の内
容、協働によるまちづくり審議会の開催内容等
を市ＨＰに掲載している。

市の発信媒体による
情報発信

審議会委員として、審
議会に出席し、協働に
よるまちづくりの実施
状況等の確認や検証

なし

審議会委員として、審
議会に出席し、協働に
よるまちづくりの実施
状況等の確認や検証

Ｂ

審議会委員の皆様には、多大な協力
をいただいている。今後は、審議会に
おける協議をより有意義なものにでき
るよう市が取り組みを見直し、よりよ
い発信をしていけるよう取り組む。

２
　
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り

の
実
践
・
成
果
の
共
有

1
目的に応じた庁内関
係部署による会議の

開催
地域振興課 継続 8 地域連携会議

地域振興部内所属の連携を図るとともに、各所属
が抱える地域課題の解決に向けた取組の相互点
検、助言を行うため、毎月の定例会を開催する。

会議の開催
【開催日】原則、毎月第３水曜日（ただし、4月及び
令和7年3月除く）　
【構成員】地域振興課、中山間地域振興室、まちづ
くり支援課、スポーツ推進課、各支所地域づくりの
係長（ＧＬ）相当職員（必要に応じて担当者も出席
可。案件に応じて部内他課及び部外関係課も出席
可）
【議題】部内の課題の共有、検討及び提案（まちづく
りチャレンジ応援補助金、情報交換会、市有集会所
の取扱い等）

計８回実施し、部内の課題を共有・検討した。

【参加者】地域振興
課、中山間地域振興
室、国際交流・多文化
共生室、スポーツ推進
課、各支所地域づくり
係に加え、健康福祉
総務課や生涯学習課
などからも参加しても
らい、部局を横断して
実施

なし なし なし Ｂ

・ 情報を共有して議論する場として機
能しており、事業目的をおおむね達成
できた
・　今後も継続していく。

＊　「市（行政）」には職員も含みます。
＊＊　ここでいう「市民」とは市やまちづくり活動団体、事業者以外の市民のことを指します。

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

1
協働によるシンポジウ
ムや講演会等の開催

①
め
ざ
す
ま
ち
に
向
か
っ
て

１
　
協
働
の
理
念
の
共
有

1

（資料３）



【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

佐伯支所 継続 9
地域連携会議
（佐伯支所）

・佐伯支所（地域）内の組織の連携を図り、佐伯地
域の課題解決及び情報共有を行う。
・各所属からの情報提供や提案による意見交換の
場とし、地域への支援に繋げる。
・市政運営会議、政策監会議、部課長会議の情報
共有を行う。
・佐伯支所内各課、市民センター、保育園、消防署
の連携を促進する。

地域連携会議を原則毎月開催
・構成員：佐伯支所長、地域づくり担当課長、市民
福祉担当課長、環境産業担当課長、建設担当課
長、包括さいき所長補佐、津田市民センター長、友
和市民センター所長、玖島市民センター所長、浅原
市民センター所長、佐伯消防署長、津田保育園長、
友和保育園長、地籍調査課長、地域づくり係長
・議題：（第１部）各所属から情報提供、意見交換
　　　　（第２部）政策監会議、部内会議等の情報共
有　※必要に応じて

計１０回開催し、佐伯地域内の情報を共有して
意見交換を行った。

・会議の開催調整（日
程、議題等）
・会議への参加
・地域課題の抽出⇒
支援

なし なし なし Ｂ
佐伯地域内の支所内各係、市民セン
ター、保育園、消防署の情報共有を
一定程度行えた。

大野支所 継続 10 大野支所会議

・大野支所（地域）内の組織の連携を図り、大野地
域の課題解決及び情報共有を行う。
・各所属からの情報提供や提案による意見交換の
場とし、地域（市民）に最も近い業務を担うそれぞれ
の立場において、地域への支援につなげる。

大野支所会議開催
・開催日時：毎月第２火曜日
・構成員：支所長、市民福祉担当課長、環境産業建
設担当課長、包括おおの所長、まるくる大野総括責
任者、大野西市民センター所長、大野東市民セン
ター所長、大野消防署長、大野学校給食センター
所長、社会福祉協議会大野事務所長、地域づくり
係係長
・議題：（第１部）各所属から情報提供、意見交換
　　　　　（第２部）政策監会議、部内会議等の情報
共有　※必要に応じて

大野支所会議開催
開催日：
4/9,5/14,6/11,7/9,8/13,9/10,10/8,11/12,12/10,
1/14,2/18,3/11
・構成員：支所長、市民福祉担当課長、環境産
業建設担当課長、包括おおの所長、まるくる大
野総括責任者、大野西市民センター所長、大野
東市民センター所長、大野消防署長、大野学校
給食センター所長、社会福祉協議会大野事務
所、地域づくり係係長
・議題：各所属から情報提供、意見交換 、部内
会議等の情報共有

・大野地域の組織の
連携を図り、大野地域
の情報共有及び課題
解決を行う。（大野支
所、包括おおの、大野
西市民センター、大野
東市民センター、大野
消防署、大野学校給
食センター）

なし

・大野地域の組織の
連携を図り、大野地域
の情報共有及び課題
解決を行う。（まるくる
大野、社会福祉協議
会大野事務所）

なし Ｂ

・大野地域の組織の連携を図り、大野
地域の情報共有・意見交換を行え
た。
・各所属からの情報提供や提案を、よ
り積極的に業務の改善や地域への支
援につなげる。

宮島支所 継続 11
支所の運営に関する事務（島
内連絡会議・管内課長会議）

≪島内連絡会議≫
・宮島地域内の関係団体が一堂に会し、行事予定
などを情報共有し、地域の課題等について意見交
換を行う。

≪管内課長会議≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・宮島支所管内の所属長が一堂に会し、各所管事
項の情報共有や、地域の課題等について意見交
換を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

≪島内連絡会議開催≫
・開催日時：毎月１回開催（年間12回）慣習とし、開催日は毎月最終週とし
ている。
・会場：宮島桟橋ターミナル２階会議室
・構成員：宮島支所長、同市民福祉担当課長、同環境産業建設担当課
長、宮島まちづくり交流センター長、宮島町商工会事務局長、宮島観光協
会事務局長、廿日市警察署宮島駐在所長、宮島消防署長、宮島学園校
長、宮島幼稚園長、みやじま保育園長、社会福祉協議会宮島事務所長、
宮島支所地域づくり係長
・開催内容：関係団体が一堂に会し、行事等予定表や持ち寄った資料を
もとに、情報共有・意見交換を行う。　　　　
≪管内課長会議開催≫
・開催日時：毎月１回開催（年間12回）を慣習とし、開催日は地域振興部
課長会議の翌日としている。
・会場：宮島桟橋ターミナル２階会議室
・構成員：宮島支所長、同市民福祉担当課長、同環境産業建設担当課
長、宮島まちづくり交流センター長、宮島水族館経営課長、宮島歴史民俗
資料館長、宮島消防署長、宮島支所地域づくり係長
・開催内容：管内の所属長が一堂に会し、持ち寄った資料をもとに、情報
共有・意見交換を行う。会議終了後、引き続き宮島支所課長会議にて、
市政運営会議、政策監会議などの報告を行う。支所としての意見をまとめ
る案件があれば、この場を活用する。

島内連絡会議　９回開催

管内課長会議　７回開催

それぞれが実施する
事業内容の説明や把
握している情報及び
課題を共有し意見交
換を行った。

参加者
≪島内連絡会議≫
・宮島支所各課長
・宮島消防署長
・宮島まちづくり交流セン
ター所長
・宮島駐在所長
・宮島幼稚園長
・宮島学園校長
・みやじま保育園長
・宮島商工会事務局長
・宮島観光協会事務局長

≪管内課長会議≫
・宮島支所各課長
・宮島消防署長
・歴史民俗資料館長
・宮島まちづくり交流セン
ター所長
・宮島水族館経営課長

なし なし Ａ

情報と課題を共有することで担当部
署に速やかに引き継ぐ事ができた。

特に今年度は、うぐいす歩道の通行
止めによる工事等（水道管敷設工
事、支障木伐採業務など）が多く、情
報を共有すると共に、さまざまな意見
によりスムーズな行動ができた。

宮島企画調整課 継続 12  支所の運営に関する事務（島内連絡会議・管内課長会議）

・宮島まちづくり基本構想に基づき、島民の交流、
連携の場づくり、人づくりなどを進める。
・「宮島に暮らす人」、「宮島で働く人」、「宮島に想
いをはせる人」、「宮島を訪れる人」など、宮島に関
わる人を「島民」と定義し、島民を主体とする「島づ
くり組織」の組織化を計画的に進めながら、宮島地
域のまちづくりを推進する。 

宮島地域のまちづくり事業を実施するにあたり、行
政として島内課題を関係部局の職員が共有し、意
見交換や来年度以降の予算要求につなげるため、
連絡会議と分科会を開催する。連絡会議は「全体
会」、分科会はテーマごとによる「特定部局の会」と
して開催する。

　※17分科会を設置し、事業の進捗度、予算執行
度合いなどを勘案しながら都度開催する。

環境省のモデル事業として、スマートゴミ箱設置
の実証実験を行った。

実証実験の実施 なし 実証実験の実施 なし Ｂ

清掃事業者等へのヒアリングを通し
て、スマートゴミ箱の効果や課題を把
握することができた。今後は、ゴミ箱
の適正配置やゴミの適正分別の促
進、ゴミの減量化に向けた取組を、市
民も巻き込みながら実施していきた
い。

2
まちづくり活動団体の
活動支援【宮島】

宮島企画調整課 継続 13
いつくしま・まちなみ研究会等
の活動支援

・宮島まちづくり基本構想に基づき、島民の交流、
連携の場づくり、人づくりなどを進める。
・「宮島に暮らす人」、「宮島で働く人」、「宮島に想
いをはせる人」、「宮島を訪れる人」など、宮島に関
わる人を「島民」と定義し、島民を主体とする「島づ
くり組織」の組織化を計画的に進めながら、宮島地
域のまちづくりを推進する。 

・宮島地域のまちづくりを進めるにあたり、歴史的町
並みの保存・活用などを主体的に考え、活動してい
る学識経験者などを中心に結成された「いつくしま・
まちなみ研究会」や地元工務店を中心に結成され
た「伝建宮島工務店の会」の活動を、行政の視点か
ら支援・協働する。
・重要伝統的建造物群保存地区を後世に継承して
いく活動は、これから組織化を進める島づくり組織
との課題共有、連携に資する。

「いつくしままちなみ研究会」は隔月で開催し、
今年度は廿日市市から業務を受託し伝統的建
造物群保存地区の修景基準について整理を
行っている。「伝建宮島工務店の会」は空き家の
活用について講師を招いた勉強会、土塗り壁の
体験会の実施により伝統技術の復活と後継者
育成のための活動を実施した。

宮島企画調整課 事業の実施 なし 参加者 Ａ

「いつくしままちなみ研究会」は専門
的な知識を活かし学術的な面から伝
建を支えるため、組織を活性化してい
くことが課題で新たな取り組みを検討
していく必要がある。「伝建宮島工務
店の会」は伝統技術の復活と後継者
育成の活動をし、令和７年度は引き
続き伝統技術の継承と持続的な組織
づくりをしていく必要がある。

3
まちづくり活動団体の
育成【宮島】

宮島企画調整課 継続 14
「みやじまの町家に親しむ会」
の育成

・宮島まちづくり基本構想に基づき、島民の交流、
連携の場づくり、人づくりなどを進める。
・「宮島に暮らす人」、「宮島で働く人」、「宮島に想
いをはせる人」、「宮島を訪れる人」など、宮島に関
わる人を「島民」と定義し、島民を主体とする「島づ
くり組織」の組織化を計画的に進めながら、宮島地
域のまちづくりを推進する。 

・宮島地域のまちづくりを進めるにあたり、歴史的町
並みの保存・活用などを、島民自身が主体的に考
え、活動するため、市民センタークラブとして結成さ
れた「みやじまの町家に親しむ会」の活動を、行政
の視点から支援する。
・重要伝統的建造物群保存地区に関心を持ち、郷
土のことを学習する活動は、これから組織化を進め
る島づくり組織との課題共有、連携に資する。

「みやじまの町家に親しむ会」は島根県大田市
の伝統的建造物群保存地区の視察を行い、宮
島町との違いやこれからの展開について学ん
だ。また、昭和30年代の生業マップの作成に着
手した。

宮島企画調整課 事業の実施 なし 参加者 Ａ

「みやじまの町家に親しむ会」はこれ
まで市民センタークラブとして活動し
ていたため、保存会として活動するた
めの体制づくりにはまだ時間を要す
る。今後も引き続き生業マップの作成
をしていく。

4
協働事業提案制度の
構築

地域振興課 継続 15
まちづくりチャレンジ応援補助
金の交付

地域経営の仕組みを取り入れるなど、持続可能な
まちづくりに取り組む地域自治組織に対し、地域力
の維持・持続や地域における新たな活力創出に向
けた活動を支援する。

・補助金交付（事業継続実施団体）
・継続実施事業の情報発信（市ＨＰ等）
・継続事業向け報告会兼相談会の実施
・制度の見直し（R6及びR7年度は新規提案事業に
対する補助金交付はなし。R8年度からの補助金交
付に向け、R7年度に募集を再開、令和6年度に事
前相談会を開催予定。

・令和４年度採択継続３年目の１団体及び令和
５年度採択継続２年目の２団体の計３団体に対
し補助金を交付し、継続事業の実施を支援し
た。
・継続事業向けの相談会を実施した。
・７団体に対し、令和８年度実施事業向けの事
前相談会を開催した。
・新規事業は募集なし。
・取組内容については、市ホームページで情報
発信した。

【地域振興課・各支所
地域づくり係】
事業計画全般に係る
相談支援・補助金によ
る事業費補助・審査会
の開催・市ホームペー
ジや情報交換会を活
用した情報発信

【（継続）３団体：阿品
台・阿品・玖島
（事前相談）７団体：佐
方・串戸・地御前・浅
原・大野第４区・大野
第７区・大野第１１区】

地域課題の解決に向
けての取組実施

【広島修道大学】
【一般財団法人　山口
経済研究所】
【株式会社地域事業
再生パートナーズ】
相談会の相談委員と
して事業に対する助
言

なし Ｂ

各団体が自ら課題を発見し、市と相
談しながら協働で取り組む姿勢が見
られた。
相談会を開催することにより、事業計
画のブラッシュアップやアフターフォ
ローの充実を図れたことから、今後
も、市職員による相談支援だけでな
く、事業者等から構成される相談員か
ら助言を得られる場を設けて、協働に
よる伴走支援を充実できるよう、継続
していく。

1
目的に応じた庁内関
係部署による会議の
開催

①
め
ざ
す
ま
ち
に
向
か
っ
て
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協
働
に
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る
ま
ち
づ
く
り
の
実
践
・
成
果
の
共
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

経営政策課 継続 16 民間提案制度の再構築

人口減少や少子高齢化、公共施設の老朽化など、
ますます多様化、複雑化していく行政課題に対応
し、良質で持続可能な行政サービスを提供していく
ため、民間事業者のアイデアやノウハウを取り入れ
ることのできる提案制度を構築する。

随意契約保証型の民間提案制度を令和２年度に実
施して以降、制度の見直しを行っているところであ
り、新たな提案制度の構築に向けて、他市の事例
研究や事務手続きの整理を行う。

新たな提案制度の構築に向けて、他市の事例
研究や事務手続きの整理を行った。制度化につ
いては１月末時点ではまだできていない。

協働の視点を取り入
れながら制度の構築
準備を行った。

なし なし なし Ｃ

（令和６年度の成果）
・協働の視点も入れながら制度設計
に向けて準備を進めることはできた。
しかし、提案制度の実施には至って
いない。

（今後の課題）
・今後は制度を実施していく中で、事
業者等と連携し、互いの強みを活かし
ながら市の課題解決に取り組んでい
く。

地域振興課 継続 17 協働事業提案制度の構築

協働によるまちづくり推進計画に基づき、まちづくり
活動団体同士など多様な主体によって、協働によ
るまちづくりの取組が進むよう、それぞれの主体に
よる協働事業の提案制度を構築する。

提案制度構築に向けて、課題の洗出しやロードマッ
プ作成をする。

市民活動センター指定管理者と連携して、市民
活動ネットワーク登録団体に向け、「連携型連
携事業」の募集を行ったが、希望者がいなかっ
た。

指定管理者への委託
料を通じた、事業の採
択団体の事業費を支
援

なし
企画・運営、広報（株
式会社オオケン）

なし Ｃ

制度を設けても、活用につながってい
ない。現在、令和7年度における活発
な活用につなげるため、広報活動等
に関する協議を指定管理者と進めて
いる。

継続 18

・大竹市、廿日市市及び広島市の中学生の親睦・
体力向上並びに長距離選手の育成・強化を図るこ
を目的としており、陸上競技の底上げを担ってい
る。

中学校はつかいち駅伝大会

開催日：令和7年2月2日(日)
参加者：大竹市・廿日市市中学校、広島市中学
校体育連盟加盟校（男子１８校、女子１５校）※
今年度より男子も参加
開催コース：ゆめ桜公園及び可愛川河川敷、5
区12キロ
5区間の区間賞および優勝チームには「はつか
いち文化スポーツ市長賞」を交付。

事業の企画、立案、実
施

参加者
（特定非営利活動法
人廿日市市スポーツ
協会、廿日市市陸上
競技協会、大竹市・廿
日市市中学校体育連
盟、広島市中学校体
育連盟、廿日市市ス
ポーツ推進委員協議
会、青少年育成廿日
市市民会議）

・企画や当日の運営
（受託者）㈱ちゅピＣＯ
Ｍ
（協賛）１社

競技へ参加
競技の観戦 Ａ

当日の大会運営においては、まちづく
り活動団体と協議を重ねながら役割
を分担している。大会運営においてま
ちづくり団体との協働は不可欠であ
り、スポーツの向上に大きな成果を上
げている。

継続 19

・日本プロ野球ファーム公式戦ウエスタン・リーグを
安全に実施するとともに、このスポーツイベントを通
じたスポーツを核としたまちづくりを、より効果的に
推進し地域全体が連携することで、近隣市町から
の誘客、地域内での回遊促進、観光振興及び地域
の活性化、スポーツ推進へ寄与することを目的とす
る。

ウエスタン・リーグ公式戦

開催日：令和6年9月22日（日）
場所：HIROHAI佐伯総合スポーツ公園野球場
来場者数：2,260人（公式発表）
試合結果：広島東洋カープ　２－２　阪神タイ
ガース
飲食・体験コーナー：「ちぃと山横丁」
出店数：16店

事業の企画、立案、実
施

参加者
（一般社団法人はつ
かいち観光協会、廿
日市商工会議所、佐
伯商工会、特定非営
利活動法人廿日市市
スポーツ協会、佐伯地
域コミュニティ推進団
体連絡協議会、青少
年育成廿日市市民会
議、廿日市市女性連
合会、ＦＭはつかい
ち、佐伯中央農業協
同組合、廿日市市国
際交流協会）

（プレイヤー）
広島東洋カープ
（運営協力）
イズミテクノ・シンコー
スポーツ共同企業体
（協賛）
27社

競技の観戦 Ａ

プロ野球の公式戦を実施するにあた
り、佐伯地域連盟、スポーツ推進委
員、廿日市市スポーツ協会、佐伯商
工会等に協力いただいた。当日は来
場者に寄り添った現場対応を実施す
ることができ、広島東洋カープ球団に
も高い評価をいただいている。大会を
スムーズに進めるためにも、地元地
域の理解と、地域ボランティアの協力
は不可欠である。

7
市民公募による会議
の運営

地域振興課 継続 20
市民公募した委員が参加す
る審議会

審議会委員を公募することにより、市民の行政参
画を推進する。

・改選時期にあたり、第4期協働によるまちづくり審
議会委員の公募を行う。
・公募市民も参加する審議会における審議を行う。

・多くの公募の中から、実践経験豊富な市民委
員の方が就任し、団体や学識経験のある委員
の皆様とともに、協働によるまちづくり審議会を
開催した。（5/20※改選前、7/23※改選後）

・会議の企画・運営
・事業のプロセス評価
や分析・見直し等

審議会委員としての
会議への出席

委員３名（広島修道大
学、県立広島大学、廿
日市商工会議所）

審議会委員としての
会議への出席 Ａ

協働によるまちづくり推進に向け、事
務局が提示した議事に対して積極的
に審議していただいた。今後は、より
有意義な会議の実現に向け次期計
画の策定等に努める。

地域振興課 継続 21
ウィズコロナ・ポストコロナ社会において、まちづくり
活動団体がICTを利活用できるよう、サポートを実
施する。

市民活動センター指定管理者と連携して、
・市民活動センターにおいて、ICT利用のための相
談会の開催や、オンライン会議等のサポートを実施
する。
・IT知識の基礎学習やスキルアップのための講習
会を開催する。

随時窓口で相談・対応を受付けている。
指定管理者との情報
共有及び必要に応じ
たアドバイス

相談者（市民活動ネッ
トワーク登録団体等）

対応者（指定管理者：
株式会社オオケン）

なし Ａ

ICTの活用促進につなげるための環
境は整備や必要に応じた対応できて
いる。今後は、より団体のニーズを把
握しながらICT利活用のスキルアップ
セミナー等を検討していきたい。

まちづくり支援課 継続 22

・市民センターにおけるICTの利活用を促進するこ
とにより、デジタル・デバイド解消に向けた取組を実
施する。
・新しい技術を活用した事業を実施することで、新し
い「つながり」を拡充する。

・ICTの利活用の促進に向けた環境整備を行う。
・デジタル・デバイド解消に向けた学習機会を提供
する。
・ICT活用講座オンライン開催や、SNSの活用等に
関する事業を実施する。
・オンライン、対面・オンラインの併用による事業を
実施する。
・クールシェアの実施期間中は、学習目的に限らず
ＦｒｅｅＷｉ－Ｆｉを開放する。

・スマートフォンの基本操作を学ぶ講座、ＬＩＮＥ
の活用に関する講座、町内会などでの活用をめ
ざしたパソコン講座、子どもを対象としたプログ
ラミング体験教室を開催するなど、デジタル・デ
バイドの解消に向けた事業を実施した。
・講座の録画をYｏｕ Tubeで配信する事業を実
施した。
・クールスポットの実施期間（7月～9月）は、誰も
がFree-WiFiを利用できる取組を試行的に実施
した。

・講座の企画、立案、
実施
・場所提供
・企画の支援

講座の共催、講師
(NPO法人青少年交
流・自立・支援セン
ターCROSS、社会福
祉協議会、宮内地区
コミュニティづくり協議
会（防災部）、友和女
性会、老人クラブ連合
会佐伯支部、大野第
10区)

・講座の立案、プログ
ラム提供
・講師(地元事業者　
いちごnet、ソフトバン
ク㈱、（株）ＨＯＰＳ、
NTTdocomo、壱と千、
株式会社ｋaeru)

・興味関心のある講座
等への参加
・学んだ成果を地域づ
くり活動などに活用す
る
・地域のまちづくり団
体の活動を知る
（学校の関係者等）

Ｂ

・事業者と共催して講座を実施するな
ど、協働により効果的にデジタル・デ
バイドの解消を図ることができた。
・事業の実施にあたり、ＩＣＴを活用し
た「オンラインによる学び」と「対面に
よる学び」の組み合わせなど、学びが
豊かになるように工夫する必要があ
る。

2
中間支援組織の機能
強化と、まちづくり活
動への支援

地域振興課 継続 23 まちづくり活動への相談支援

市民と行政とのパートナーシップを形成しながら、
市民活動が活発で、市民が主体となったまちづくり
を進めるため、必要な情報や資源、技術などを提
供することを目的とした市民活動団体と公共的団
体などとの中間支援を行う。

市民活動センター指定管理者と連携して、まちづく
り活動団体からの個別相談や市民活動なんでも相
談などを通じて、課題に応じた情報や資源、技術な
どを提供する。

「市民活動なんでも相談日」（毎月第２、第４木
曜日）を開催し、まちづくり活動等に関する相談
ができる場を提供した。

事業の企画・運営支
援・活用を促すための
指定管理者との協議

相談者

・事業の企画・実施
（指定管理者：株式会
社オオケン）
・相談員（ひろしまＮＰ
Ｏセンター）

相談者 Ｂ

専門知識を有する事業者との連携
で、さまざまな相談に対応ができてい
る。今後は、より活発な活用につなが
るよう事業の認知を広げていく。

3
新しい技術を活用した
「つながり」の拡大

まちづくり支援課 継続 24
対面・オンラインの併用による
講座の実施

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

地域振興課 継続 25 協働によるまちづく交流会

地域振興課 継続 26 情報交換会　

中山間地域振興室 継続 27
地域支援員配置による中山
間地域の持続可能なまちづく
りの支援（定住促進）

人口減少や高齢化の著しい中山間地域に地域支
援員を配置し、佐伯・吉和地域の魅力発信及び移
住・定住の支援を行い、両地域の将来の担い手の
確保する。

佐伯・吉和地域への定住促進に係る活動として、次
に掲げる活動　
①空き家の掘り起こし・危険空き家の現地確認
②空き家バンクの企画運営補助
③移住希望者からの相談対応・空き家の提供者と
居住希望者とのマッチング
④ＳＮＳを利用した本市の中山間地域の魅力発信

佐伯・吉和地域への定住促進に係る活動とし
て、次に掲げる活動　
①空き家の掘り起こし
②空き家バンクの企画運営補助
③移住希望者からの相談対応・空き家の提供
者と居住希望者とのマッチング
④ＳＮＳを利用した本市の中山間地域の魅力発
信

・移住・相談対応
・HP等での空き家情
報等の発信
・地域の円卓会議へ
の参加

空き家の掘り起こし、
バンク登録への促進
を図った。
・津田商店街を創る会
・コミュニティ吉和

地域版空き家バンク
の運営
・合同会社とこらぼ

空き家の情報提供 Ａ

津田地区において、地域版空き家バ
ンク運営業務を地域の交流拠点の場
を運営する事業者に委託することが
できた。
今後は、業務委託の範囲を他地区・
地域に広げていく予定。

中山間地域振興室 継続 28 浅原地区活性化

人口減少や高齢化の著しい中山間地域にある浅
原地区において、同地区の活性化を担当する地域
支援員を配置し、地域自治組織の活動支援や交
流・関係人口拡大のための地区外への情報発信、
浅原交流拠点施設及び浅原市民センターを活用し
た事業の調査研究、及び企画サポートなどを通じ
て、地域力の維持・強化を図る。

浅原地区活性化に係る活動として、次に掲げる活
動　
・広報活動及び売り込み
・多様な主体と関わり、想いを知る。
・「浅原の未来を創る会」の活動支援
・浅原交流拠点施設及び浅原市民センターを活用
した事業の支援、調査研究

浅原地区活性化に係る活動として、次に掲げる
活動を行った。
・広報活動及び売り込み
・多様な主体と関わり、想いを知る。
・「浅原の未来を創る会」の活動支援
・浅原交流拠点施設及び浅原市民センターを活
用した事業の支援、調査研究

・ビジョン作成支援
・無人店舗に係るモニ
タリング会議の開催

・浅原の未来を創る会
（あさみら）

・無人店舗、移動販売
の運営
（マックスバリュ西日
本株式会社）

なし Ａ

令和４年度に引き続き浅原の未来を
創る会がビジョン策定ワークショップ
を開催し、令和５年６月に「あさはらビ
ジョン2023」のお披露目会が行われ
た。
また、浅原交流会館にて無人店舗、
移動販売を継続し、買い物支援によ
る持続可能なまちづくりを推進してい
る。

中山間地域振興室 継続 29 玖島地区の活性化

人口減少や高齢化の著しい中山間地域にある玖
島地区において、同地区の活性化を担当する地域
支援員を配置し、①地域自治組織の活動支援、 ②
交流・関係人口拡大のための地区外への情報発
信、③地域活動への事業所の巻き込み、④新たな
視点を盛り込んだ事業展開、などを通じて、地域力
の維持・強化を図る。

玖島地区活性化に係る活動として、次に掲げる活
動　
・SNSの開設及びそれを活用した定期的な玖島地
区の情報発信
・HPの開設及び整備
・物販の強化
・メディアへの発信

玖島地区活性化に係る活動として、次に掲げる
活動を行った　
・SNSの開設及びそれを活用した定期的な玖島
地区の情報発信
・HPの継続的な更新
・イベント企画や物販の強化
・メディアへの発信

地域支援員を中心とし
た玖島地区活性化に
係る活動

玖島の里づくり交流拠
点施設管理運営委託
業務
（玖島地区コミュニティ
推進協議会）

旧玖島小学校校舎2
階活用事業
（サンビー株式会社）

なし Ａ

メディアやＳＮＳを活用することによ
り、施設及び施設での取組の知名度
が向上し、交流人口の増加、コミュニ
ティによる自主事業の収益の増加な
ど、地域力の向上が促進されている。

中山間地域振興室 継続 30 佐伯高校の魅力化

地元中学生の進路の選択肢の確保、佐伯・吉和地
域の将来の担い手の育成を行うために、佐伯高校
の存続に向けた、同校の魅力化の取組を支援し、
地域力の維持・向上を図る。

佐伯高校の魅力化に係る活動として、次に掲げる
活動　
①SNS等を活用した定期的な佐伯高等学校の魅力
発信
②地域と連携した魅力化の取組の企画・運営
③学校が取り組む魅力化の取組の支援
④公営塾の企画・運営

①市及び佐伯高等学校のSNSを活用し、魅力
発信を行った。
②地域イベントと佐伯高校生を繋ぐ等地域交流
の支援を行った。
③SAEKI QUEST（佐伯高等学校が行う探求授
業）の支援を行った。
④高校生対象の公営塾を全４２回、中学生対象
の公営塾を全８回、どちらも対象とした公営塾を
１０回開講した。

情報発信、イベント等
支援、公営塾の開催

・SAEKI QUEST支援
（地域コミュニティ）
・イベントの開催（津田
商店街を創る会）

SAEKI　QUEST支援
（津田商店街）

佐伯高等学校を応援
するのぼり旗設置 Ａ

市、まちづくり活動団体、事業者、市
民がそれぞれ関わり合いながら佐伯
高等学校の魅力化を目的として協力
して取り組んでおり、佐伯高等学校の
魅力化向上と地域のまちづくりに貢献
している。
今後とも継続して取り組む予定であ
る。

中山間地域振興室 継続 31 吉和地域の活性化

暮らし続けられる吉和地域の実現に向けて、平成
30年度に実施した各種アンケートの結果や意見交
換で出された提案を基に、小さな拠点の形成にあ
わせ、多様な主体の参画（公民協働）により、地域
の課題解決や活性化に向けた地域経営の仕組み
づくりを支援する。

（１）地域住民等との意見交換コーディネート
（２）地域づくりプランの推進

○地域づくりプランの推進に向けた検討及び活
動
各部会の開催(地域づくり部会、福祉・健康部
会、防災・安全部会、産業・観光部会)

移住定住相談窓口
（吉和支所）
空き家バンク運営
（住宅政策課）
情報発信
（プロモーション戦略
課）など

運営コーディネート
（コミュニティよしわ）

クヴェーレ吉和
中澤商事
社会福祉協議会吉和
事務所
もみのき森林公園
潮原温泉
フォレストアドベン
チャーなど

空き家情報の収集
（地区長） Ｂ

地域づくり部会は、目的や課題認識、
実施過程を市民を含む関係者と相互
に共有して進められつつあるが、その
他の部会については、進捗度合いを
高める必要がある。

中山間地域振興室 継続 32
小さな拠点づくり（地域課題解
決）

吉和地域では、近年の少子高齢化も相まって過疎
化が進行しており、集落の暮らしを維持していくこと
が危ぶまれる状況にある。このような状況の中で、
平成30年度から検討を進めている公共施設の再編
を契機に、本地域の行政・防災、市民活動の拠点
機能の強化や小さな拠点づくりの取組を進めること
で、持続可能なまちづくりを目指す。

・お試しオフィス企業誘致

吉和での働き方・暮らし方のＰＲをするため、サ
テライトオフィスを設置した事業者等の協力のも
と、ＰＲ素材（インタビュー動画等）を作成し、
YouTubeやInstagram、市公式LINEといったＳＮ
Ｓ等で発信した。

お試しオフィス事業運
営・企画立案、、ＳＮＳ
発信

地域情報の紹介など (株)パートナーズ なし Ｂ

吉和地域の魅力である「森の中での
働き方・暮らし方」を伝えるため、吉和
版ワーケーションプランを試作し、地
域内の各施設でのテレワーク環境や
暮らし体験等のモニタリング（モニター
ツアー）を実施

農林水産課 継続 33
地域支援員配置による中山
間地域の課題解決、地域力
の維持・強化

中山間地域における主要かつ生活に密着した産業
である農業を持続可能なものにするため、農業・農
村の持続化をテーマとした地域支援員を配置し、佐
伯地域をフィールドに持続可能な農業の具体事例
の実践と検証を行い、地域営農の継続と移住・定
住促進を図る。

・耕作放棄地の有効活用、地域と連携した栽培適
地の確保・集積に向けた取り組み
・農業経営基盤強化促進法の改正に伴う地域計
画、目標地図の作成および実行支援
・特徴ある農産物（マコモタケ等）の生産拡大・産地
支援・ＰＲなど
・産直市や新たな需要に向けた少量多品目の生産
促進など

・耕作放棄地の利活用に向けてのマコモタケの
試験栽培、普及に努めた。
・協議の場を定期的に設け、地域計画の策定・
目標地図の作成を進めた。
・特徴ある農作物（マコモタケ等）の作付状況や
ニーズの把握に努め、料理教室や圃場見学等
のイベントを開催し、普及促進を行った。
・産直市での地産地消の推進や、少量多品目を
扱う小規模生産者が自主的に行う農業に関わ
るイベント等を支援した。

・友和市民センター
・玖島コミュニティ推進
協議会（玖島花咲く
館）
・あさはらまちづくり交
流センター

・佐伯農業者クラブ
農業委員
（マコモタケの作付・収
穫など）

Ａ

・地域計画の策定、耕作放棄地解消
への取組み、特徴ある農作物（マコモ
タケ等）・少量多品目の生産促進な
ど、様々な場面で協働により事業を進
めることができた。
・地域計画の策定により目指すべき
農地利用の姿を明確にし、農地の集
積化に向けた取組みを継続して推進
する。

6
自治会・自主防災会
等との連携

健康福祉総務課 継続 34
避難行動要支援者の避難支
援

・災害対策基本法に基づき、高齢や障がいなどの
理由で災害時に自力で避難することが困難な人
（避難行動要支援者）の名簿を予め作成し、災害発
生時の避難支援活動や安否活動に役立てる。
・避難行動要支援者名簿は、地域自治組織、自主
防災組織や民生委員等（避難支援等関係者）に情
報提供し、地域における避難行動要支援者の避難
計画（個別計画書）の策定や助け合いの体制を構
築する。

・避難行動要支援者名簿の更新
・自主防災会等からの意見を聞きながら、実行性の
ある制度への見直しを行う。
・避難支援等関係者への名簿・地図等の情報提
供、連携
・自主防災会や福祉専門職（社会福祉法人等）との
連携による個別避難計画作成の推進

①避難行動要支援者名簿の更新
②制度の見直しを実施
③避難支援等関係者への名簿・地図等の情報
提供及び個別避難計画作成の推進
④避難支援等関係者意見交換会の実施
⑤福祉専門職（社会福祉法人等）と連携した個
別避難計画作成の推進
⑥福祉避難所開設訓練の実施

①名簿の更新作業
②制度の見直しにつ
いて関係課、関係団
体などと協議
③資料を作成し、各関
係者へ情報提供
④県の委託会社との
企画・実施に係る調整
⑤福祉専門職との委
託契約や協議、作成
のサポートなど
⑥企画、調整、運営な
ど

②地域自治組織・自
主防、民生委員
③地域自治組織・自
主防、民生委員
④地域自治組織・自
主防
⑥地域自治組織・自
主防・民生委員

④企画や実施当日の
運営（株式会社サイエ
ンスクラフト、広島県）
⑤福祉専門職と計画
を作成するため業務
委託（医療法人ハート
フル、社会福祉法人く
さのみ福祉会、社会
福祉法人おおの福祉
会、社会福祉法人ひ
かり会、社会福祉法
人いもせ聚楽会、土
谷居宅介護支援事業
所 阿品）
⑥共催（社会福祉法
人ひかり会相談支援
事業所ひかり園）

①災害時に支援が必
要な場合は、名簿掲
載に同意する
⑤作成意向がある対
象者は行政、福祉専
門職と連携し個別避
難計画を作成
⑥避難訓練に参加

Ａ

・市、団体、事業者、市民それぞれが
事業内容に応じてより良い計画にす
るために、「協働」で取り組むことがで
きた。
・令和７年度は見直した制度の実施１
年度目に当たるため、より連携を図り
事業を進めていく必要がある。

１－１－１「Ｎｏ．１　協働によるまちづくり交流会」を参照

１－１－１「Ｎｏ．３　情報交換会の開催」を参照

4
協働によるシンポジウ
ムや講演会等の開催　
※再掲
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

7
市民センターの地域
運営

まちづくり支援課
中山間地域推進室

継続 35 市民センターの地域運営

地域自治組織が生涯学習とまちづくりの拠点であ
る市民センターを運営することにより、地域自治を
推進し、つながりを大切にした暮らしやすい豊かな
社会を実現する。

佐方、串戸地区及び吉和地域の地域自治組織によ
る市民センターの管理運営

佐方、串戸地区の地域自治組織が市民セン
ターを、吉和地域の地域自治組織が吉和ふれ
あい交流センターを指定管理により管理運営し
た。

地域づくりの拠点の提
供

地域自治組織
（佐方アイラブ自治
会、串戸地区自治協
議会、コミュニティよし
わ）

なし なし Ａ

・年度の事業方針を共有し、目的や
課題を互いに認識して管理運営した。
・指定管理者は、地域自治組織として
の強みを生かし、地区・地域のまちづ
くりにつながる事業を実施した。

地域振興課 継続 36

市民とまちづくり活動団体の
連携
市民同士の連携
まちづくり活動団体同士の連
携

協働によるまちづくり推進計画に基づき、交流、連
携の場づくりや人づくりなどを進める。
多様な主体との協働による市民主体のまちづくりを
推進するため、各団体の連携を促す。

市民活動センター指定管理者と連携して、
・まちづくり交流会の開催による交流の場と機会を
提供する。
・市民活動ネットワーク登録団体代表者研修会の
開催による交流の場と機会を提供する。
・市民活動センターまつりの開催による交流の場と
機会を提供する。
・さくらdeファミリーによる団体紹介を実施する。

①「防災」や「健康」をテーマとした講演会を開
催。
（ⅰ．みんなの防災教室：５回、ⅱ．みんなの健
康教室４回）
②市民活動センターフェスティバル実行委員会
の開催
③さくらdeファミリーの発行

①②③指定管理者へ
の支援

①共催（ⅰ.広島県災
害復興支援士業連絡
会、廿日市市防災士
連絡協議会等）、講師
（ⅱ．廿日市市五師士
会リハビリ士会等）
②企画・協議

①②③企画・運営等
（指定管理者：株式会
社オオケン）
①講師（ⅱ．山陽女子
短大）

①参加者
③閲覧者 Ｂ

市と指定管理者、指定管理者とまち
づくり活動団体が連携することで、
様々な人が交流する場の提供につな
がった。また、団体の取組や成果につ
いて相互理解を図れている。

中山間地域振興室 継続 37 中山間地域回遊促進事業

・佐伯総合スポーツ公園のにぎわいづくりや、佐
伯・吉和地域の交流拠点施設の来訪者を、地域内
に点在する店舗や観光施設への回遊につなげ、交
流人口や関係人口の拡大をめざす。
・商工会、観光協会などと協議会を立ち上げ、地域
団体、地域自治組織、地域活動団体などの参画の
もと、実施する。

①キッチンカーの出店調整
②マルシェの開催
③LINEのショップカード機能を活用した回遊促進イ
ベント及び抽選会の実施等

①キッチンカーの出店（１４回）
②マルシェの開催（２回）
③スタンプラリーの開催（２回）

・イベントの出店調整
・HP等での情報発信

・イベントへの参画
・情報発信
（はつかいち森の遊び
場協議会）

・イベントへの参画
・情報発信
（佐伯総合スポーツ公
園）

・イベントへの参加
・LINE友達登録 Ａ

まちづくり活動団体との情報共有や
連携ができた。
今後、さらなる巻き込みや役割分担を
行い、事業推進していく必要がある。

地域包括ケア推進課 継続 38 生活支援体制整備事業

誰もが住み慣れた家庭や地域で安心して暮らし続
けるまちを目指して、生活支援サービスを担う多様
な主体と連携して、日常生活上の支援体制の充
実・強化及び高齢者等の社会参加の推進を一体的
に図っていくことを目的とする。

①日常生活圏域ごとに配置している生活支援コー
ディネーター（ＳＣ）と連携し、見守り機能を持つ通い
の場づくりやその機能の維持・発展に係る活動、既
存アセット（人・場・組織）のつなぎ等を支援する。
②毎月のＳＣ会議に同席し、日頃から地域住民に
関わるＳＣの困りごとや課題の解決について一緒に
考え、仮説を立て、検証するプロセス等を通じてＳＣ
を補完する。
③地域別アセスメントシートの更新及び情報共有を
通じて、ＳＣによる支援のプロセスを意味づけ及び
見える化し、考え方や取り組む姿勢を学び合うこと
でＳＣのワーカーとしての力の底上げを支援する。

①見守り機能を持つ通いの場へのアセスメント
や、その場が正常に機能できるよう支援したり、
既存アセットのつなぎをＳＣと共に支援した。
②ＳＣ会議に同席し、ＳＣの活動状況の共有や
支援方策を話し合ったり、一緒に現地へ出向
き、地域住民のニーズ把握や地域住民の合意
形成支援を行う等の支援を行った。
③地域別アセスメントシートの更新及び情報共
有の機会を持ち、ＳＣ活動を意味づけし、地域
づくり支援を行う関係課と共有するＳＣ Ｍｅｅｔｉｎ
ｇを開催した。

【地域包括ケア推進
課】
・社会福祉協議会へ
の業務委託
・ＳＣへの支援（資質
向上のための勉強会
の開催や県研修の案
内、事例検討や助言、
同行支援）
・ＳＣと庁内関係各課
との連携支援
・ＳＣ活動の見える化
【地域づくりを担当す
る部署】
・ＳＣとの連携

【地域自治組織の主
に福祉を担当する
人、・町内会、サロン、
ＮＰＯ法人】
・地域ビジョンの策定
・地域課題の発見
・地域づくりの主体的
取組

【社会福祉協議会】
・業務の受託
・ＳＣによる地域づくり
支援
・市との連携

【地域住民】
・個別課題の共有
・地域づくりの取組へ
の参加

Ｂ

・他分野にまたがる地域生活課題に
対して、各部署の強みを活かし、所管
する施策に関連させながら切れ目の
ない支援ができた事例もある。地域
内の活動者同士の連携を促進しやす
い。部署同士がそれぞれの業務内容
を理解することにつながりやすい。
・地域振興部との地域づくり支援の方
向性が共有でき、日頃から情報連携
して動ければ、より一層効果的な支援
になることが期待できる。

9
移住定住のきっかけ
をつくる地域との連携

住宅政策課 継続 39 宮園地区住まいづくり調査

・住宅団地における少子高齢化が進行し、特定の
年齢層が多く住むという団地の特性から、空き家が
一気に進行する恐れがあるため、若年・子育て世
帯等の転入、多世代同居の促進等を通じて、住宅
団地の活性化を図ることが課題となっている。
・こうした背景を踏まえ、宮園地区における住民の
今後の住まいづくりや暮らしやすさを現代様式に見
直し、住宅団地の良好な環境を維持しつつ、地域
の活性化を図ることとを目的とする。

･令和４年度に実施したアンケート調査結果を基
に、課題抽出とニーズの把握を行う。
・地域のコミュニティや各種団体との協議を実施す
る。
・地域の実情を踏まえた住民主体による住まいづく
りを行うための勉強会を開催し、住民の住まいづく
り体制を検討する。

令和６年９月１５日に「宮園地区住まいづくり活
動報告会」を開催した。報告会では、令和４年度
に実施したアンケートの結果や令和５年度に実
施した意見交換会の活動を地元住民に広く周
知した。また、アンケートや意見交換会で挙げら
れた地域課題（空き家、空き店舗、交通、介護
等）を解決するための、住民主体の部会が発足
し、各部会が課題解決に向けた活動を行ってい
る。

・住民主体の部会発
足の支援
・部会の活動支援

・活動報告会の開催
支援

・活動報告会の開催
支援

・部会活動 Ａ

市、事業者や地元住民と協力して開
催した活動報告会により、参加住民
の地域課題に対する意識の醸成を図
ることができ、住民主体の部会の発
足に至った。今後は、行政が部会の
活動に対して、必要な支援を行い、地
域課題の解決に向けて前進していき
たい。

地域包括ケア推進課 継続 40
通いの場の支援（一般介護予
防事業）

・高齢者が有する能力に応じて、自立した日常生活
を送ることができるように支援することを目的とす
る。
・通いの場は、高齢者の身近な場所（市民セン
ター、集会所、その他）で、いきいき百歳体操など
の簡単な運動を週１回以上行っており、定期的に
集まることで、互いに気にかけ合う気持ちが醸成さ
れ、介護予防や閉じこもりの防止だけでなく、日常
的な支え合いや見守り等につながっている。

・いきいき百歳体操を活用した通いの場づくりの支
援を行う。（令和５年度の通いの場の数は８６か所）　　
・いきいき百歳体操のフォローとして、体力測定とと
もに、３か月後に口腔ケアのミニ講座、６か月後に
栄養講座のミニ講座、１年後に認知症講座を行う。　　　　　　　　　　　　　　　
・昨年度作成したはつはつ！体操の周知、普及活
動を通いの場で行っていく。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・通いの場の総数：８７か所
（新規立ち上げか所２か所）
・通いの場の支援回数：８１回
（プレゼン：１回、初回：２回、３か月：４回、６か
月：４回、１年：１１回、フォロー：６０回）
フォロー支援のうち、はつはつ！体操の指導は
４回実施した。

【地域包括ケア推進
課】
・通いの場の把握と支
援
・講師派遣調整
【地域包括支援セン
ター】
・通いの場の把握と支
援
【健康福祉総務課】
・一体的実施による通
いの場の支援

【広島西圏域地域リハ
ビリテーションサポー
トセンター、地域活動
栄養士会、歯科衛生
士会、五師士会】
・講師
・地域活動支援関係
者リハビリテーション
連絡会の実施

【社会福祉協議会】
・通いの場の支援と把
握
【株式会社ウェルウェ
ル、Ｔ＆Ｔ　ＷＡＭサ
ポート株式会社】
・講師（健康運動指導
士）

【地域住民】
・地域での見守り活動
・市や包括支援セン
ターとの連携

Ｂ

・市、専門職団体、事業所が各役割を
持ち、新たな通いの場の立ち上げと
既存の通いの場の活動支援のため、
協働で取り組んだ。
・通いの場に参加する地域住民に対
して、活動が地域での見守りに繋がっ
ていることを伝え、情報共有や相談も
できる機会となった。
・通いの場の意欲向上のため、来年
度から全か所にフォロー支援に入れ
るよう地域活動支援関係者や、委託
業者と調整をしていく。

健康福祉総務課 継続 41 民生委員・児童委員活動
住民の立場に立って相談に応じ、及び必要な援助
を行い、もって社会福祉の増進に努める。

（１）地域福祉活動の推進による地域共生社会の実現
①相談支援活動の充実
②災害時避難行動要支援者避難支援活動の推進
③高齢者への支援活動の充実
④障害者への援助対策の推進
⑤児童委員活動の充実強化
（２）広報活動の充実
①民生委員児童委員活動のPRの実施
②「市民児協だより」の発行
③民生委員児童委員協力員制度の実施
（３）組織基盤の強化及び連絡調整
①理事会、会長会議、各部会及び地区定例会等での意
見交換の推進
②報告・連絡・相談の強化
③行政機関、社会福祉協議会、各種関係機関と連携強
化

・相談や見守りを行った。
・高齢者訪問事業を行い、75歳以上の高齢者世
帯を全戸訪問した。
・市民児協だよりを２度発行した。
・理事会をはじめ、組織としての活動を行った。
・民生委員児童委員協力員制度を開始した。

・市民児協事務局
・単位民児協事務局
・委員から相談のあっ
た事案への対応

・民生委員活動
・民生委員との連携
（福祉事業所等）

・民生委員の活動に
対する理解と協力 Ａ

・様々な場面で、協働による役割分担
で事業を進めている。

・地域の中で、民生委員の担い手が
不足している。

・令和７年度が３年に１度の改選年で
あり、担い手不足による欠員地区の
発生が懸念される。

8
まちづくり活動団体同
士の連携促進

10
地域の見守りや相談・
支援、地域福祉活動
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

1

まちづくり活動団体向
けのコミュニティビジ
ネスの勉強会・相談会
の開催

地域振興課 継続 42 市民活動なんでも相談
市民活動センターの相談機能として、市民活動団
体からコミュニティビジネスに関する相談を受け付
け、地域づくりにおける課題の解決を支援する。

市民活動センター指定管理者と連携して、
・市民活動なんでも相談を開催し、コミュニティビジ
ネスの相談を受ける。企画立上げの支援や、他団
体の情報提供などを行う。
・協同労働の取組について調査する。

①市民活動なんでも相談の実施
②協同労働に関する講演会等の開催（8/21、
1/24）

①事業の企画・運営
の支援
②事業の企画・運営、
参加者

①相談者
②講師（だんだんプラ
ス）、参加者

①事業の実施（指定
管理者：株式会社オオ
ケン）、相談員（特定
非営利活動法人ひろ
しまＮＰＯセンター）
②講師（労働者協同
組合ワーカーズコー
プ・センター事業団）

①相談者
②参加者 Ｂ

①市、指定管理者、相談員とで協議し
たり情報を共有したりすることができ
ている。
②講師等と連絡・調整を行うことがで
きた。講演会を開催したことにより、交
流の場が生まれた。

産業振興課 継続 43

・市内事業者や創業希望者を対象に様々な相談に
対応し、事業者や創業希望者の課題解決を図る。
・創業希望者に創業のポイントや基礎知識を習得し
てもらい、創業のきっかけとする。
・創業セミナー受講者を対象に、創業計画の振り返
りや先輩創業者の交流、相談などを通じ、セミナー
修了後の伴走支援を行う。

・各種相談に対応する個別相談会の実施（月３回）
・創業セミナーの開催（年５回コース）

・月３回の個別相談会を実施。１月末までで新
規・リピート合わせて１２１件の相談があった。
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
＿
・７月から８月にかけて全回の創業セミナーを実
施。定員は２０名だったが、多数の応募により定
員を４０名に増員。結果的に４０名を超える応募
があった。

・相談者・相談員との
日程調整、実施
・場所の提供（７階共
創スペース）

セミナーの企画・立
案・実施

セミナーの企画・立
案・実施
（廿日市市産業まちづ
くり委員会）

セミナーの企画・立
案・実施
（廿日市商工会議所、
公益財団ひろしま産
業振興機構）

相談会・セミナーの参
加 Ａ

セミナーを受講した数名が、地域との
繋がりを活かし起業した。今後もコ
ミュニティビジネスを含めた創業支援
ができる体制・事業を継続したい。

地域振興課 継続 44
地域主体の課題解決の一つの手段であるコミュニ
ティビジネスに対する興味関心や理解の促進、情
報共有を行う。

・コミュニティビジネスの事例紹介を行う。
・コミュニティビジネス実施に向けた中間支援を実施
する。

協同労働に関する講演会等の開催（8/21、
1/24）

・事業の企画・運営
・参加者
・関係課での企画運
営の連携

・講師（だんだんプラ
ス）
・参加者

・講師（労働者協同組
合ワーカーズコープ・
センター事業団）
・参加者指定管理者：
株式会社オオケン）

参加者 Ａ

中央市民センター主催ではあったが、
関係課で役割分担したことにより、準
備や当日の運営が効率的に進んだ。
また、講演会を開催したことにより、
多様な主体の交流が生まれた。

産業振興課
継続 45

ビジネスチャレンジコンテスト
の活用

創業に関心がある人や創業希望者からビジネスプ
ランを募集するコンテストを実施し、創業希望者の
掘り起こしや創業意識の醸成を図る。

ビジネスチャレンジコンテストの実施（ビジネスプラ
ンの募集、審査、優秀なビジネスプランの表彰）

ビジネスプランの募集を行い、一般部門１７件、
学生部門１５件、計３２件のプランが集まった。
審査会の結果、一般部門５名、学生部門３名、
計８名のビジネスプラン発表会を３月に実施予
定。

コンテストの企画・立
案・実施

セミナーの企画・立
案・実施
（廿日市市産業まちづ
くり委員会）

コンテストの企画・立
案・実施
（廿日市商工会議所、
（株）BPL）

ビジネスプラン発表会
の審査（一般参加者） Ａ

廿日市の良さをアピールするプラン
が、将来的に地域に根ざしたビジネス
へと繋がる可能性がある。ビジネスプ
ランの発表者や応募者へのアフター
フォローができていないのが課題。

3

多様な主体による協
働による持続可能な
まちづくりの取組への
支援

地域振興課 継続 46
多様な主体への情報発信と
相談支援

多様な主体に対し、コミュニティビジネスについて情
報を発信することにより、協働による持続可能なま
ちづくりの取組への支援を行う。

市民活動センター指定管理者と連携して、
・市民活動なんでも相談などにより、まちづくり活動
団体からの相談を受け付ける。必要に応じて、庁内
他部署や他団体との中間支援を行う。
・市民活動に関する情報交換会や相談会などの開
催により、コミュニティビジネスに関する情報を発信
する。

①市民活動なんでも相談の実施
②協同労働に関する講演会等の開催（8/21、
1/24）

①事業の企画・運営
の支援
②事業の企画・運営、
参加者

①相談者
②講師（だんだんプラ
ス）、参加者

①事業の実施（指定
管理者：株式会社オオ
ケン）、相談員（特定
非営利活動法人ひろ
しまＮＰＯセンター）
②講師（労働者協同
組合ワーカーズコー
プ・センター事業団）

①相談者
②参加者 Ｂ

①市、指定管理者、相談員とで協議し
たり情報を共有したりすることができ
ている。
②講師等と連絡・調整を行うことがで
きた。講演会を開催したことにより、交
流の場が生まれた。

継続 47 まちづくり交付金の交付

廿日市市協働によるまちづくり基本条例の理念の
下、地区のまちづくりのパートナーである地域自治
組織が実施する地域づくり活動に係る事業に要す
る経費を補助する。多様化する地域課題に対処す
るため、資金使途を特定せず、地域自治組織が使
途を選択できるよう一括交付金として交付する。

・まちづくり交付金の交付申請、実績報告等の事務
・地域情報の把握（関係所属及び社会福祉協議会
等の関係団体との地域情報の共有、地域自治組織
に対しての地域が抱える課題や最近の変化・ニー
ズ等のヒアリング、事業実施状況の把握及び地域
自治組織との振り返りによる好事例や反省点の引
継ぎ）
・地区の実情に適した事業提案、地域のニーズに
合致した事業であるかの検証等、地域自治の推進
に向けたコーディネート

市内28の地域自治組織に対して、おおむね５～
７月に交付金を交付した。また、要綱等の見直
しを随時を行っているほか、毎月開催している
地域連携会議にて各関係課と情報共有を図っ
ている。

【地域振興課、各支所
地域づくり係】
・交付申請、実績報告
の審査、交付金ハンド
ブックの充実等
・相談対応、課題解決
の支援

【地域自治組織】
・交付金を活用した事
業の実施や地域課題
の解決

なし
まちづくり活動団体以
外の市民の参加 Ｂ

地区担当制を導入し、より細やかな
伴走支援が行える体制を構築してい
る。また、他の補助金との統合（申請
手続きの簡略化）など適宜見直しを実
施していく。

継続 48
まちづくりチャレンジ応援補助
金の交付

中山間地域振興室 継続 49
小さな拠点づくり（地域課題解
決）

中山間地域振興室 継続 50 小さな拠点づくり（玖島地区）
将来にわたって暮らし続けられる玖島地区を目指
し、玖島の里づくり交流拠点施設の整備を行う。

・地域の運営組織体制の整備を促進する。
・校舎１階を活用しているコミュニティ組織及び校舎
２階活用事業者が円滑に事業運営を行えるよう、適
切に施設管理を行う。

・地域主体の地域運営を推進するため、広島県
の集落対策支援事業を活用して伴走支援を
行った。
・校舎１階を活用しているコミュニティ組織及び
校舎２階活用事業者が円滑に事業運営を行え
るよう、適切に施設管理を行った。

・地域の運営組織体
制の整備促進
・施設管理

玖島の里づくり交流拠
点施設管理運営委託
業務
（玖島地区コミュニティ
推進協議会）

旧玖島小学校校舎2
階活用事業
（サンビー株式会社）

なし Ａ

・次代を担う世代を対象としたワーク
ショップを実施した。
・校舎１階を活用しているコミュニティ
組織及び校舎２階活用事業者の円滑
な事業運営を促進している。

中山間地域振興室 継続 51 小さな拠点づくり（浅原地区）

将来にわたって暮らし続けられる浅原地区を目指
し、交流拠点施設を活用した人材育成・交流促進を
行うとともに、現時点における住民ニーズを踏まえ
ながら地域住民と一緒になって、地域経営の仕組
みを構築する。

次の事業の伴走支援を行う。
・NPO法人によるあさはらまちづくり交流センターの
指定管理

・NPO法人による運営を開始した。
・モニタリングを実施し、運営について支援した。

・指定管理の運営組
織体制の整備
・指定管理者の選定

・NPOあさはら ・NPOあさはら なし Ａ
NPO法人によるあさはらまちづくり交
流センターの指定管理伴走支援を行
うことができた。

宮島企画調整課 継続 52
島づくり組織の設立支援・座
談会の開催

・宮島まちづくり基本構想に基づき、島民の交流、
連携の場づくり、人づくりなどを進める。
・「宮島に暮らす人」、「宮島で働く人」、「宮島に想
いをはせる人」、「宮島を訪れる人」など、宮島に関
わる人を「島民」と定義し、島民を主体とする「島づ
くり組織」の組織化を計画的に進めながら宮島地域
のまちづくりを推進する。 

宮島地域のまちづくりを進めるにあたり、島民を対
象に「まちづくり座談会（年度途中に名称変更の可
能性あり）」を開催する。座談会の中で、島民ニーズ
を確認しながら、地域づくりの主体、核となる人材を
発掘、育成し、「島づくり組織」の組織化を目指す。
※島づくり組織設立準備会の年度内設立を目指
す。

・これから宮島でまちづくりを進める中心となる１
５人の個別ヒアリングを実施（9月～10月）
・地域課題解決の先進的な手法を学び、新たな
話し合いの場をつくるため、沖縄式地域円卓会
議に係る研修を開催予定。（3/3-5）

研修の企画、立案、実
施

参加者 研修の運営 参加者 Ｂ

・個別ヒアリングの結果、地域課題や
組織づくりに対する意見を確認するこ
とができた。また、それら個別の意見
を共有する報告会の開催につなげる
ことができた。
・地域住民及び学識経験者と円卓会
議のテーマ（地域課題）や登壇者の調
整を行い準備を進めることができた。

１－２－５「Ｎｏ．１５　まちづくりチャレンジ応援補助金の交付」を参照

２－１－５「Ｎｏ．３２　小さな拠点づくり（地域課題解決）」を参照

２
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
の
普
及
と
推
進

2
地域に密着した課題
を解決するコミュニ
ティビジネスへの支援

コミュニティビジネスへの取組
支援

３
　
地
域
課
題
解
決
に
向
け
た
円
卓
会
議
の
推
進

1
地域の課題解決に取
り組む組織づくりの支

援

地域振興課
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

2 町内会加入促進 地域振興課 継続 53 町内会等加入促進事業
地域力の維持・持続を目的に、地域主体のまちづく
りを進めていくため、関係団体と連携して町内会等
への加入促進に取り組む。

・町内会・自治会Ｑ＆Ａの更新
・町内会等加入申込書受付ポストの設置
・市HPでの町内会等加入申込フォームを活用した
加入申込者と町内会長とのマッチング支援
・広報はつかいちへの加入促進記事掲載
・転入者向け町内会等加入促進チラシの更新、多
言語版チラシの更新及び市HPへの掲載、外国人労
働者を雇用している企業への案内

・「町内会Q＆A」更新・配布効果
→市民の方からの町内会に関する問い合わせへの
回答の際に、町内会連合会と作成した町内会Q＆A
を用いることで、スムーズかつ分かりやすく伝えるこ
とができた。
・「加入申込ポストやHPフォームの活用」
→令和6年度は加入申込ポストやHPフォームに加
え、市公式LINEなどを含め､計39件の申込者と町内
会長をマッチングさせることができた。
（ポスト：1件、HP:11件、LINE：23件、窓口：2件、電
話：2件）
・「広報はつかいち」への記事掲載
→令和6年度は、5月号で地域活動への参加を促す
記事を掲載し、町内会等への加入を促進できた。
・加入促進活動の支援
→市民課や子育て応援室に、町内会等加入促進チ
ラシの配布協力を依頼。

【地域振興課】
・町内会連合会の支
援
・町内会加入促進支
援

【町内会連合会】
【地域自治組織】
【町内会】
・町内会加入促進活
動

なし
まちづくり活動団体以
外の市民の参加 Ｂ

町内会等への加入をやめたい、入り
たくないと考えている人たちへのアプ
ローチの手法を検討していく必要があ
る。

3
円卓会議の多様な形
式での開催

地域振興課 継続 54 オンライン形式の導入支援

ウィズコロナ・ポストコロナ社会において、多様な主
体によって協働による持続可能なまちづくりの取組
が行われるよう、また、若い世代や遠隔地からの参
加が促進されるよう、オンライン形式での会議の導
入を支援する。

市民活動センター指定管理者と連携して、まちづく
り活動団体からのオンライン形式での会議開催に
関する相談対応や、オンライン形式での会議、講座
等の実施の支援を行う。

随時窓口で相談・対応を受付けている。
指定管理者との情報
共有及び必要に応じ
たアドバイス

相談者（市民活動ネッ
トワーク登録団体等）

対応者（指定管理者：
株式会社オオケン）

なし Ａ

ICTの活用促進につなげるための環
境は整備や必要に応じた対応できて
いる。今後は、より団体のニーズを把
握しながらICT利活用のスキルアップ
セミナー等を検討していきたい。

地域振興課 継続 55

まちづくり支援課 継続 56

2
各種情報発信ツール
を利用した情報提供

プロモーション戦略課 継続 57
市政情報のわかりやすい発
信（広報紙・HP・FMラジオ・
SNSでの発信）

・広報紙で市の施策や行事、その他行政情報を市
民に分かりやすく伝える。
・ラジオ放送やSNSなど他のツールを使い、市の広
報紙を補完し、行政情報、イベント情報、防災・防
犯情報等をより多くの市民にタイムリーに伝える。

・広報紙の編集、配布【継続】
・HP更新・運用管理【継続】
・FMラジオでの発信【継続】
・SNS(フェイスブック、YouTube、LINE）の更新【継
続】
・市公式LINEの機能拡充【継続】

・広報紙の編集、配布【継続】
・HP更新・運用管理【継続】
・FMラジオでの発信【継続】
・SNS(フェイスブック、YouTube、LINE）の更新
【継続】
・市公式LINEの機能拡充【継続】

・各媒体を連携・補完
させた、市民に分かり
やすい情報発信

なし

・広報紙発行（レター
プレス株式会ほか）、
ホームページ運用（福
泉株式会社）、ラジオ
放送（株式会社ＦＭは
つかいち）

興味関心のある情報
の収集 Ｂ

・ＬＩＮＥ友だち登録は令和６年度で約
5,000人増加した。
・市公式アカウント登録者数の増加継
続、情報発信力や体制の強化が今後
の課題。

地域振興課 継続 58

多様な主体との協働による市民主体のまちづくりを
推進し、つながりを大切にした暮らしやすい豊かな
地域社会の実現を計画的に推進するため、市内の
取組状況や助成金情報などのまちづくり活動に関
する支援情報の発信及び共有を行う。

市民活動センター指定管理者と連携して、HPや広
報紙など多様な媒体を利用して、まちづくり活動団
体の取組状況や助成金等の支援情報の発信を行
う。

情報コーナーに各団体の取り組みを掲示した。
さくらｄｅファミリーで、取組状況の情報を発信し
た。

実施主体への支援
（場所の提供・備品の
整備等）

情報コーナーに展示
する情報の提供、さく
らde ファミリーへの原
稿掲載（市民活動ネッ
トワーク登録団体）

実施主体（株式会社
オオケン）

閲覧者 Ｂ

指定管理者と連携をし、HP等も活用
し、より多くの団体の取り組み状況や
取組の成果等を共有できた。
引き続き、より多くの人に届く情報発
信につなげてきたい。

まちづくり支援課 継続 59

プロモーション戦略課 継続 60

国際交流・多文化共生室 継続 61

外国人住民が地域社会の一員として暮らしやすい
多文化共生の地域づくりを進めるため、外国人住
民が必要としているサービスを把握し、支援が必要
な人への広報や情報提供を図る。

・はつかいち外国人相談センター（以下「センター」と
いう。国際交流協会へ委託。）相談員による行政窓
口での通訳、生活相談支援
・センターが、必要に応じて関係課から依頼を受
け、行政情報を多言語に翻訳するなど外国人の生
活支援を行う。
・センターにより、学校、保育園などでの保護者面
談での通訳、通知文の翻訳などを行う。
・やさしい日本語の活用を促進する。

①センターを開設し、多言語による情報提供・相
談支援等を行った。
②「やさしい日本語」の普及促進のため、職員対
象のやさしい日本語研修を開催

①委託先との連携
②研修の企画及び実
施、参加者（市職員）

①運営実施（委託先：
廿日市市国際交流協
会）
②なし

①なし
②研修の講師（公益財団
法人ひろしま国際セン
ター）

①相談者（外国人住
民等）
②なし

Ａ

①センターの周知を各種会議や関係機関の訪問及びチラシ配
布やホームページ等での情報発信等により、来訪者や相談件
数も増え、少しずつセンターが認知されてきている。今後も様々
な方法で周知していく必要がある。
②職員が「やさしい日本語」を学ぶ機会となった。さらに、ニュー
ズレターにより、庁内に向けて「やさしい日本語」を周知した。

危機管理課 継続 62 避難情報等の発信
システムやアプリの管理・運用を行い、災害時の迅
速な情報発信や市民の的確な避難行動につなげ
る。

・市民へ災害情報を迅速に発信するとともに、職員
が災害情報を共有するため、「はつかいちし安全・
安心メール配信サービス」及び「ひろしま避難誘導
アプリ」を運用する。
・多くの市民に登録してもらえるよう、広報を実施し
ていく。

・市民へ災害情報を迅速に発信するとともに、
職員が災害情報を共有するため、引き続き「は
つかいちし安全・安心メール配信サービス」及び
「ひろしま避難誘導アプリ」を運用した。
・多くの市民に登録してもらえるよう、広報を実
施した。

・「はつかいちし安全・
安心メール配信サー
ビス」及び「ひろしま避
難誘導アプリ」の運
用、広報活動

・「はつかいちし安全・
安心メール配信サー
ビス」及び「ひろしま避
難誘導アプリ」の利
用、広報活動（自主防
災組織等地域自治組
織）

・「はつかいちし安全・
安心メール配信サー
ビス」及び「ひろしま避
難誘導アプリ」の利
用、広報活動（市内事
業者）

・「はつかいちし安全・
安心メール配信サー
ビス」及び「ひろしま避
難誘導アプリ」の利用

Ａ

防災士フォローアップ研修や、防災出
前トークなどの機会を捉え、案内文を
配布するなどの広報活動を実施し
た。その他の情報収集手段について
も、引き続き上記の研修や広報紙な
どで周知を行う。

２－１－１「Ｎｏ．２１　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

３－１－２「Ｎｏ．５７　市政情報のわかりやすい発信（広報紙・HP・FMラジオ・SNSでの発信）」を参照

➁
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り

３
　
地
域
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題
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円
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議
の
推
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1
地域のICT化を進める
ICT活用講座の開催

地域のICT化を進めるICT活
用講座の開催

3

他の取組状況の共有
や助成金情報などま
ちづくり活動に資する
情報発信及び共有

まちづくり活動に関する支援
（中間支援機能）情報の発信
及び共有

4
市政情報の積極的な

公開

市政情報のわかりやすい発
信

③
情
報
発
信
に
よ
る
信
頼
関
係
づ
く
り
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

4
市政情報の積極的な

公開
地域振興課 継続 63 審議会等の情報の発信

審議会の情報を発信することにより、市民の行政
参画を推進する。

市HPにおいて、審議会の概要、委員氏名、開催情
報、会議録等を公開する。

市HPにおいて、審議会の会議録等を発信した。 情報の発信
・閲覧者
・審議会委員としての
会議への出席

・閲覧者
・審議会への参加（広
島修道大学、県立広
島大学、廿日市商工
会議所）

・閲覧者
・審議会委員としての
会議への出席

Ａ

審議会委員の皆様の、さまざまな視
点でのまちづくりに対する意見等を、
市HPで掲載し、協働の理念について
情報発信することができている。

5
まちづくり活動に関す
る情報の一元化

地域振興課 継続 64
まちづくり支援情報のポータ
ルサイト作成

多様な主体との協働による市民主体のまちづくりを
推進し、つながりを大切にした暮らしやすい豊かな
地域社会の実現を計画的に推進するため、市内の
協働によるまちづくりに関する取組や、情報等を一
元的に掲載したポータルサイトを作成する。

取組や情報等を一元的に掲載した市民活動セン
ターのＨＰをブラッシュアップする。

まちづくり活動の拠点である市民活動センター
を知ってもらい、まちづくり活動に必用な情報を
分かりやすく発指できるよう市民活動センターの
ホームページを適宜更新した。

指定管理者との協議
及びHPへの反映等

使いやすさについての
意見を言う（市民活動
ネットワーク登録団
体）

実施主体（指定管理
者(株)オオケン）

閲覧者 Ｂ

指定管理者・団体・行政が連携しなが
ら、よりわかりやすいHPに向けた取
組ができている。
今後は、より満足度の高いHPの実現
に向けて取り組む。

6
さまざまな分野での情
報共有の推進

地域振興課 継続 65
団体活動情報や助成金情報
の発信

7
各種情報発信ツール
を活用した参加機会
の提供

地域振興課 継続 66
協働によるまちづくり講演会、
各種講座等へのオンライン開
催の取入れ

市民のまちづくりへの参加を促進するため、情報発
信にICTを活用する。

協働によるまちづくり講演会や各種講座等におい
て、ライブ配信又は動画配信を行う。

市民活動センターで行う講演会においてオンラ
イン参加の方法を導入した。

指定管理者の支援
参加者（市民活動ネッ
トワーク登録団体）

実施主体（指定管理
者(株)オオケン）

参加者 Ｂ
より多くの方が参加できるよう実施方
法などを指定管理者と検討する。

8 出前トークの実施 国際交流・多文化共生室 継続 67 出前トークの実施
市民に市の施策や事業を説明するとともに、意見
交換を行うことにより、市政への理解を深め、市民
との協働によるまちづくりを進める。

廿日市高校で「多文化共生」をテーマとした出前
トークを実施する。(11月)

廿日市高校で「多文化共生」をテーマとした出前
トークを実施し、「多文化共生」に対する考えや
イメージについて、生徒に考えてもらう機会と
なった。

出前トークの企
画、実施

なし
依頼者（廿日市高
校）

参加者（生徒） Ａ

高校生向けの「多文化共生」をテーマ
とした出前トークを実施することがで
きた。また、生徒の感想を回収したこ
とで、出前トークを行う前と後で「多文
化共生」のイメージや考え方が変化し
ていることが成果として分かった。

まちづくり支援課 継続 68 各市民センターの主催事業

まちづくり支援課 継続 69

国際交流・多文化共生室 継続 70

外国人住民が地域社会の一員として暮らしやすい
多文化共生の地域づくりを進めるため、日本語教
室等で日本語学習支援活動を行うボランティアを養
成する。 

日本語教室等で日本語支援活動を行うボランティア
を養成するための講座を実施する。

昨年度新たに開設した日本語教室の支援者を
対象にお悩み相談会を実施した。

相談会の企画及び実
施

相談会の企画及び実
施（委託先：廿日市市
国際交流協会）

相談会の講師（公益
財団法人ひろしま国
際センター）

支援者 Ａ
支援者の活動における不安の解消や今後の
活動の励みにつなげることができた。

2

ICTと対面との効果的
な組合せによる多様
な人々の学習機会の
提供

まちづくり支援課 継続 71
オンライン開催やSNSの活用
等に関する講座の開催

3 人材育成塾の開催 まちづくり支援課 継続 72 各市民センターの主催事業

4

地域ぐるみで子どもや
若者を育てる体制づく
り（地域学校協働活動
ほか）

生涯学習課 継続 73 地域学校協働活動

地域と学校がより連携・協働することで、地域全体
で未来を担う子ども達の成長を支える仕組みづくり
を進めるとともに、学校運営協議会（コミュニティ・ス
クール）との連携により、学校や地域の活性化を図
る。

・市内の17小学校区及び10中学校区に設置された地域学
校協働本部に対し、活動の補助・助言を行う。
・各協働本部の取組や先進事例の紹介、企業や市民セン
ターにおける活動内容や人材情報の共有を行う。
・放課後子ども教室の取組について、未設置の本部へ説明
していく。
・教職員対象の研修において、コミュニティ・スクールの説明
を実施するなど教職員を対象とする研修等を充実させ、管
理職だけではなく全教職員がコミュニティ・スクールの推進
に関わっていくことができるよう、市主催の研修会や情報発
信の内容や方法について関係課と連携を図りながら進めて
いく。
・学校と地域とともに先進地への視察の実施、引き続き、た
よりにより、研修会の報告や取組事例などを地域や家庭等
へ広く情報発信し、学校・家庭・地域が当事者意識を持って
それぞれの地域や学校の実情、特色に応じて工夫しながら
取り組むことができるようにする。

○地域連携推進員が各地域学校協働本部の調整会議に参加し、活
動への支援や助言を行った。
○定期的に他県や他市町、市内の取組や好事例に関する情報発信
を行ったり、推進に向けた研修会を実施した。
・コミスクだよりの発行（８回）
・地域住民及び学校関係者等を対象としたコミュニティ・スクールの
意義や学校運営協議会委員の役割などに関する研修会を開催し
た。（CS研修会２回）
・地域コーディネーター及び学校関係者を対象とした研修会を開催し
た。（地域コーディネーター研修会１回）
・プログレス研修において管理職以外の教職員にコミュニティ・ス
クールの目的などを説明した。（３回）
・各学校運営協議会の状況を把握するために、地域連携推進員が
協議会に参加し、第１回協議会では教育長のビデオメッセージ（協議
会委員に期待することなど）を流した。
　全協議会において、３回以上協議会を実施。うち、年１回は熟議を
実施
・他市の好事例を学ぶため、広島県府中市、山口県美祢市への視
察を実施。（美祢市視察は県主催）
・廿日市高校の出前トークで、コミュニティ・スクールと地域学校協働
活動の一体的推進の説明をした。（１回）
・県が実施する地域学校協働活動コーディネーター養成講座へ希望
者を派遣（３回）

活動の補助・助言
活動の企画、立案、実
施

活動へ参加 活動へ参加 Ｂ

・定期的に学校と地域による活動調
整会議を開催し、授業支援、体験活
動、ふるさと学習読み聞かせ、見守り
等多種多様な活動を継続して行うこと
ができた。
・全ての学校運営協議会において３回以
上協議会を開催することができた。各協
議会においては、子どもを中心に置いた
テーマで熟議を行うなどして、協議会の
充実を図ることができた。また、協議会に
生徒が参加するなど、各協議会において
工夫もみられた。
・今後は、活動の一層の充実を図るた
め、活動者の世代交代を見据え、地域の
各団体、ＰＴＡ、民間企業等の幅広い層に
参画してもらうような体制づくりが必要で
ある。

３－１－３「Ｎｏ．５８　まちづくり活動に関する支援（中間支援機能）情報の発信及び共有」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

③
情
報
発
信
に
よ
る
信
頼
関
係
づ
く
り

１
　
受
け
手
の
立
場
に
立
っ
た
情
報
発
信
・
共
有
の
推
進

④
人
づ
く
り

１
　
知
識
・
技
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ま
ち
づ
く
り
に
つ
な
げ
る

1
市民センター等での
地域課題解決につな
がる主催事業の実施 まちづくり活動団体と連携し

た事業の開催（日本語支援者
の養成）
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

生涯学習課 継続 74 地域学校協働活動

学校教育課 継続 75 コミュニティ・スクール

廿日市市立学校に学校運営協議会（コミュニティ・
スクール）を導入することにより、学校と保護者や地
域住民等がともに知恵を出し合い、学校運営に意
見を反映させることで、一緒に協働しながら子ども
たちの豊かな成長を支える「地域とともにある学校
づくり」を進める。

・令和６年度は、全学校に学校運営協議会（コミュニ
ティ・スクール）を設置し、地域と学校の連携・協働
を図りながら、年間３回の学校運営協議会を開催
し、「地域とともにある学校づくり」を進める。
・生涯学習課と学校教育課が連携し、各学校運営
協議会に参加して現状把握をするとともに、研修会
等を通して情報発信を行う。
・各協議会において、熟議を行うなどして、協議会
の充実を図る。

・令和６年度は、全学校に学校運営協議会（コ
ミュニティ・スクール）を設置し、地域と学校の連
携・協働を図りながら、各校において年間３回以
上の学校運営協議会を開催し、「地域とともにあ
る学校づくり」を進めた。
・生涯学習課を中心に参加した各学校運営協議
会の状況について、学校教育課と共有した。ま
た、研修会において、学校による実践発表を
行った。
・各協議会において、それぞれの実情に応じて
熟議を行った。

生涯学習課と学校教
育課とが連携を図り、
各学校運営協議会に
参加するなどして、情
報収集・発信を行った
り、地域学校協働本
部と学校運営協議会
合同の研修会を開催
した。

なし なし

学校運営協議会委員
として、目指す子ども
像を共有し、学校運営
に意見を述べるなどし
て、学校づくりに参画
した

Ｂ

・昨年度、学校の実態や課題、目指
す子ども像を共有し、学校運営協議
会委員の意見を反させながら学校づ
くりを進める基盤をつくったため、それ
を土台として、各協議会において、活
発に意見交流が行われるようになっ
てきた。
・今後、各校・各地域の課題を共有
し、それぞれの役割を意識して実働で
きるよう取り組むことが必要である。

まちづくり支援課 継続 76
各市民センター主催事業（子
ども・若者向け）

生涯学習課 継続 77 二十歳のつどい
実行委員会形式によって二十歳を迎える当事者が
主体的に式の内容を企画・運営することにより、青
少年の主体的な社会参画及び健全育成を図る。

二十歳のつどいで実施するメッセージ上映、記念品
の選定、誓いの言葉等の企画・運営を行う。

令和7年1月13日に二十歳のつどい（旧成人式）
を実施した。

二十歳のつどいの企
画、立案、実施

なし なし

二十歳のつどい実行
委員会への参加、二
十歳のつどいへの参
加

Ｂ ・実行委員と協働して、二十歳のつど
いの準備・運営ができた。

生涯学習課 継続 78 生涯学習フェスティバル

生涯学習活動の実践の場と機会を全市的規模で
提供することにより、市民一人ひとりの生涯学習へ
の関心と理解を深め、生涯学習活動への参加を促
進し、これからの生涯学習社会の実現に資する。

・生涯学習フェスティバルは廃止したが、市民文化
祭、ＶＯＩＣＥや子どもまつりなどの個別事業は実施
する。
・市民の学習意欲を促進し、地域の課題解決につ
ながる事業として、生涯学習推進フォーラムを開催
する。

・生涯学習フェスティバルは廃止したが、生涯学
習関連講座や市民文化祭、子どもまつりなどの
個別事業は継続して実施した。
市民の学習意欲を促進し、地域の課題解決に
つながる事業として、令和7年3月15日に生涯学
習推進フォーラムを開催予定。

・講座やイベント実施
に係る調整
・フォーラムの企画、
立案、実施

イベントの企画、立案
実施（廿日市文化協
会、吉和文化祭実行
委員会など）、参加者

生涯学習関連講座の
企画、立案、実施

活動へ参加 Ａ

・文化祭や子どもまつりでは、子ども
から大人まで幅広い世代が主体的に
参加できた。
・参加者同士が知り合い、活動と活動
がつながる場を提供できた。

中山間地域振興室 継続 79
佐伯高校の「SAEKI QUEST」
の支援

佐伯高等学校が行っている「総合的な探究の時間
（さえき学）」が地域と連携したものとなり、高校の魅
力の一つとなるよう支援する。

佐伯高等学校が行っている「総合的な探究の時間
（SAEKI QUEST）」が地域と連携したものとなり、高
校の魅力の一つとなるよう支援する。
・地域ボランティアの募集
・地域の方との橋渡し

・生徒の探究内容にマッチした事業者の紹介
・佐伯高等学校と津田商店街等の地域の方との
連携調整

高校と地域の方との
連携調整

発表会参加（コミュニ
ティ、津田商店街を創
る会）

授業支援、伴走（合同
会社とこらぼ、株式会
社地域事業再生パー
トナーズ）

なし Ａ

地域と連携し、佐伯高等学校の探求
授業であるSAEKI QUESUTを行った。
地域との連携が評価され、令和４年
度には佐伯高等学校が広島県教育
奨励賞を受賞したため、今後も引き続
き連携していきたい。

3
多様な世代の地域
（づくり）への関わりし
ろ及び裾野拡大

危機管理課 継続 80 防災士養成講座の開催
近年の集中豪雨や地震など頻発する自然災害に
備え、自主防災組織の活動の核となる防災士を養
成し、地域防災力を強化する。

資格取得後も地域で活躍してもらうため、自主防災
組織から推薦のあった１５名程度を対象に講座を実
施する。実施日等は以下のとおり。

日時：
　　　令和６年９月１４日（土）９時００分～１７時５０
分（予定）
　　　令和６年９月１５日（日）９時００分～１７時５０
分（予定）
場所：広島工業大学

資格取得後も地域自主防災組織で活躍してもら
うため、自主防災組織から推薦のあった１４名を
対象に講座を実施した。実施日等は以下のとお
り。

日時：
　　令和６年９月１４日（土）９時００分～１７時５０
分
　　令和６年９月１５日（日）９時００分～１７時５０
分
場所：広島工業大学

・募集、実施に係る調
整、受講費や申請料
の支払い手続き

・募集案内依頼（地域
コミュニティ、自主防災
組織,廿日市市PTA連
合会、廿日市市女性
会、廿日市市防災士
連絡協議会）

・場所の提供（広島工
業大学）
・講座実施機関（日本
防災士機構）

・地域の自主防災組
織に所属または防災
士取得後組織に加入
し活動する意欲のあ
る方

Ａ

実施機関や受講者との調整連絡を密
にし、当日のタイムスケジュールや、
支払い手続きを互いに確認したこと
で、トラブルなく講座を開催することが
できた。防災士取得後、地域の防災
力向上を図るため、定期的に防災士
フォローアップ研修会を開催し、スキ
ルアップに努める。

1
広島県立佐伯高等学
校の魅力化支援

中山間地域振興室 継続 81
地域に根ざした教育活動や
特色ある部活動の充実など
の支援

佐伯高等学校が取り組んでいる地域に根ざした教
育活動や、部活動の充実などによる自校の魅力化
の取組を地域と連携して支援することにより、在校
生徒数80名以上を維持して同校の存続を図り、地
元中学生の進路の選択肢の確保、佐伯・吉和地域
の将来の担い手を育成、地域の維持・向上を実現
させる。

佐伯高等学校を応援する会への助成

・広島県立佐伯高等学校を応援する会へ、活性
化支援補助金を交付した。
・佐伯高等学校の下宿先確保の支援
・下宿費等補助金、下宿改修費補助金の交付
による支援
・地域支援員による高校ＰＲ

補助金の交付、高校
のPRに関する支援、
地域支援員による高
校ＰＲ

高校のPRに関する企
画・立案（佐伯高等学
校を応援する会）

高校のPRに関する企
画・立案・実施（ジブン 
ノオト）

なし Ａ
佐伯高校の魅力発信・部活動の支援
等を行った。

地域振興課 継続 82
持続可能なまちづくりを推進するため、まちづくり活
動を高めることを目的としたスキル、ノウハウなどを
習得する講座を開催する。

市民活動センター指定管理者と連携して、まちづく
り活動スキルアップ講座を開催する。

「防災」や「健康」をテーマとした講演会を開催。
（ⅰ．みんなの防災教室：５回、ⅱ．みんなの健
康教室４回）

・場所（市民活動セン
ター）の提供
・指定管理者との企
画・実施に係る調整
・講師等（ⅱ.地域包括
ケア推進課）

・共催（ⅰ.広島県災害
復興支援士業連絡
会、廿日市市防災士
連絡協議会等）
・講師（ⅱ．廿日市市
五師士会リハビリ士会
等）

・企画や実施当日の
運営（指定管理者：株
式会社オオケン）
・講師（ⅱ．山陽女子
短大）

興味関心のある取組
への参加 Ａ

・市、団体、事業者それぞれが、テー
マに合わせて講師を分担するなど、
参加者の理解を効果的に深めるため
に、「協働」で取り組むことができた。
・今後は、より、指定管理者等と連携
を図り、内容の発展はもちろん、自走
可能な活動への育成を進めていく必
要がある。

まちづくり支援課 継続 83

住宅政策課 継続 84
空き家のお助けパートナーの
養成

・新たな空き家の発生を抑制するため、居住中の
段階から予防に向けた支援を行い、地域の方々の
意識啓発、空き家等に関する知識の普及を行う。
・空き家お助けパートナー養成講座を受講し、修了
証を得ることで地域空き家相談員となってもらい、
地域の空き家相談をしやすくする体制を構築する。

・令和３年度に津田、浅原、吉和、令和４年度に玖
島、令和５年度に友和で空き家お助けパートナーと
して養成し、修了証を授与したメンバーを対象に、
その後の取組、環境変化等の意見交換及び情報
共有と、更なる意識の醸成を図るための講座を各
地域で１回開催する。

津田、吉和、玖島、友和で講座を開催した（浅原
は3月開催予定）。各エリアで、今後どうやって
空き家を解消していくかを話し合い、個々または
組織立って取り組みを進めていく方法を検討し
た。

・講座の開催
・空き家対策の意識の
醸成

なし ・講座の開催支援
・講座への参加
・空き家対策の取り組
み検討

Ａ

各エリアで成果に差はあるものの、い
ずれのエリアにおいても、個々の空き
家対策に対する意識の醸成は図るこ
とができた。今後は、各エリアの空き
家対策をより推進するため、地域主
体の取り組みが行われるように支援
する必要がある。

４－１－４「Ｎｏ．７３　地域学校協働活動」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

1

地域ぐるみで子どもや
若者を育てる体制づく
り（地域学校協働活動
ほか）　※再掲

2
子どもや若者等の主
体的な事業実施

３
　
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
す
る
人
材
の
育
成
支
援

2
まちづくりリーダー養
成講座の開催（若年
層・壮年層）

まちづくり活動スキルアップ講
座

④
人
づ
く
り

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
２
　
若
い
世
代
が
参
加
し
や
す
い
機
会
づ
く
り
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

学校教育課 継続 85 ふるさと学習

廿日市市立小・中学校児童生徒が、魅力ある郷土
の歴史や文化をはじめ、先人の努力や知恵を学ぶ
ことや、郷土を素材とした体験的な活動を通して、
課題を自ら見いだし、協働して探究活動に取り組む
態度を育てるとともに、「ふるさと廿日市」への愛着
と誇りを涵養する。

・各校でゲストティーチャーを招聘し、効果的に活用
する。
・ふるさと学習の取組時期と発表会開催時期のズレ
により、学校の発表準備に係る負担が大きいこと
や、児童生徒のモチベーションの維持が難しいこと
が課題となっていたため、令和６年度は、「ふるさと
学習オンライン発表会」を中止するが、計画的に講
師（キャリア教育デザイナー）を派遣し、学校のニー
ズに合わせた支援を行い、ふるさと学習をより一層
充実させていく。
・「『ふるさと学習』実践事例集」を作成し、市内全
小・中学校で共有するとともに、市民センターへ配
付し、広く市民へ発信する。また、市HP及び各学校
HPに実践報告を掲載する。

・プロモーション戦略課と連携し、計画的に講師
（キャリア教育デザイナー）を派遣し、学校の
ニーズに合わせた支援を行った。小学校２校、
中学校２校へ講師派遣を行った。
・株式会社FMはつかいちと連携し、小学校２
校、中学校１校で廿学ラジオの公開収録を行
い、学校の取組をラジオ放送で広く発信した。

プロモーション戦略課
と連携を図りながら、
学校のニーズにあっ
た講師を紹介し、訪問
やオンラインでゲスト
ティーチャーとして授
業に参加してもらっ
た。

なし
メディアを通した学校
の取組の発信（FMは
つかいち）

なし Ｂ

・各校において、地域教材を活用して
学習し、地域の文化や特色について
知るだけでなく、地域の課題を見いだ
し、実際に自分たちにできることを考
え、課題解決に向けて児童生徒が主
体的に活動する取組ができた。
・ふるさと学習を通して学んだことをメ
ディアを通して広く発信することで、よ
り一層相手意識・目的意識をもたせ
発信力や表現力の育成を図ることが
できた。
・プロモーション戦略課を通じた講師
派遣やメディア発信を希望する学校
がまだ少ないため、学校が効果的に
活用できるよう工夫が必要。

中山間地域振興室 継続 86
佐伯高校の「SAEKI QUEST」
の支援

4

ICTと対面との効果的
な組合せによる多様
な人々の学習機会の
提供　※再掲

まちづくり支援課 継続 87
オンライン開催やSNSの活用
等に関する講座の開催

5

市内で学ぶ現役小・
中・高校生が、廿日市
市の魅力や課題を発
信するラジオ番組を実
施

プロモーション戦略課 継続 88 廿学ラジオ

・市民との交流を楽しむ講座（授業）を実施する。
・廿日市市民のシビックプライドの醸成を図り、市民
自らが本市の魅力を語り、発信できるまちづくりを
目指す。
・市内外の人たちに廿日市市のファンになってもら
うことで、転出抑制や交流人口の拡大につなげ、人
口減少の課題に取り組む。

令和６年度から高校生に加え、小学生・中学生もゲ
ストに迎え、より多くの人が廿日市市の未来を楽しく
真剣に考えるようにリニューアルした。
５月から３月まで月２回（年２２回）放送予定。

令和６年度から高校生に加え、小学生・中学生
もゲストに迎え、より多くの人が廿日市市の未来
を楽しく真剣に考えるようにリニューアルした。
５月から１月まで月２回程度（年１７回）放送。

・委託業者との企画・
実施に係る調整

なし
・企画や実施当日の
運営（委託業者：株式
会社FMはつかいち）

企画参加（児童・生
徒） Ｂ

・市で学ぶ児童・生徒が本市のことを
学び、その成果を発表する体験を推
奨し、さらに地域メディアから発信す
ることで、視聴者にも市の魅力を広
め、本市への理解や愛着心、シビック
プライドの醸成につなげた。

地域振興課 継続 89 情報交換会の開催

宮島企画調整課 継続 90 宮島まちづくり未来ゼミ

宮島企画調整課 継続 91 宮島まちづくり座談会の開催

2

ICTと対面との効果的
な組合せによる多様
な人々の交流機会の
提供　※再掲

まちづくり支援課 継続 92 情報交換会の開催

3
まちづくり活動団体同
士の連携促進　※再
掲

地域振興課 継続 93

市民とまちづくり活動団体の
連携
市民同士の連携
まちづくり活動団体同士の連
携

地域振興課 継続 94
協働によるまちづくりに対す
る意識情勢と参加促進

健康福祉総務課 継続 95 健康福祉部内研修

健康福祉部の職員が地域共生社会の実現に向け
て、目指す姿を共有し、社会の変化やに目を向け、
地域の現状を踏まえた質の高いサービスを提供で
き、部全体で地域福祉施策を推進していくことを目
的に実施する。

・健康福祉部の職員が業務に活かすことができる
研修を実施する。
・研修での対話や交流を通じて、分野横断的に地域
福祉施策に取り組むための所属を超えて連携しや
すい関係づくりを促進する。

ゲートキーパー養成講座を部内研修に位置づ
けで実施した。

・講座を実施する担当
者（健康づくり係）と連
携し部内研修として実
施
・部内各課から１名以
上参加

なし
・講師（広島修道大
学・内野教授）

なし Ａ

・部内職員が業務に活かせる講座を
部内研修として位置づけ各課から１
名以上参加することで、研修での交
流を通じて分野横断的に地域福祉施
策に取り組むための関係づくりが促
進された。

地域振興課 継続 96
若手職員の協働によるまちづ
くり研修

４－２－２「Ｎｏ．７９　佐伯高校の「SAEKI QUEST」の支援」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

１－１－１「Ｎｏ．３　情報交換会の開催」を参照

１－１－２「Ｎｏ．４　宮島まちづくり未来ゼミ」を参照

２－３－１「Ｎｏ．５２　島づくり組織の設立支援・座談会の開催」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－８「Ｎｏ．３６　市民とまちづくり活動団体の連携、市民同士の連携、まちづくり活動団体同士の連携」を参照

１－１－３「Ｎｏ．５　若手職員の協働によるまちづくり研修」を参照

１－１－３「Ｎｏ．５　若手職員の協働によるまちづくり研修」を参照

３
　
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
す
る
人
材
の
育
成
支
援

3
ふるさと意識を醸成す
る事業

４
　
人
材
を
見
い
だ
す
た
め
の
交
流
の
場
や
機
会
の
提
供

1 情報交換会の開催

５
　
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
担
い
手

と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
職
員
の
育
成

1
協働によるまちづくり
職員研修

④
人
づ
く
り
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【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価一覧表

＊市（行政） まちづくり活動団体 事業者  ＊＊市民 値 ・　協働で取り組んだことによる成果
　　・　今後（令和７年度以降）の課題等

令和６年度　協働状況【個々の役割（具体的な団体名等）】 令和６年度協働プロセス（過程）評価　

推進する
仕組み

施策の
方向性 主な取組内容 担当課 実施

区分 No 具体的取組 事業目的 令和６年度事業内容（予定） 令和６年度事業内容（実績　１月末時点）

人事課
地域振興課

継続 97

職員が地域コミュニティ活動について学ぶことによ
り、地域コミュニティに関する基礎的な知識の習得
や、廿日市市に対する愛着（はつかいちを愛する
心）の醸成を図り、さらに今後の地域コミュニティ活
動への参加意欲を喚起することで、協働によるまち
づくりの担い手としてふさわしい職員を育成する。

例年、実施している「協働によるまちづくり職員研
修」の内容を見直し、対象職員が当該研修を受講
することで、事業目的である「協働によるまちづくり
の担い手としてふさわしい職員の育成」を推進す
る。

・対象職員：入庁３年目職員（３１名）

入庁１年目（必須）を対象に「協働によるまちづく
り職員研修」を実施し、事業目的である「協働に
よるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の
育成」を推進した。（入庁２、３年目は令和５年度
に実施した同研修を受講済）
また、「地域コミュニティ活動体験研修」につい
て、近年の参加希望者数の減少等を踏まえ、研
修内容の見直しを図った。見直した結果、令和
７年度から新規採用職員を対象に地域の事業、
イベント等へスポット的に参加する研修を職務
命令で試行的に実施する予定である。

研修の企画・実施 研修講師 研修講師 なし Ｂ

・「協働によるまちづくり職員研修」を
実施し、実際に協働によるまちづくり
に関わっている方の実践事例を聞くこ
とで、まちづくりに関わる多様な主体
の一つである行政が果たすべき役割
や「協働」についての理解を深めるこ
とができた。
・研修内容の見直しを図った「地域コ
ミュニティ活動体験研修」について、
令和７年度以降、試行的に実施予定
であるが、事業目的を念頭に置き、適
切に事業管理を行う必要がある。

地域振興課 継続 98

・廿日市市人材育成基本方針では、求められる職
員像として「はつかいちに誇りを持ち、地域に貢献
できる職員」を挙げている。
・廿日市市協働によるまちづくり基本条例第14条
（市の職員の育成）において、「市は、協働によるま
ちづくりの担い手としてふさわしい職員を育成しま
す。」と定めている。
・この具体的な取組の一環として、入庁３年目の職
員（希望者）を対象に、業務時間外に地域活動に参
加する研修を実施する。

・団体の総会や円卓会議の準備・出席、地域活動
の準備・当日運営、団体の事業計画などの策定補
助、地域課題の把握及び解決に向けて考え、話し
合い、実践する場へ参加する。

《研修受入地区と研修生参加人数》
平良地区　7名

研修内容の見直しに伴い、研修未実施

令和7年度以降の効
果的な実施に向けて、
地域振興課及び人事
課で協議を重ねた。

なし なし なし Ｄ

これまでの「業務外」での参加ではな
く、業務として出席し、コミュニティの
活動に積極的に参画し、学び、その
後の業務に生かしていける研修内容
に見直しをしている状況。令和７年度
から再開予定。

3
情報交換会の開催　
※再掲

地域振興課 継続 99 情報交換会

1
情報交換会の開催　
※再掲

地域振興課 継続 100 情報交換会

2
協働に係わるシンポ
ジウムや講演会等の
開催　※再掲

地域振興課 継続 101 協働によるまちづくり交流会

3

ICTと対面との効果的
な組合せによる多様
な人々の交流機会の
提供　※再掲

まちづくり支援課 継続 102
オンライン開催やSNSの活用
等に関する講座の開催

4
まちづくり活動団体同
士の連携促進　※再
掲

地域振興課 継続 103

市民とまちづくり活動団体の
連携
市民同士の連携
まちづくり活動団体同士の連
携

1
はつかいちさくら賞表
彰

生涯学習課 継続 104 はつかいちさくら賞

・廿日市市の生涯学習の推進に貢献があったもの
に対して、はつかいちさくら賞を授与し、表彰するこ
とにより、市の生涯学習の普及及び推進を図る。
・平成３年度に生涯学習推進本部表彰として本表
彰制度が始まり、平成11年度にはつかいちさくら賞
に名称変更した。

・年に２回はつかいちさくら賞表彰選考委員会（前
期と後期）を開催し、はつかいちさくら賞表彰規程、
はつかいちさくら賞表彰規程施行細則に基づいて、
表彰の適否を審査する。
・表彰式を行い、表彰する。

前期表彰式（令和6年11月15日、２名１団体）を
実施した。後期については、令和7年2月26日に
選考委員会を開催し3月中に表彰式を実施予
定。

表彰の実施 選考委員会への参加 なし 表彰式への参加 Ｂ

・選考委員会の委員は、学識経験者、学
校長、文化協会関係者、スポーツ協会関
係者と多岐にわたる分野の委員による選
考であった。
・表彰式の会場を市民ホールに変更した
ことで、より多くの市民に周知することが
できた。

2 地域貢献活動保険 地域振興課 継続 105 地域貢献活動保険
市民活動団体が安心して地域貢献活動を行うこと
ができるよう、地域貢献活動保険を用意する。ま
た、保険制度について周知をする。

・地域貢献活動保険の提供
・パンフレットの作成、配布
・チラシの作成
・地域貢献活動保険の説明会の開催

・パンフレットの作成・配布により、市民活動団
体へ地域貢献活動保険の内容を周知した。
・保険申請・使用件数は６件

相談対応及び申請受
付、内容確認

利用者（市民活動ネッ
トワーク登録団体）

保険提供者（ザ・
ニューインディア・ア
シュランス・カンパ
ニー・リミテッド）

なし Ａ

利用者からの聞き取りにより、相談内
容を把握し、申請適用の可否を的確
に判断するとともに、状況により保険
提供者と協議することで、スムーズな
対応となった。

3
まちづくり交付金によ
る地域自治組織への
支援

地域振興課 継続 106
まちづくり交付金の交付
まちづくりチャレンジ応援補助
金の交付

地域振興課 継続 107

まちづくり活動団体の法人化にあたり、法人化手続
きおよび法人化の注意事項の説明など、法人化後
も活動団体の運営がスムーズに行えるよう支援す
る。

市民活動センター指定管理者と連携して、市民活
動なんでも相談を開催する。

・毎月第２木曜日に、専門家による相談日を設
け、対応する環境を整えていた。
また、ワーカーズコープセンター事業団と連携し
て、労働者協同組合の設立に関する相談につ
いても対応ができるよう調整した。

事業の企画・運営の
支援

相談者

事業の実施（指定管
理者：株式会社オオケ
ン）、相談員（特定非
営利活動法人ひろし
まＮＰＯセンター労働
者協同組合ワーカー
ズコープ・センター事
業団）

相談者 Ｂ

・専門的な知識のある事業者と連携し
て、法人化に関する相談内容につい
て対応できる環境を整備できた。ま
た、労働者協同組合についても、相
談対応ができるように取り組む事がで
きた。今後は、事業の認知度を上げ
る取組を進めていく。

地域振興課 継続 108

町又は字の区域その他市町村内の一定の区域に
住所を有する者の地縁に基づいて形成された団体
が、「認可地縁団体」となるための法律上の要件に
適合するよう、申請団体に対して指導及び助言を
行う。

・認可に係る相談対応　
・認可の審査
・規約変更申請、告示事項変更申請の受付
・印鑑登録のための個人印証明書の公用請求
・告示事項証明書、印鑑登録証明書の発行申請受
付（手数料の受領含む）
・事務処理要領、手引きの更新

・代表者等の告示事項の変更に伴う対応
・告示事項証明書の発行申請の受付・発行

・地縁団体に係る相談
及び各種申請への対
応

・地方自治法及び各
団体規約に沿った組
織運営（R5.3時点で市
内10団体が地縁団体
として登録）

なし 該当地区の住民 Ｂ

代表者など告示事項の変更があって
も、変更申請を失念している団体があ
るため、引き続き、総会の時期にあわ
せて手続きの案内を行う。

5
協働事例集の作成と
共有　※再掲

地域振興課 継続 109 協働事例の発信

6
まちづくりリーダー養
成講座の開講（若年
層・壮年層）※再掲

地域振興課 継続 110
まちづくり活動スキルアップ講
座

１－１－１「Ｎｏ．３　情報交換会の開催」を参照

１－１－１「Ｎｏ．３　情報交換会の開催」を参照

１－１－１「Ｎｏ．１　協働によるまちづくり交流会」を参照

２－１－１「Ｎｏ．２２　ICTの利活用の促進」を参照

２－１－８「Ｎｏ．３５　市民とまちづくり活動団体の連携、市民同士の連携、まちづくり活動団体同士の連携」を参照

１－２－４「Ｎｏ．１５　まちづくりチャレンジ応援補助金の交付」を参照
２－３－１「Ｎｏ．４７　まちづくり交付金の交付」を参照

１－１－４「Ｎｏ．６　協働事例の発信」を参照

４－３－２「Ｎｏ．８２　まちづくり活動スキルアップ講座」を参照

④
人
づ
く
り

５
　
協
働
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り
の
担
い
手
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
職
員
の
育
成

2
地域コミュニティ活動
体験研修の実施

地域コミュニティ活動体験研
修

１
　
互
い
を
知
り
合
う
場
の
充
実

4
認可地縁団体等まち
づくり活動団体の法人
化に向けた支援

まちづくり活動団体の法人化
支援

⑤
評
価
及
び
支
援

２
　
市
に
よ
る
評
価
及
び
支
援
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Ⅰ 調査の概要

(1) 調査目的

本市は、市民同士、市民と行政が一体となって「はつかいちが好き！」と言えるまちづ

くりを進めるため、「廿日市市協働によるまちづくり基本条例」を制定し、「廿日市市協

働によるまちづくり推進計画」に基づき、さまざまな施策を実施しています。

令和 7年度に廿日市市協働によるまちづくり推進計画の「第 3期計画（令和 3年度～
令和 7年度）」が最終年度を迎えることから、協働によるまちづくりの推進に向けた「第
4期計画（令和 8年度～令和 12年度）」を策定するための基礎資料とすることを目的と
し実施しました。

(2) 調査対象

・廿日市市市民活動センターネットワーク登録団体

・本市に主たる事務所の住所を置くNPO法人等

(3) 調査方法

各団体にアンケート用紙を送付（郵送調査）

(4) 調査時期

令和 6年 11月 13日～12月 6日（令和 6年 11月 1日時点の状況を回答）

(5) 調査項目

・団体の基本情報

・活動について

・コミュニティビジネスについて

・人づくりについて

・廿日市市の協働によるまちづくりについて

(6) 配布・回収状況

(7) 調査結果の表示方法

・各設問の選択肢ごとの回答件数と、特記しない限り回答数（N＝152）に対する割合（％）
を算出しています。

・選択肢ごとの割合（％）は、小数第二位を四捨五入し、小数第一位までを表示している

ため、全ての選択肢の割合の合計が 100％にならない場合があります。
・複数回答設問においては、全ての選択肢の件数の合計が回答数と一致しないほか、全

ての選択肢の割合の合計が 100％を超える場合があります。
・グラフでは、選択肢の語句の表現を省略している場合があります。

・前回調査（令和 2年 4月実施、N＝152）との比較を行っています。

配布数 回収数 回収率

199件 152件 76.4%
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Ⅱ 調査結果

１．団体の基本情報等

問 1 団体名（省略）

問 2 団体の活動年数

回答した団体の活動年数（活動を始めてからの年数）は、「20年以上」61.8％が最も
多く、長らく活動を継続している団体が多くなっています。次に「10年以上 20年未満」
21.1％、「5年以上 10年未満」11.8％が続いています。

問 3 会員の年齢構成

会員の年齢構成は「65歳以上が多い」48.0％が最も多く、他の項目を大きく上回って
います。次に「幅広い年代の人がいる」21.7％、「50～65歳位が多い」13.8％が続いて
います。

前回と同様に、定年以降の年齢層の会員が多い団体が最も多くなっていますが、「幅広

い年代の人がいる」21.7％と 65歳位までの『定年前の各年代』の割合（24.4％）を合わ
せると 46.1％と多世代や定年前の世代の会員が多い団体が半数近くあります。

※前回調査との比較 【変更点】選択肢の変更 【理 由】定年延長等による年齢幅の調整
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問 4 団体の種別等

1）団体の種別

団体の種別は、「任意団体」73.0％が最も多く、このほか「NPO法人」13.2％、
「一般社団法人」3.9％、「その他」8.6％となっています。
前回と同様に、団体の種別は任意団体が最も多くなっています。

2）今後の法人化の考え

任意団体（n=111）における今後の法人化の考えでは、「考えていない」84.7％が「考
えている」4.5％を大きく上回っています。
任意団体のうち今後の法人化を「考えている」とした割合（4.5％）は、前回（4.0％）

から大きく変化していません。

3）法人化を考えている理由

今後の法人化を「考えている」とした任意団体が、法人化を考えている理由では、「活

動の継続」、「社会的信用の獲得」、「資金調達や寄付の確保」などの回答がありました。
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問 5 主な活動場所

主な活動場所（複数回答）は、「その他」28.3％、「市民センター」27.6％、「市民活
動センター」22.4％、「地区集会所」16.4％の順に多くなっています。「その他」には、
公共施設、学校・保育園、事業所・事務所、公園、一定の区域などが含まれます。

「市民センター」27.6％と「地区集会所」16.4％を合わせた『身近な地区の施設』の割
合（44.0％）は、前回（37.5％）よりもやや高くなっています。

問 6 団体の収入源

団体の収入源（複数回答）は、「会費収入」64.5％が最も多く、次に「行政からの補助
金・助成金」55.9％が続いています。このほか「寄付金・協賛金」26.3％、「事業収入」
22.4％などとなっています。
前回と同様に、「会費収入」と「行政からの補助金・助成金」が上位項目となっていま

す。
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２．活動について

問 7 主な活動地域

主な活動地域は、「廿日市市全域」32.9％が最も多く、次に「廿日市地域」23.0％が続
いています。「その他」には、県内や広島市、市内の複数地域などが含まれます。

市内 5地域（廿日市、佐伯、吉和、大野、宮島）を合計すると 53.2％となり、市内の
各地域を主な活動地域としている団体が半数です。

※前回調査との比較 【変更点】複数回答から単数回答へ変更

【理 由】「主な」活動地域を把握するため

問 8 活動の範囲

活動の範囲は、「地区・地域内における活動」72.4％が「地区・地域を越えた活動」
25.7％を上回っています。

「地区・地域内における活動」の割合（72.4％）は、前回（55.3％）よりも高くなって
います。
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問 9 活動分野

活動分野（複数回答）では、「子ども・青少年育成」44.7％が最も多く、次いで「まち
づくり」38.2％、「学術・文化・芸術・スポーツ」36.2％、「地域安全・防災」31.6％な
どが続いています。

活動分野の選択肢 20項目のうち「科学技術」を除く 19項目に回答があり、幅広い活
動が行われています。また、回答件数 152件に対して各選択肢の回答数を合計すると約
500件と、一つの団体が複数の活動を行っていることがわかります。

※前回調査との比較 【変更点】一部団体回答から全団体回答へ変更

【理 由】全団体の活動内容を把握するため
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問 10 活動目的

活動目的（複数回答）では、「会員間の交流や親睦」53.9％、「身近な課題の解決」50.0％
が多くなっています。続いて「社会課題の解決」32.9％、「その他」32.2％、「知識の獲
得や技術の向上」27.6％となっています。「その他」には、各団体の具体的な活動目的（あ
りたい姿の実現）などについて回答がありました。

問 11 活動をする際の意識（協働によるまちづくりの基本原則）

活動をする際に意識している（大切にしている）こと（複数回答）では、「誰もが参加・

参画しやすい環境や雰囲気をつくること」73.7％、「一緒に活動する人や連携する人と、
信頼関係を築くこと」73.0％、「一緒に活動する人や連携する人と、情報を共有すること」
71.1％が多くなっています。続いて「一緒に活動する人や連携する人と、対等な関係で取
り組むこと」61.8％、「一緒に活動する人や連携する人の、自主性を尊重すること」59.2％
などが続いています。

協働によるまちづくりにかかわる主体が大切にすべき考え方（基本原則）の全ての項

目が 50％を上回っています。
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問 12 活動を行う上での課題

活動を行う上で、現在どのような課題があるか（上位３つを回答）では、「新しい会員

が増えない」44.7％、「活動の中心になるリーダーや後継者が育たない」41.4％、「メン
バーの世代や性別が偏っている」37.5％が上位を占めています。次いで「活動資金・資機
材の調達がむずかしい」30.9％、「自分たちだけでは地域の課題が解決できない」25.0％
が続いています。

前回と同様に、メンバーや会員に関する課題が上位にあがっています。また、前回と

は選択肢の構成が異なりますが、「メンバーの世代や性別が偏っている」、「活動資金・

資機材の調達がむずかしい」、「自分たちだけでは地域の課題が解決できない」、「活動

の中心になるリーダーや後継者が育たない」などの割合が前回よりも高くなっています。

※前回調査との比較 【変更点】選択肢の変更

【理 由】類似する選択肢を削り、把握したい選択肢を追加したため

自分たちだけでは地域の
課題が解決できない

専門知識（法律、制度
等）が不足している

活動場所・拠点が確保で
きない

活動資金・資機材の調達
がむずかしい

自分たちの活動を知って
もらうことができない

組織運営や活動のための
情報収集がむずかしい

メンバーの世代や性別が
偏っている

活動の中心になるリー
ダーや後継者が育たない

新しい会員が増えない

困ったときに気軽に相談
する窓口がない

活動に対する適正な評価
や支援が得られない

他のグループ・団体との
交流がない

その他

今のところ課題や問題点
はない

無回答

自分たちだけでは地域の課
題が解決できない

専門知識（法律、制度
等）が不足している

活動場所・拠点が確保で
きない

活動資金・資機材の調達
がむずかしい

自分たちの活動を知っても
らうことができない

組織運営や活動のための
情報収集がむずかしい

メンバーの世代や性別が
偏っている

活動の中心になるリーダー
や後継者が育たない

新しい会員が増えない

困ったときに気軽に相談
する窓口がない

活動に対する適正な評価
や支援が得られない

協働の理解や共有が進み
にくい、関心が低い

活動に対して理解や協力が
得られない

活動の担い手が不足してい
る

特定の個人に責任や作業
が集中する

その他

特に問題はない

無回答
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問 13 活動や運営に関する相談先

活動や運営に関する相談を、普段どこ（誰）にしているか（複数回答）では、「本庁」

36.8％と「支所（佐伯・吉和・大野・宮島）」31.6％が多くなっています。「その他」に
は、上位団体・関連団体、専門機関・専門家、ネットワーク、会員・メンバーなどが含ま

れます。

「本庁」の割合（36.8％）は前回（24.3％）よりも高くなっており、担当課には、生涯
学習課、地域振興課、健康福祉総務課、農林水産課など 19課が含まれています。

問 14 市民センターについて

1）これからの市民センターの機能・役割への期待

問 13で「市民センター」を選択した団体（n=27）が、これからの市民センターの機
能・役割として期待することのうち重要だと思うもの（複数回答）では、「地域づくりの

拠点として地域の課題や困りごとの解決につながる講座や活動の実施」33.3％、「さまざ
まな活動や心地よい居場所として、誰でも気軽に利用できること」29.6％が多くなって
います。

市民センターに対して、地域の課題や困りごとの解決につながる『講座や活動の実施』、

誰でも気軽に利用できる『活動の場や居場所』といった機能・役割に期待する団体が多

くなっています。
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2）これからの市民センターの姿

問 13で「市民センター」を選択した団体（n=27）が、これからの市民センターが、ど
んな場所であってほしいと思うか（複数回答）では、「誰でも利用できる場所」、「気兼

ねなく立ち寄れる場所」、「多様な世代と交流できる場所」がいずれも 63.0％となって
います。次に「地域の防災拠点」48.1％が続いています。

市民センターに対する機能・役割として期待する内容に加えて、「多世代と交流でき

る場所」や「地域の防災拠点」を求める団体が多くなっています。

3）市民センターでやってみたいこと・応援してほしいこと

市民センターでやってみたいこと、応援してほしいと思うことでは、「活動の場の提

供」9件、「活動への協力・支援」6件、「活動の周知、交流の機会」6件、「講座、行
事、事業など」5件など、合計 29件の回答がありました。

4）市民センターが地域の皆さんと一緒にしたらいいと思うこと

市民センターが地域の皆さんと一緒にしたらいいと思うことでは、「利用しやすい場

づくり」5件、「まちづくり活動、地域課題への取組」5件、「まちづくり活動団体への
支援」4件、「人材の発掘」3件、「防災拠点としての充実」3件など、合計 22件の回
答がありました。
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問 15 情報発信について

1）組織や活動の情報発信方法

組織や活動の情報発信をどのように行っているか（複数回答）では、「チラシ・ポス

ターの作成」45.4％、「ホームページの活用」39.5％、「案内文、おたよりの配布」38.8%
が上位を占めています。続いて「広報誌の作成」32.9％、「説明会・報告会・交流会等」
23.7％、「口コミ」21.7％などとなっています。

前回と同様に、各種紙媒体の作成・配布、ホームページを活用している団体が多く、

SNSを活用している団体はいずれも 20％未満です。

※前回調査との比較 【変更点】選択肢の変更

【理 由】SNSを細分化し、把握したい選択肢を追加したため
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2）現在、情報発信について困っていることや課題の有無

現在、情報発信について困っていることや課題があるかは、「ない」56.6％が「あ
る」39.5％を上回っています。

困っていることや課題が「ある」の割合（39.5％）は前回（22.4％）よりも高くなっ
ています。

3）現在、情報発信について困っている内容

困っていることや課題が「ある」とした団体（n＝60）が、現在、情報発信について
困っている内容は、「情報発信をする人材、スキルが不足している」60.0％が最も多
く、他の項目を大きく上回っています。以下、「ホームページやブログ、SNSの活用
が（継続）できない」31.7％、「自分たちの活動情報を効果的に届ける方法が分からな
い」25.0％、「情報発信のための費用や資金が不足している」25.0％の順となっていま
す。
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３．コミュニティビジネスについて

問 16 「コミュニティビジネス」について

1）「コミュニティビジネス」への関心度

「コミュニティビジネス」にどの程度関心があるかは、「どちらともいえない」28.3％、
「あまり関心がない」24.3％が多くなっています。

「大変関心がある」9.2％と「関心がある」16.4％を合わせた『関心がある』の割合
（25.6％）は前回（33.6％）よりもやや低くなり、「どちらともいえない」の割合（28.3％
が前回（14.5％）よりも高くなっています。

2）「コミュニティビジネス」への取組状況と今後の意向

現在「コミュニティビジネス」に取り組んでいるか、また今後取り組みたいかでは、

「取り組むつもりはない」67.1％が最も多く、「今後取り組みたい」12.5％と「現在取り
組んでいる」10.5％を大きく上回っています。

※前回調査との比較 【変更点】一部団体回答から全団体回答へ変更

【理 由】全団体の方向性を正確に把握するため
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このうちコミュニティビジネスに「大変関心がある」または「関心がある」と回答した

団体（n=39）についてみると、「今後取り組みたい」35.9％、「現在取り組んでいる」
30.8％、「取り組むつもりはない」28.2％となっています。

「現在取り組んでいる」の割合（30.8％）は前回（13.7％）より高くなっています。

コミュニティビジネスに『関心がある』（「大変関心がある」「関心がある」を合計）

3）「コミュニティビジネス」の具体的な内容

「コミュニティビジネス」の具体的な内容について、「現在、取り組んでいること」

では、カフェ・物販、物品・用具の貸出し、除草作業、人材センター事業、子育て・福

祉活動、情報発信・啓発事業など、合計 16件の回答がありました。

また、「今後、取り組みたいこと」では、ICT技術活用、外国人コミュニティ形成、
子どもの居場所づくり、観光、防犯、地域活動のビジネス化など、合計 19件の回答が
ありました。

4）「コミュニティビジネス」を進める上で困っていること

現在「コミュニティビジネス」に取り組んでいる、または今後取り組みたいとした団

体（n=35）が、「コミュニティビジネス」を進める上で、どのようなことに困っている
か（複数回答）では、「人材・人手の不足」74.3％が最も多くなっています。次に「運営
ノウハウの不足」60.0％、「資金の確保」45.7％が続いています。

「現在取り組んでいる」とした団体（n=16）では「人材・人手の不足」に次いで「資
金の確保」や「運営ノウハウの不足」、「今後取り組みたい」とした団体（n=19）では
「人材・人手の不足」と「運営ノウハウの不足」に次いで「資金の確保」や「情報の不足」

が多くなっています。
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４．人づくりについて

問 17 人材確保や人材育成等について

1）現在、必要としている人材

人材確保や人材育成等に関して、現在、必要としているのはどのような人材か（複数

回答）では、「活動を手伝ってくれる人」61.8％、「一緒に活動を楽しめる仲間」
51.3％が上位となっています。次に「事業の企画が出来る人」31.6％など、特定のスキ
ル・能力をもつ人材が続いています。

2）担い手・支え手を呼び込むための取組状況と今後の取組意向

活動に多様な担い手・支え手を呼び込むために取り組んでいることがあるかについて

は、「現在あり、今後も取り組む」37.5％、「現在なく、今後も取り組む予定はない」
28.3％、「現在ないが、今後は取り組む予定」29.6％となっています。
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3）担い手・支え手を呼び込むために取り組んでいる内容

活動に多様な担い手・支え手を呼び込むために取り組んでいることの具体的な内容で

は、「情報発信・広報活動（SNSの活用を含む）」19件、「活動を通じた呼び込み、関
係づくり」16件、「勧誘・人材の発掘」14件、「講演会、養成講座など人材の育成」11
件、「組織体制の充実、仕組みづくり」7件、「関係先やネットワークの活用」7件など
の回答がありました。このほか若い世代、中間世代、一般市民、幅広い人材、団体を引き

継ぐ人など、呼び込みたい担い手・支え手についての回答などを含め、合計 87件の回答
がありました。

4）担い手・支え手を呼び込むための取組予定がない理由

活動に多様な担い手・支え手を呼び込むために取り組んでいることが「現在なく、今

後も取り組む予定はない」とした理由は、「必要としていないため」8件、「取り組む
ことが難しいため」7件、「団体や活動の特性から」7件、「解散予定があるため」2
件となっています。

5）子ども、若者が参加する活動の取組状況と今後の取組意向

子ども（小学生まで）、若者（中学生～30歳未満）が参加する活動を行っているかに
ついては、「現在あり、今後も取り組む」67.1％が最も多くなっています。

「現在あり、今後も取り組む」67.1％と「現在ないが、今後は取り組む予定」5.9％を
合わせた『今後の取組意向をもつ団体』の割合（73.0％）は、前回（67.1％）よりもやや
高くなっています。

6）子ども、若者が参加する活動の内容

子ども（小学生まで）、若者（中学生～30歳未満）が参加する活動の具体的な内容で
は、「子どもや若者を対象としたイベント・体験」、「学校活動への協力・連携」、「祭

り・年中行事」、「清掃活動・防災訓練」などの回答がありました。このほか活動自体が

子どもや若者を対象としている、年齢制限は設けていない、親子や三世代で参加する活

動を行っているといった回答を含め、合計 109件の回答がありました。
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7）子ども、若者が参加する活動への取組予定がない理由

子ども（小学生まで）、若者（中学生～30歳未満）が参加する活動が「現在なく、今
後も取り組む予定はない」とした理由は、「団体や活動の特性から」9件、「子ども、若
者の参加が困難なため」9件、「子ども、若者がいないため」4件、「他団体で取り組ん
でいるため」3件、「必要としていないため」2件、「取り組むことが難しいため」2件
となっています。

問 18 活動の後継人材の有無

活動の後継人材については、「候補者を探している」37.5％、「候補者はいるが不確定」
32.9％の順となっています。

活動の後継人材が決まっている団体の割合（9.2％）は、前回（10.5％）から大きく変
化していませんが、候補者を探している団体の割合（37.5％）は前回（28.3％）よりも高
くなっています。

問 19 今後の組織・活動の継承についての考え

今後の組織・活動の承継について、どのように考えているかでは、「後継人材へ承継し

たい」45.4％が最も多く、次に「新たに後継人材を確保したい（発掘したい・呼び込みた
い）」31.6％、後継人材がいないので終了する見通し」4.6％、「類似団体に活動を承継・
統合したい」3.3％の順です。
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※前回調査との比較 【変更点】複数回答から単数回答へ変更

【理 由】団体の方向性を正確に把握するため
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５．廿日市市の協働によるまちづくりについて

問 20 「協働」についての認知度

「協働」について知っているかについては、「ある程度知っている」42.1％が最も多く、
次に「よく知っている」28.3％、「聞いたことはあるが内容は知らない」20.4％の順となっ
ています。

「よく知っている」28.3％と「ある程度知っている」42.1％を合わせた『「協働」につ
いて知っている』の割合（70.4％）は、前回（69.1％）とほぼ同じですが、「よく知って
いる」の割合（28.3％）が前回（21.7％）よりやや高く、「聞いたことがあるが内容は知
らない」の割合（20.4％）が前回（15.8％）よりやや低くなっています。

問 21 「円卓会議」について

1）この 1年間の「円卓会議」の開催、参加の状況

この 1年間に、多様な主体が参加する話し合いの場（円卓会議）を開催、または参
加したことがあるかについては、「開催も参加もしなかった」67.1％が最も多く、「参
加した」25.7％、「開催した」7.9％を大きく上回っています。

※前回調査との比較 【変更点】一部団体回答から全団体回答へ変更

【理 由】全団体の現状を把握するため
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2）開催または参加した「円卓会議」の効果

この 1年間に多様な主体が参加する話し合いの場（円卓会議）を開催または参加し
たことがある団体（n=48）において、「円卓会議」は、どのような効果があったか（複
数回答）では、「多くの意見、考え方を聞くことができた」82.6％が最も多くなってい
ます。次に「さまざまな取組や実践例を知ることができた」63.0％、「自分たちの活動
内容を知ってもらうことができた」52.2％、「互いの理解や信頼を深めることができた」
52.2％が続いています。

3）開催または参加した「円卓会議」の改善点

この 1年間に多様な主体が参加する話し合いの場（円卓会議）を開催または参加し
たことがある団体（n=48）において、開催した（または参加した）「円卓会議」に
改善点があるとしたら、どのようなことか（複数回答）では、「参加者の固定化」

50.0％が最も多く、他の項目を大きく上回っています。
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問 22 多様な主体との関わり（協働で取り組む機会）について

1）他の主体との関わりの状況と今後の意向

活動において、他の主体との関わり（協働で取り組む機会）があるかは、「現在あり、

今後も取り組む」54.6％が最も多く、「現在なく、今後も取り組む予定はない」29.6％、
「現在ないが、今後は取り組む予定」13.8％を上回っています。

「現在あり、今後も取り組む」54.6％と「現在ないが、今後は取り組む予定」13.8％
を合わせた『今後、他の主体との関わりへの意向あり』の割合（68.4％）は、前回（70.4％）
とほぼ同じですが、「現在なく、今後も取り組む予定はない」の割合（29.6％）が前回
（22.4％）よりやや高くなっています。

2）現在、活動において関わりがある主体

活動において他の主体と関わりがある団体（n=83）が、現在、どのような主体と関
わり（協働で取り組む機会）があるか（複数回答可）では、「行政（市町村、都道府県、

国等）」69.9％、「地域自治組織（町内会、自治会、コミュニティ推進団体など）」61.4％
が多くなっています。次に「保育園・幼稚園・小中学校・高校・大学」49.4％が続いて
います。

地域自治組織
（町内会、自治会、組、コミュニティ推進団体、区等）

上記以外のまちづくり活動団体

社会福祉法人等 (R6)
（社会福祉協議会、社会福祉施設等）

保育園・幼稚園・小中学校・高校・大学

企業
（事業所、店舗、商店街、商工会等）

行政
（市町村、都道府県、国等）

個人 (R6)
（スキルや専門性をもつ人材等）

その他

無回答
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3）今後、活動において新たに関わりをもちたい主体

活動において他の主体と関わりが「現在あり、今後も取り組む」あるいは「現在ない

が、今後は取り組む予定」とした団体（n=104）が、今後、新たにどのような主体と関
わり（協働で取り組む機会）をもちたいかでは、「地域自治組織（町内会、自治会、コ

ミュニティ推進団体など）」34.6%、「行政（市町村、都道府県、国など）」28.8%、
「企業（事業所、店舗、商店街、商工会など）」27.9%などが多くなっています。

地域自治組織
（町内会、自治会、組、コミュニティ推進団体、区等）

上記以外のまちづくり活動団体

社会福祉法人等 (R6)
（社会福祉協議会、社会福祉施設等）

保育園・幼稚園・小中学校・高校・大学

企業
（事業所、店舗、商店街、商工会等）

行政
（市町村、都道府県、国等）

個人 (R6)
（スキルや専門性をもつ人材等）

その他

新たな主体との関わりは考えていない (R6)

無回答
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問 23 他の主体と関わる際、行政に特に期待すること、求めること

他の主体と関わる（協働で取り組む）際に、行政（市民活動センター、市民センター、

市役所）に特に期待すること、求めること（複数回答）では、「他の団体の情報、取組事

例の情報提供」40.1%、「協力・連携につながる場づくり」38.8%が多くなっています。
次いで「活動内容、協力・連携の方法・進め方のアドバイス」33.6%が続いています。

上位項目は前回と同じですが、各項目の割合は前回よりやや高くなっています。

問 24 他の団体等と協働している取組、成果

他の団体等と協働している取組［事業名（取組名）・取組内容・協働している団体名

等・協働したことによる成果］について、47団体から回答があり、「協働したことに
よる成果」として、「効率や質が向上した」や「一つの団体では難しい活動の創出や広

がりにつながった」、「人を集めるのが楽になった」、「地域のチームワークや他の主

体とのギブアンドテイクの関係につながった」、「各団体の得意分野を知ったり、共通

認識をもつことができた」等、さまざまな回答がありました。

問 25 廿日市市の協働によるまちづくりに関する思い、要望・期待等

廿日市市の協働によるまちづくりに関する思い、要望、期待については、52件の意
見が寄せられ、「市民センターや市民活動センターの機能の向上」や「他の主体との意

見交換や情報共有の場の提供」、「市職員の現場参加や相談対応」、「人事異動後にも

協働の関係が続く引き継ぎ」、「つながりを広げるためのコーディネート役の育成」、

「市民の意思を第一にし、押しつけでない方針」など、行政に対するさまざまな要望が

ありました。
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Ⅲ 調査結果の分析

１．分析のねらい（主旨）

本分析は、まちづくりに関わる団体（152団体）の調査協力を基に、まちづくり活動に
おける現状の傾向について俯瞰的に分析したものです。

調査の性質上、廿日市市のまちづくり活動全体の実態や進捗状況、変化等を正確に測れ

るものではありませんが、調査結果から読み取れる内容（抜粋）について、地域密着型で

「協働によるまちづくり」を実践してきた事業者としての考察も交えながら分析を行って

います。

他のデータや調査結果に、本分析内容を併せて参考にしていただき、より有用性の高い

推進計画（第４期）の策定につなげていただければ幸いです。

２．設問分析（抜粋）

問 3 会員の年齢構成

・「会員の年齢構成」については、「65歳以上が多い」48.0％が最も多く、まちづくり
に関わる人の高齢化＝「まちづくり団体のシニア化」が進んでいます。

・一方、「幅広い年代の人がいる」21.7％が令和 2年度と比較して増えており、幅広い
世代のライフスタイルや働き方等をふまえて活動する団体が増えることにより、多世代

で構成されたまちづくり団体の割合が伸びていく可能性が認められます。

問 4 団体の種別・法人化

・「団体の種別」については、「任意団体」73.0％が圧倒的に多く、まちづくり団体の高
齢化等の影響もあり、自分たちなり（規模や頻度、無理のない範囲等）の活動スタイルで

続けていきたい意向が推察されます。

・一方で「法人化を考えている団体」4.5％は、持続可能な運営や活動の継続を目指して、
法人化により信頼性や社会的信用を高め、資金調達や寄付の獲得等につなげたいと考え

ていることから、今後はこうした法人の育成や運営手法の理解普及が期待されます。

問 5 主な活動場所

・「主な活動場所」については、令和 2年度と比較して、市の施設（市民センター・市
民活動センター・市役所等）と答えた割合が増加しています。

【必要と思われる取組】

□協働によるまちづくりの新たな担い手の確保・育成

□若い世代や働く人が関わりやすい仕組みや場づくり

【必要と思われる取組】

□任意団体間の情報交換や交流連携、相互支援等の促進

□持続可能な運営に向けた法人化という選択の理解普及、伴走支援
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・特に「市民センター」27.6％、「市民活動センター」22.4％の割合が高くなっており、
これらの施設でのまちづくり活動団体に対する伴走支援の役割が重要と考えられます。

問 6 団体の収入源

・団体の収入源（複数回答）は、「会費収入」64.5％が最も多く、次に「行政からの補助
金・助成金」55.9％が続いています。

・今後は、会員の高齢化による会員の減少、厳しい財政状況にともなう補助金の見直し

等が進むことも考慮する必要があることから、多様な収入源の可能性を探ることが重要

になると考えられます。

問 7 主な活動地域

・主な活動地域は、「廿日市市全域」32.9％が最も多いほか、市内 5地域（廿日市、佐
伯、吉和、大野、宮島）を合計すると 53.2％となり、半数が市内の各地域を主な活動地
域としている団体です。

・活動範囲に応じて、市域全体を市民活動センター、市内の各地域を身近な市民センター

が、協働によるまちづくりの伴走支援を担うことが適切と考えられます。

問 8 活動の範囲

・活動の範囲は、「地区・地域内における活動」72.4％が「地区・地域を越えた活動」
25.7％を上回っています。

・「地区・地域における活動」の割合は、前回（55.3％）よりも高くなっており、地域に
おける活動の伴走支援の重要性が高まっています。

問 9 活動分野

・活動内容（複数回答）では、「子ども・青少年育成」44.7％が最も多く、次いで「まち
づくり」38.2％、「学術・文化・芸術・スポーツ」36.2％、「地域安全・防災」31.6％な

【必要と思われる取組】

□市民センターや市民活動センターによる伴走支援

□市民センターや市民活動センター等との定期的な情報交換

【必要と思われる取組】

□持続可能な団体運営の実現に向けた自主財源の基盤づくり

□多様な収入源や資金調達の手法を学ぶ機会の提供

【必要と思われる取組】

□地域のまちづくり活動の協働パートナーである各市民センターや市民活動センター、

支所、担当課との連携強化

【必要と思われる取組】

□各地域と密着する各市民センターとの連携強化
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どが続いており、令和 2年度と比較して 2倍近くに伸びているものが多く、いずれも関
心の高まりが見受けられます。

・子どもや子育て世帯を温かく見守り、応援するとともに、次代を担う若い人材を育む

取り組みへの関心が高く、人口減少や県外流出等が課題となるある中、活発な取り組み

が行われていることがうかがえます。

・青少年の健全な成長を図る場として、「まちづくり」や「学術・文化・芸術・スポーツ」

といった地域活動への参加や体験交流の機会が有効であり、ひいてはふるさとへの誇り

や愛着を育む場となることから、これらの分野の活動と青少年育成には良好な結びつき

が認められます。

・「子どもが主役のまちづくり」を宣言している本市は、住みよいまち中国地方第１位

との評価を得ており、背景の一つには子どもや青少年を対象としたまちづくり活動の主

体的な取り組みが活発になってきていることが推察されます。

・自然災害の多発や新型コロナウィルス感染症の蔓延、犯罪の増加等の経験から、「地

域安全・防災」31.6％も多くなっており、市民の防災・防犯意識の向上や地域ぐるみでの
不測の事態に対する備えや取組が進んでいることがうかがえます。

・「市民活動支援」19.1％は、令和 2年度と比較して 3倍に伸びており、市民の多様な
まちづくり活動を応援やサポートする中間的な支援の取組も進んでいます。

問 10 活動目的

・「活動目的」については、「会員間の交流や親睦」53.9％が多く、活動や会話を通じて
人と人とのつながりが育まれ、まちづくり活動への参加につながっていることがうかが

えます。

・一方、地域や社会が抱える「課題の解決」を選択した団体が一定数あり、課題の解決に

向けて主体的にまちづくり活動に参加している様子がうかがえ、貢献意識の高さが認め

られます。

【必要と思われる取組】

□「子どもが主役のまちづくり」を進める上で、ふるさとへの誇りや愛着の醸成を図る

べく、「子ども・青少年育成」と「まちづくり」や「学術・文化・芸術・スポーツ」等

の、異なる活動分野が相互に結びつきを深めていくことが有効

□「地域安全・防災」といった市民の暮らしや命を守るまちづくり活動への支援

□「市民活動支援」といった中間的な支援活動への関心の高まりへの対応が必要

【必要と思われる取組】

□地域課題解決をテーマとするまちづくり活動について、幅広い市民への周知や情報共

有、参加を促進する仕組みづくり
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問 11 活動する際の意識（協働によるまちづくりの基本原則）

・「活動をする際の意識（協働によるまちづくりの基本原則）」については、すべての項

目で 50％を上回るという結果となっており、協働によるまちづくりを進めていく上で大
切な考え方＝「基本原則」は一定程度浸透・実践されていることがうかがえます。

・引き続き、活動への一方的な協力依頼等ではなく、互いの立場を考え、共通の目的意

識をもちながら、まちづくりを進めていくことが大切です。

問 12 活動を行う上での課題

・「活動を行う上での課題」については、令和 2年度と同様に「人材」に関すること、
新たな会員の確保やリーダーや後継者の育成、世代の偏り（例えば高齢化等）が課題と

して上位に挙がっており、打開策は見いだせていない状況がうかがえます。

・人材の確保等についは、気軽な参加によるつながりや継続的な関わりから生まれる信

頼関係、ともに活動するための目的意識の共有などが重要と考えます。

・「活動資金・資機材」の調達について、令和 2年度と比較して 2倍近くに伸びており、
具体的な対応策やサポートが必要と考えます。

問 13 活動や運営に関する相談先

・「活動や運営に関する相談先」をみると、令和 2年度にトップだった「支所」31.6％

が 2位となり、「本庁」36.8％がトップとなっており、地域に近い支所の相談対応や伴
走支援等の機能の向上が必要です。

・同様に、令和 2年度と比較すると「市民活動センター」8.6％が低下する一方で「市民
センター」17.8％が 1.7倍に伸びて逆転しています。まちづくり活動の中間支援機能を
担う市民活動センターの取組内容の見直しや改善、人材の適切な配置・育成等が必要と

考えられます。

【必要と思われる取組】

□協働によるまちづくりの基本原則の継続的な周知活動と組織運営面の PDCA

【必要と思われる取組】

□まちづくり活動のバトンを渡す多様な担い手候補の掘起しやマッチング、統合支援

□多様な収入源や資金調達の手法を学ぶ機会の提供（再掲）

□持続することが難しい活動やグループ等の解散支援のサポート

【必要と思われる取組】

□市民活動センターのあり方、適切な運営手法、専門人材の配置等の点検、見直し

□支所の相談対応や伴走支援、市民センターとの連携等の点検、改善
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問 14 市民センターについて

1）これからの市民センターへの機能・役割への期待

・「地域づくりの拠点として地域の課題や困りごとの解決につながる講座や活動の実施」

33.3％が最も高く、「地域づくりの拠点」としての役割への期待が高いことが認められま
す。

・次いで、「さまざまな活動や心地よい居場所として、誰でも気軽に利用できること」

29.6％が続き、「気軽な居場所」という役割も重視されています。

2）これからの市民センターの姿

・市民センターには、「誰もに開かれている施設」、「気軽な身近な居場所」「多様な交

流の機会がある施設」の３つの機能・役割が期待されています。

・市民センターで従来行われてきた学習講座への出席や趣味の仲間づくりにとどまらな

い、新たな時代のニーズに対応した機能や役割が期待されています。

3）市民センターでやってみたいこと・応援してほしいこと

・市民センターには活動における「場所・協力・周知・交流」といった応援が望まれてい

ます。

4）市民センターが地域の皆さんと一緒にしたらいいと思うこと

・市民センターとの連携には「地域課題の解決・中間支援・人材発掘・防災拠点」といっ

た役割が望まれています。

問 15 情報発信について

1）組織や活動の情報発信方法

・「組織や活動の情報発信方法」については、紙媒体がトップで「チラシ・ポスターの作

成」45.4％、次いで「ホームページの活用」39.5％となっています。

・一方、SNSによる情報発信をみると「Instagram」17.1％をはじめ活用状況はいずれ
も低調であり、SNSを活用した情報発信はそれほど進んでいない状況がうかがえます。

・まちづくり活動団体における新しい会員や次世代の担い手の不足等といった課題をふ

まえると、若い世代に情報を届けるために、彼らが受け取りやすい情報媒体の選択や発

信スキルの習得などの重要性が増してきていると考えます。

【必要と思われる取組】

□「まちづくり活動の拠点」という市民センターの役割の再確認、伴走支援

□「気軽に利用できる居場所」という市民センターへのニーズをふまえた環境づくり

【必要と思われる取組】

□「開かれた施設」「身近な居場所」「交流の場」としての市民センターづくり
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2）現在、情報発信について困っていることや課題の有無

・情報発信に対する課題が 17.1％増加、一方で課題なしが 16.4％減少となっており、情
報発信に対する重要性は感じるものの、ITに関する知識・技術の不足や安全面での心理
的な不安を感じている団体が増えていることがうかがえます。

3）現在、情報発信について困っている内容

・情報発信における最も困っている内容のトップは「情報発信をする人材、スキルが不

足している」60.0％で、他の選択肢の２倍近くとなっていることから、この課題の解決に
向けて集中的な支援やサポートが求められます。

問 16 「コミュニティビジネス」について

1）「コミュニティビジネス」への関心度

・最も多い回答は「どちらともいえない」28.3％で、令和 2年度と比較して２倍に増え
ている点が大きな特徴です。これは、コミュニティビジネスに対する理解が不足してい

る、結果取り組むべきか判断ができない状態にあると考えます。

・「大変関心がある」と「関心がある」を合せると、令和 2年度の 33.6％から令和６年
度は 25.6％とコミュニティビジネスに関心がある層は減少しています。一方、「あまり
関心がない」と「関心がない」を合わせると、令和 2年度の 46.7％から令和６年度は
42.1％と関心がない層も若干減少しています。

上記を考慮すると、まちづくり活動団体においては、コミュニティビジネスという手法

への理解があまり進んでいない、または不足しているという点が指摘されます。

2）「コミュニティビジネス」への取組状況と今後の意向

・「取り組むつもりはない」67.1％が最も高く、まちづくり活動団体によっては、活動の
特性上、コミュニティビジネスの手法の導入が適さない、または困難であるケースも少

なくないケースがあることが表れていると考えます。

【必要と思われる取組】

□SNS を活用した情報発信手法のスキル習得、適切な媒体の選択、人材の育成確保

【必要と思われる取組】

□情報発信や IT 技術等に精通した専門家に相談できる窓口の開設、伴走支援

【必要と思われる取組】

□SNS を活用した情報発信手法のスキル習得、適切な媒体の選択、人材の育成確保

【必要と思われる取組】

□地域課題をビジネス手法により解決、持続可能な仕組みをめざすコミュニティビジネ

スを学ぶ機会、実践ノウハウの習得、実践事例の紹介、相談体制の充実
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・一方、コミュニティビジネスに関心がある層に絞ってみると、「現在取り組んでいる」

30.8％が令和 2年度と比較すると 2倍以上に増えており、コミュニティビジネスへの取
組が徐々に進んでいるという捉え方ができます。

3）「コミュニティビジネス」の具体的な内容

・具体的な内容はサービス業が大半ですが、活動の分野は多様であり、個別のサポート

が重要と考えられます。

4）「コミュニティビジネス」を進める上で困っていること

・「人材」「ノウハウ」「資金」の 3つが不足している様子がうかがえます。地域課題
の解決を目指す公益的な事業という特性から、収益性が低くなりがちなコミュニティビ

ジネスにおける特徴的な課題が挙げられています。

問 17 人材確保や人材育成等について

1）現在、必要としている人材

・「活動を手伝ってくれる人」61.8％、「一緒に活動を楽しめる仲間」51.3％の２つの項
目が多くなっており、活動を支えたり、楽しんだりといった関わり方で、一緒に活動に

取り組んでくれる人の確保が課題となっています。

2）担い手・支え手を呼び込むための取組状況と今後の取組意向

・各選択肢への回答割合が拮抗しており、活動における人手不足やパートナーの確保に

向けて、明確な打ち手が見いだせず、見通しが立っていない状況にあると考えられます。

【必要と思われる取組】

□市内のコミュニティビジネスを実践しているモデルケースの発掘や立上げ支援

□関心が高い層に対して、コミュニティビジネスの紹介やモデルケースの発信等による

段階的な普及活動、モデルケースの組成支援

【必要と思われる取組】

□地域課題をビジネス手法により解決、持続可能な仕組みをめざすコミュニティビジネ

スを学ぶ機会、実践ノウハウの習得、実践事例の紹介、相談体制の充実

【必要と思われる取組】

□活動の担い手や支え手の確保に向けて、NPO や学校、民間事業者等といった多様な主

体における地域貢献活動やボランティア活動等をつなぐ新たな試みが必要

□地域貢献活動に参加しやすくなる仕組み＝中間支援（コーディネートや声かけ、マッ

チング等）の構築が必要不可欠
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3）担い手・支え手を呼び込むために取り組んでいる内容

・多様な担い手・支え手を呼び込むために、情報発信や広報活動、活動を通じた呼び込

みや関係づくり、勧誘や人材発掘、講座などを通じた人材育成など、多様な取組が実践

されています。

4）担い手・支え手を呼び込むための取組予定がない理由

・もともと新たな会員等を増やす意向がないものに加え、「取り組むことが難しいため」

や「解散予定かあるため」など、打開策が見いだせず活動の継続を諦めている団体が増

えている可能性が考えられます。

5）子ども、若者が参加する活動の取組状況と今後の取組意向

・「現在あり、今後も取り組む」67.1％と「現在ないが、今後は取り組む予定」5.9％を
合わせると約７割の団体が実際の取組を実施、または取組への意向を持っており、未来

を担う子ども、若者が参加する活動への関心、意欲が高いことがうかがえます。

6）子ども、若者が参加する活動の内容

・イベントや体験、学校活動との連携、祭りや行事、清掃活動、防災訓練など、地域の取

組との結びつきが感じられます。

7）子ども、若者が参加する活動への取組予定がない理由

・団体や活動の特性から子ども、若者の参加が難しい、あるいは必要としていないケー

スのほか、子どもや若者がいないため、取り組むことが難しいためといった理由も散見

されます。

問 18 活動の後継人材の有無

・令和 2年度と比較すると「候補者を探している」（37.5％）とが増加し、令和６年度
ではトップとなっており、後継人材の必要性が一層高まっていることが認められます。

・問 12活動を行う上での課題において、新しい会員の確保、活動の中心になるリーダー
や後継者の育成などが挙がっていることを踏まえると、後継人材の育成や確保について

解決策が見いだせていない状況がうかがえます。

問 19 今後の組織・活動の継承についての考え

・「後継人材へ継承したい」45.4％、「新たに後継人材を確保したい」31.6％とした団体
が多く、約７割の団体が活動の承継を望んでいます。

・既存会員の順番制等による後継ではなく、継続的なつながりと信頼関係を築き、共通

の目的を持った活動を進める中で、互いに納得して活動を引き継くことが理想的と考え

ます。
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・その上で、後継人材の確保意向を積極的に提示し、会員外の多様な主体から候補者を

発掘するようなマッチングの機会も求められる段階にあると考えます。

問 20 「協働」についての認知度

・「協働についての認知度」については、「よく知っている」28.3％と「ある程度知って
いる」42.1％と回答した割合の合計が約７割と、まちづくり活動団体等において「協働の
理念」が一定程度認知・浸透していることがうかがえます。

・一方的に「協働」を推進するのではなく、行政や団体等が互いの取組について、より積

極的に関わり合い、実際の取組を通じて「協働の成果」を実感・共有し合うことで、更な

る「協働」の認知や浸透、実践の広がりにつながると考えます。

問 21 「円卓会議」について

1）この 1年間の「円卓会議」の開催、参加の状況

「この 1年間の円卓会議の開催、参加状況」については、「開催も参加もしなかった」
67.1％が最も多く、「開催した」7.9％や「参加した」25.7％を大きく上回っており、ま
ちづくり活動団体等の活動において「円卓会議」が十分に機能しているとは言い難い状

況です。

2）開催または参加した「円卓会議」の効果

・開催・参加した多くの団体が、多様な意見を聴く機会や実践例等に学ぶ場として成果

を感じており、参加者同士の信頼関係を築くことができる効果を実感しています。

・「円卓会議」をうまく活用することができれば、協働によるまちづくりを進める上で

有効な場であることがうかがえます。

3）開催または参加した「円卓会議」の改善点

・「参加者の固定化」50.0％が最も高く、次いで「議題や内容が不十分」25.0％、「話し
やすい雰囲気が不足」20.8％となっており、円卓会議に対する運営ノウハウや準備等が
不足していることが明らかであり、結果として「実行につながらない」18.8％という結果
を招いていることがうかがえます。

・「円卓会議」は、市民、まちづくり活動団体、事業者、行政等が対等な立場で話し合い、

お互いの意見を尊重しながら情報を共有し、信頼関係を築く場です。よりよい活動が生

まれる「苗床」として、より一層活発に開催していくことが必要と考えます。

【必要と思われる取組】

□後継人材の確保に関する研修会の開催

□多様な後継人材の発掘に資するまちづくり活動団体とのマッチングの場づくり
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問 22 多様な主体との関わり（協働で取り組む機会）について

1）他の主体との関わりの状況と今後の意向

・半数以上が、他の主体との関わりを今後も必要としていることから、情報交換や交流

の場が期待されていることがうかがえる。

2）現在、活動において関わりがある主体

・行政が最も高く、活動に関する情報や相談、支援等の窓口として位置づけられており、

その重要性が高まっています。

・同様に、地域自治組織が関わりが増えており、地域密着の取り組みのパートナーとし

て存在感が高まっています。

・加えて、学校や保育等といった子どもや学生といった教育分野、地域の高齢化等にと

もないニーズが多様化している福祉分野、地域貢献活動の連携も期待できる民間企業等

との関わりも増加している点が注目されます。

3）今後、活動において新たに関わりをもちたい主体

・全般的に増加傾向にあり、新たなパートナーを求めているニーズがうかがえます。

・背景には、地域とのさまざまな調整作業や運営面の慢性的な不足等といった、持続的

に活動する上での課題や不足が増えており、相互に連携や補完し合えるような他の主体

の存在が期待されていることが推察されます。

問 23 他の主体と関わる際、行政に特に期待すること、求めること

・「他の団体の情報、取組事例の情報提供」40.1％が最も多く、次いで「協力・連携につ
ながる場づくり」38.8％が多くなっており、行政には「情報の提供」と「つながる場づく
り」が求められています。

・加えて「活動内容、協力・連携の方法・進め方のアドバイス（33.6%）」が続いており、
「伴走支援」に対する期待もあります。

【必要と思われる取組】

□「円卓会議」の考え方や効果的な運営方法等のノウハウを習得するファシリテーショ

ン研修の実施、円卓会議人材の育成

□持続して成果を上げている実践事例の現地研修会の開催

【必要と思われる取組】

□行政、地域自治組織、学校、福祉、企業等が情報交換できる場の創設

【必要と思われる取組】

□行政、地域自治組織、学校、福祉、企業等が情報交換できる場の創設
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問 24 他の団体等と協働している取組

・「他の団体と協働している取組」について、47団体から回答があり、「協働したこと
による成果」として、「効率や質が向上した」や「一つの団体では難しい活動の創出や広

がりにつながった」、「人を集めるのが楽になった」、「地域のチームワークや他の主体

とのギブアンドテイクの関係につながった」、「各団体の得意分野を知ったり、共通認識

をもつことができた」等、効果についてさまざまな回答がありました。

・このような「協働による成果」を共有する場や機会を増やすことで、多様な主体にお

ける更なる「協働」の広がりを促すことができると考えます。

問 25 廿日市市の協働によるまちづくりに関する思い、要望・期待

・「廿日市市の協働によるまちづくりに関する思い、要望、期待」については、52件の
意見が寄せられました。「市民センターや市民活動センターの機能の向上」や「他の主体

との意見交換や情報共有の場の提供」、「市職員の現場参加や相談対応」、「人事異動後

にも協働の関係が続く引き継ぎ」、「つながりを広げるためのコーディネート役の育成」、

「市民の意思を第一にし、押しつけでない方針」など、行政に対するさまざまな要望が

ありました。

・次期推進計画の策定段階において留意すべき、大切なポイントと考えます。

３．全体分析

前述の設問分析において考察した【必要と思われる取組】を、今後のまちづくり活動団

体等の運営や活動に求められている５つのテーマに整理して再掲します。

【必要と思われる取組】

□協働のパートナーであり、中間支援の役割を担う市民活動センターにおける「情報の

提供」や「つながる場」、そして「伴走支援」の提供

多様な人材・主体の確保・育成

交流連携の促進・デジタル化支援 円卓会議やビジネス手法の活用

中間支援・伴走支援 行政等の支援ネットワーク

まちづくり活動団体等の運営に

求められているテーマ
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【多様な人材・主体の確保・育成】

1番目には、「多様な人材・主体の確保・育成」が必要とされています。多様なライフ
スタイルの人々が、協働によるまちづくり活動に参加しやすい仕組みや場づくりを通し

て、新たな担い手や支え手の確保が求められます。

また、会員の高齢化が深刻になっており、活動を持続する上で、後継人材へのバトン

渡しが急務になっていると思われます。あわせて、持続することが難しい場合には、活

動納めという解散という選択肢もあることも忘れてはなりません。いずれも活動におい

ても、子どもや若者の存在は一層高まっており、地域への愛着や誇りを醸成しながら、

地域の次代を担う人材として、みんなで育んでいくことが大切です。

◆協働によるまちづくりの人材・多様な主体の確保・育成

◆多様なライフスタイルの人々が参加しやすい仕組みづくり

◆高齢化が進む中、後継人材へのバトン渡し

◆子どもが主役のまちづくりの推進

【交流連携の促進・デジタル化支援】

2番目には、「交流連携の促進・デジタル化支援」が求められています。まちづくり活
動団体が抱えるさまざまな課題や不足に対して、多様な主体が協力や連携を図り、相互

に補完しながら、相乗効果を発揮することが重要となっています。地域自治組織やNPO
団体、学校、福祉施設、企業等が、顔を合わせて、情報共有や意見交換、互いのつながり

方等を話し合う場が期待されています。

こうした取り組みを持続的かつ効率的に実現するためには、デジタル技術や SNSサー
ビス等を活用した情報の共有や発信の仕組みが必要不可欠となります。しかしながら IT
分野に対して知識や技術の不足や安全性への不安を持つ方も少なくありません。

□協働によるまちづくりの新たな担い手の確保・育成

□活動の担い手や支え手の確保に向けて、NPO や学校、民間事業者等といった多様な主

体における地域貢献活動やボランティア活動等をつなぐ新たな試みが必要

□若い世代や働く人が関わりやすい仕組みや場づくり

□地域貢献活動に参加しやすくなる仕組み＝中間支援（コーディネートや声かけ、マッ

チング等）の構築が必要不可欠

□まちづくり活動のバトンを渡す多様な担い手候補の掘起しやマッチング、統合支援

□後継人材の確保に関する研修会の開催

□多様な後継人材の発掘に資するまちづくり活動団体とのマッチングの場づくり

□持続することが難しい活動やグループ等の解散支援のサポート

□「子どもが主役のまちづくり」を進める上で、ふるさとへの誇りや愛着の醸成を図る

べく、「子ども・青少年育成」と「まちづくり」や「学術・文化・芸術・スポーツ」等

の、異なる活動分野が相互に結びつきを深めていくことが有効
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今後は、情報通信やデジタル技術、SNS等の効果的な活用に向けて、気軽に専門家に
相談できる仕組みや伴走支援等により、運営面で多面的な効果をもたらすものと考えま

す。

◆まちづくり活動団体の交流や相互支援の促進

◆多様な人材や主体を発掘・連携・省力化・効率化ために必要なデジタル面の支援、SNS に

よる魅力／困りごと発信を促進するスキルアップ

【円卓会議やビジネス手法の活用】

3番目は、「円卓会議やビジネス手法の活用」です。まちづくり活動団はもとより、市
民や地域自治組織、NPO、学校、福祉、企業等といった多様な主体が参画するには、話
し合いを通じて合意形成を図る場が求められます。その手法の一つに円卓会議があり、

対等な立場でお互いを尊重しながら話し合うことで、よりよい活動が生まれる「苗床」

のような場として、一体となって開催していくことが有効と考えます。

また、持続可能な活動を実現するには、財源や人材といった運営面の基盤づくりが重

要となります。会費収入や公的支援とともに、事業を通じた新たな収入源や多様な資金

調達の手法等といったビジネス手法も学びながら、組織運営を柔軟に考えていくことも

大切になっています。

◆多様なニーズや課題等を調整する合意形成の場づくり

◆ビジネス手法を取り入れた多様な運営形態の模索

□行政、地域自治組織、学校、福祉、企業等が情報交換できる場の創設

□任意団体間の情報交換や交流連携、相互支援等の促進

□地域課題解決をテーマとするまちづくり活動について、幅広い市民への周知や情報共

有、参加を促進する仕組みづくり

□情報発信や IT技術等に精通した専門家に相談できる窓口の開設、伴走支援

□SNS を活用した情報発信手法のスキル習得、適切な媒体の選択、人材の育成確保

□「円卓会議」の考え方や効果的な運営方法等のノウハウを習得するファシリテーショ

ン研修の実施、円卓会議人材の育成

□持続して成果を上げている実践事例の現地研修会の開催

□地域課題をビジネス手法により解決、持続可能な仕組みをめざすコミュニティビジネ

スを学ぶ機会、実践ノウハウの習得、実践事例の紹介、相談体制の充実

□持続可能な運営に向けた法人化という選択の理解普及、伴走支援

□多様な収入源や資金調達の手法を学ぶ機会の提供

□持続可能な団体運営の実現に向けた自主財源の基盤づくり

□市内のコミュニティビジネスを実践しているモデルケースの発掘や立上げ支援

□関心が高い層に対して、コミュニティビジネスの紹介やモデルケースの発信等による

段階的な普及活動、モデルケースの組成支援
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【中間支援・伴走支援】

4番目は、「中間支援・伴走支援」の重要性です。前述の通り多様な主体がつながり、
連携して効果的な活動を持続的に取り組むには、中間支援機能＝コーディネート／つな

ぎ役の存在が必要となります。まちづくり活動の中間支援の役割を担うのは市民活動セ

ンターであり、協働のパートナーとして活動とその成果が期待されます。併せて、地域

密着の協働のパートナーとして、市民センターの身近な立場での伴走支援が期待されま

す。

◆中間支援・コーディネート役を担う市民活動センターの見直し、充実

◆伴走支援が可能な地域の身近な市民センターとのつながりの充実

【行政等の支援ネットワーク】

5番目は、「行政等の支援ネットワーク」です。協働によるまちづくりは、多様な課題
や幅広いテーマに及ぶものであり、関係各課や支所、市民センター、市民活動センター、

公、的機関等の協力や連携が不可欠となります。効果的な支援ネットワークの構築が求

められています。

◆行政や支援機関等の情報共有や連携の仕組みづくり

□協働のパートナーであり、中間支援の役割を担う市民活動センターにおける「情報の

提供」や「つながる場」、そして「伴走支援」の提供

□市民活動センターのあり方、適切な運営手法、専門人材の配置等の点検、見直し

□市民センターや市民活動センター等との定期的な情報交換

□「市民活動支援」といった中間的な支援活動への関心の高まりへの対応が必要

□協働によるまちづくりの基本原則の継続的な周知活動と組織運営面の PDCA

□「まちづくり活動の拠点」という市民センターの役割の再確認、伴走支援

□「気軽に利用できる居場所」という市民センターへのニーズをふまえた環境づくり

□「開かれた施設」「身近な居場所」「交流の場」としての市民センターづくり

□市民センターや市民活動センターによる伴走支援

□各地域と密着する各市民センターとの連携強化

□「地域安全・防災」といった市民の暮らしや命を守るまちづくり活動への支援

□地域のまちづくり活動の協働パートナーである各市民センターや市民活動センター支

所、担当課との連携強化

□支所の相談対応や伴走支援、市民センターとの連携等の点検、改善
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令和６年度 第３回 廿日市市協働によるまちづくり審議会
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事 務 局：地域振興部長 棚田

地域振興課 川崎、松島、齋藤

傍 聴 者：０人

 
（次第）

１ 開会

２ 会長挨拶

３ 議事

(議題１)第４期協働によるまちづくり推進計画の策定について（資料１、２）

(議題２)協働によるまちづくりの実施状況について（資料３～５）

４ その他

５ 地域振興部長挨拶

６ 閉会

 
（配付資料）

(1)会議次第 
(2)資 料 １ 第４期協働によるまちづくり推進計画策定等スケジュール案

(3)資 料 ２ 第４期協働によるまちづくり推進計画骨子案

(4)資 料 ３ 資料４、資料５の見方及び意見記入シート

(5)資料４-１ 【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価

一覧表

(6)資料４-２ 【令和６年度】本市の取組事業の実施状況及び協働のプロセス評価

集計表

(7)資 料 ５ まちづくり活動団体等アンケート調査報告書

 

（資料５）
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１ 開会

〔事務局〕

令和６年度第３回審議会を開会する。協働によるまちづくり審議会規則の規定に

より、委員 15 名中 14 名の出席で過半数に達し、会議が成立している。なお、１名は

遅れて参加する。また、協働によるまちづくり基本条例の規定により、本日の会議の

内容は公開する。終了時刻は 20 時 30 分を予定している。よろしくお願いする。

 
２ 会長あいさつ

〔会長〕

地元から広島県への移住を考える際、地域を越えて助け合っている廿日市市の姿

に魅力を感じ、ここに決めたという経緯がある。住み続けている中で、協働が廿日市

市の魅力ではないか、と感じているところ。

時が経つにつれ、協働は魅力だけでなく、まちの持続に必要となっており、アップ

デートが必要。今回の審議会では、過去から続いている協働を振り返り、重要なエッ

センスを継承しながら、これからまちに必要な協働とは何か、ということについて、

それぞれの立場から意見をいただけたらと思っている。よろしくお願いする。

３ 議事

〔事務局〕

それでは、協働によるまちづくり審議会規則の規定により、議事の進行を会長に

お願いする。

 
〔会長〕

まず、議題１について事務局から説明をお願いする。

〔事務局〕

「議題１ 第４期協働によるまちづくり推進計画の策定について」説明する。

（資料１、２に沿って説明）

〔会長〕

皆さんから確認や意見があれば伺う。

〔A委員〕

議題１の内容を確認するのか、議題の進行の仕方を確認するのか。

〔会長〕

事務局からの説明について、確認したいことがあれば伺う。
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〔B委員〕

骨子案の１１ページ「評価及び支援」がある。評価の方法については、自分の中で

腑に落ちないところがあった。これから計画の中で、協働によるまちづくりの評価を

どのように考えていくのか、大枠でいいので教えてほしい。もしくは、皆さんで話が

できればいい。

〔事務局〕

事業評価などだけではわかりにくいため、事務局の分析を見ていただくなどして

いるところ。協働はあくまで手法であり、皆で考えながらまちづくりを進めて行くこ

とが、この条例の主たるものであるが、浸透状況など数字で評価することが難しい。

評価項目によっては、次期計画では、市民アンケートの結果など、ある程度数字で表

せるもので評価する。審議会などでご意見を伺うことも評価につながると考えてい

るため、ご意見をいただけたらと思っている。

〔会長〕

議題２にも関連するので、後ほど繰り返し議論いただけたらと思う。

〔C委員〕

協働によるまちづくりを推進する上で、庁内の協働という視点が非常に大事では

ないか。庁内での協働の仕組みが必要という声をよく聞くため、その辺の評価も入れ

ていただけるといい。

〔事務局〕

市役所内部の横の繋がりや連携が少し弱いというご意見だと思う。確かに、縦割り

になっているところは残っている。第３期ではその辺を自己評価するためにプロセ

ス評価を始めたが、事業内容の評価になってしまっていた。次回は、協働のプロセス

を大事にした評価を意識していきたい。

〔会長〕

２点確認がある。１点目は資料１について。計画案の諮問が１２月にあり、令和８

年度２月に答申するという日程が短い気がする。このスケジュールで問題ないか。

〔事務局〕

案について確認いただくという意図で諮問を１２月に入れている。少し早めに諮

問する方向で考えていく。
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〔会長〕

市長からの諮問であれば、ある程度、課題を共有した上で計画を練る方がいい。

２点目は資料２の１ページのところ。今回の計画策定では、基本条例の変更はしな

いということでいいか。

〔事務局〕

条例については一度見直しをいただいているため、現在の条例に沿って計画を策

定する。

〔会長〕

承知した。条例で規定されていることがあるため、変更可能な部分と変更不可能

な部分がある。その辺は事務局で、明示していただけると助かる。

〔B委員〕

第１回、第２回、第３回の審議会での議論の内容は。

〔事務局〕

４月から６月にかけて、策定委員会等で仕組みごとに目標値や取り組みを決める。

素案ができた段階で、一度、皆様のご意見を伺う。その後、市議会などに見ていただ

き、１２月の審議会で審議。３回目で最終的な答申をいただければと思っている。

〔会長〕

総合計画との関連性などもある。若干スケジュールは変わるといったことは承知

している。

〔D委員〕

資料２の７ページ、第７条第２項に米印がある。また、市民活動センター等となっ

ているが「等」とはなにか。

〔事務局〕

市民センターや地区の集会所などが該当する。

〔D委員〕

地区集会所も入れてほしい。米印があるが注意書きがないため、きちんと明記して

ほしい。

〔会長〕

続いて、議題２について事務局から説明をお願いする。
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〔事務局〕

（協働によるまちづくりの実施状況について説明）

〔会長〕

通常であれば、事務局がアンケート分析等をもとに現状や課題を提示し、議論をす

るが、今回はまず、皆さんの意見を伺うことがこの会議の趣旨と聞いている。すべて

の意見を反映することは難しいが、比較的自由に気付きや課題等について話をして

いただきたい。

〔E委員〕

先日、イタリアの大統領が宮島に来られるということで、国際交流・多文化共生室

から町内に通知が配布された。通知の最後には「外部への公表はお控えください」と

書いてあったが、町内全域に配布されており、何をしたらいいかわからなかった。情

報を外部に出さないだけでなく、もし遭遇されたときに笑顔でお出迎えしましょう、

といった言葉を入れるだけでも違う。私たちに何を求めているかわからない。あまり

厳しく規制をしてほしくないというのが本音である。

〔事務局〕

警備の問題もあって詳細な情報は示せないが、生活に支障が出ると困るというこ

とで、宮島町内の方には情報提供をさせていただいた。

〔事務局〕

外国の要人がお越しになる際は、警備体制やセキュリティーの調整が直前で変わ

る。それを待って対応することが難しいため、早めに対応をした結果、何をしたらい

いかわからないという状況になってしまったことは、申し訳ない。

〔会長〕

行政から市民への働きかけと、観光という分野での協働のあり方についても考え

る材料になる思う。

〔A委員〕

私は、廿日市市の中山間地域で高齢者の健康づくりをしている。会議資料のアンケ

ート結果では共通の課題が見られることから、まちづくり活動に役立つ講座を開催

してほしい。まちづくりに参加される方はセカンドライフを楽しむ方が多い。皆が住

みやすい廿日市のまちをつくるために、学びなおしの場を提供してほしい。

資料４－２の情報発信の部分に、市公式ラインの登録者数が５，０００人増加した

とあった。細かな分析をすれば情報発信について達成目標や評価もわかりやすい。防
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災のこともあり、特に情報発信は大事であるため、お互いに助け合う取り組みも今後

は必要ではないか。

〔会長〕

いただいた意見を踏まえた形で、計画を作っていくため、できるだけたくさん意見

を出していただき、質問の部分のみ回答をいただく。ラインの登録者数は何人か。

〔事務局〕

市内の方だけでなく市外の方も入ってらっしゃるかもしれないが、現在は約２５，

７００人。

〔F委員〕

基本条例の逐条解説第４条第４項に「事業者も、まちづくりにおける市民の一員で

す。」、「企業活動を通じた地域活性化への寄与に努めること」とある。例えば、地

域の人を笑顔にしたり、困っている人を助けたりするために働いている方がたくさ

んおられる。私もまちづくりに関わるものとして仕事をしていると思っているが、売

り上げや利益が出てくる。評価される、されないの違いに、公益性や公共性がある。

まちづくりの一員として仕事をしているが評価されない。評価されるためにはどう

したらよいか、疑問。

〔会長〕

事業者として儲けることをしつつ、まちづくりをすることは持続するためには重

要。仕事を続け、仕事によってまちづくりがなされることをどのように評価するか。

何かご意見があるか。

〔事務局〕

何かを一方的にお願いし、協力してくれた相手に利益が全くないのは協働ではな

いと思う。

評価される人とされない人の違いは難しいが、アピールしてもらえたらその取組

を認知できる。お互いに理解が進み、どこかのタイミングで一緒に協働しようという

流れになると思っている。

〔会長〕

事業者については、資料４－２の特性を生かしたまちづくりに、コミュニティビジ

ネスという形で示している。この作り方の再考が必要。コミュニティビジネスとソー

シャルビジネスは違う。ビジネスを生むまでが中心になっており、すでにビジネスを

お持ちの方がどう協働に関わるかという記述が非常に少ない。
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今回の意見を受け、ビジネスを起こされている方への支援やコミュニティビジネ

ス以外を入れるかどうかというあたりも議論をしていければと思う。

〔B委員〕

評価する側、される側というところで、評価するのは誰か自分もよくわからないと

ころはある。地域で活動をする中で、やりにくいと思うこと、繋がる仕組みの評価な

らこんな方がいい、ということはわかる。様々な活動や協働がある中で、コミュニテ

ィを越えてどう繋がるかなど、廿日市市と協働が繋がる部分の評価の方が議論がし

やすいと思う。

〔会長〕

取り組みごとに評価してることが、果たして評価として必要かということか。

〔B委員〕

根本的の話になるので難しい気がする。皆さん、どうか。

〔A委員〕

以前、評価について議論したことがある。結果的に定性評価となった。コロナ禍と

いう社会背景も踏まえ、そのようにしたと思う。数字に意味を持たし、評価する文言

に変えていかなければ、というところがあったのではないかと考えている。定性で考

えていくのがいいのではないか。皆さんのご意見を聞いてみてほしい。

〔会長〕

条例上の評価は。

〔事務局〕

第１５条に「市民の役割」として、よいまちづくりをしていくためには、自分たち

の活動を１回評価し、もっと良くなるような活動にしていきましょうということが

書かれている。

第１６条については具体的例を思い浮かべた。過去の民間提案制度で「こどもがつ

くるまち」を提案され、採択された。これを評価とすると、上から目線で申し訳ない

が、すべての活動を支援していけるということではなく、一緒にやることで、より効

果的なまちづくりができると思ったものはしっかり評価し、一緒にやっていくとい

う意味も含まれていると思っている。
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〔事務局〕

市のまちづくりの方向性と事業がうまくマッチングすれば、一緒に協働が進んで

いく。１個１個の事業として見定める評価と、まちづくりの中では定性評価というよ

うな形で、なかなか数字では表せない部分も出てくると思う。

〔会長〕

評価については、この場で、決定的な結論が出ない。計画を作る段階で、体系的な

示し方をしていただいてもいいか。

骨子案の３ページの評価と１１ページの評価は意味が違うと思う。そこをひとく

くりで説明しようとしているので難しい。先ほどの発言に関して言うと、公益性や公

共性、社会的な公共を生むものについては、評価する指標は出てくる、その意味では、

事業者やボランティアといった区別ではなく、成果として社会利益を生むところは

入っている。そこは検討の余地がある。今のご意見を受け、評価の体系を考えていけ

ればと思う。

〔D委員〕

資料４－１を読み、協働状況が気になった。まちづくり活動団体等、事業者、市民

とあるが、「なし」や「参加者」のみ記載されているものもあり、具体的なことが全

然書かれてない。関係部署が事務的に評価をしている。記入をしてもらうときは、件

数や人数を書いてほしい。ただお金を出し、事業者で実施し、報告書を出しただけの

事業を、やりましたと言われても協働とは言えない。細かい協働も書けるようなこと

をしてもらえると嬉しい。

大野地区で様々なイベントをしている。そういったことも出せるようにしてもら

いたい。お金をかけた事業ばかりやっていると言われても評価できない。

〔事務局〕

表は市が主体で行っている事業を上げているため、地域の事業などはこの表には

上がってこない。

協働を取り入れているかということに重きを置いて見てもらいたいところ。確か

に書いた人によって差があるので、その辺は考える余地はある。

〔D委員〕

この評価の考え方は市の評価であり、活動団体の考え方ではない。協働は活動団体、

市、市民がそのことを考えているかどうかであり、市が比較し、一方的に評価をして

いるというとはないように、協働の考えを持ってもらいたい。これでは上から正しい

からやれと言っているようなもの。その辺りの視点を入れてほしい。
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〔会長〕

まずは庁内から変わろうということで評価を出されてたと聞いている。次の段階

として、主役は市民なので、市民の活動についての評価、市民の協働の活動について

発信できるようにしていければと思う。

〔G委員〕

福祉の分野から資料を見た。資料５の８ページに、活動を行う上での課題に関する

回答結果が出ている。その中で、例えば、世代交代がなかなかできてない、リーダー

が育たない、新しいメンバーが増えないということは、令和２年度も令和６年度も、

数が多かったり、他市でも同じことがあったりと、共通の課題であり、なかなか厳し

い課題。

同表の「自分たちだけでは地域の課題が解決できない」が、令和２年は１０.５％

だったが、令和６年度は２５％。単純な比較はできないがかなり増えている。市民が

活動を行う中で、いろんな課題は見えるが、人手不足や課題が専門的であるためなど

の理由で、自分たちだけで課題解決できないことが現れているのではないか。

資料の４－１の関係部分で言うと、福祉分野であるが、３８番、４０番が該当する。

例えば、４０番であれば、専門職や地域の人たちが一緒になり、介護度が高くならな

い、高齢者が孤立しないような取組をしていること、３８番であれば、地域のいろん

な課題を専門家と事務局が一緒に話し合うなどしている。このようなことを一生懸

命進めていかないと、住民の活動者ではなかなか解決できない。このことに、切迫性

を感じてるではないか、ということをこの両方を通じて感じていた。そういう点を協

働の中に含めていった方がいいのではないか。

〔H委員〕

佐伯高校では学生の地域活性化の活動なども盛ん。資料４－１の９ページにも佐

伯高校の活動がある。私は佐伯文化センターでもいろんな学校からメンバーを集め、

地域活動をしていた。

一方で、資料５の８ページには「活動の中心となるリーダーや後継者が育たない」

とある。自分が立ち上げたプロジェクトも、結局自分の代しかいなかったり、佐伯高

校での活動もおそらくそんなに盛り上がっていなかったりする。活動を思い出した

ときに、本当に学生の自主性があったのかと思う。

例えば、高校 1年生のとき、いろんな趣味とかを持った人の活動の場を作ろうと友

達と総合科学部という部活を立ち上げたが、翌年、地域魅力推進部に名前を変えられ

た。高校生が地域活性化のために活動してました、という記録にはなるかもしれない

が、そういうやり方では後継者が育たない。生徒の自主性を尊重し、活動の場の環境

を整えることに、尽力するべきではないか。
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〔会長〕

まちづくりをしっかりやっているが、なぜか数値が後退している。本質的な解決策

までたどり着いてない可能性がある。その辺もご指導いただけたらと思う。

〔副会長〕

廿日市市国際交流協会で活動している。外国人住民が暮らしやすいまちづくりは

大事なところ。

昨年４月、一元的に相談に乗る外国人相談センターが開設された。周知されてない

ところもあるが、相談に来られる方もいる。その中で、子育てで困っている方、外国

人住民の高齢化問題も当然あり、病気で困っている方もおり、支援している。

多文化共生という言葉があるが、その辺を町内会、消防、警察、福祉関係の部署を

含む市などと情報共有をうまくできるような共有の場ができればいい。

また、市の委託事業として日本語教室を実施している。外国人の方は日本で生活す

るにあたり日本語の上達を望んでいる。現在、廿日市市内には７つの日本語教室があ

り、廿日市地区や友和、大野でも開催している。学習者が多く、７つの教室を合わせ

ると４８名。一方、支援者が２９名。その辺についても一般市民の協力を仰ぎたい。

〔会長〕

国際交流・多文化共生の取り組みがあまり多くはないので、その辺も見直していた

だきたい。

〔I委員〕

「協働」というワードをいろんな地域の人からも聞くが、話の際に「市はやっぱり

やってくれんよね」という発言をよく聞く。自分たちが１００％やった上に、補足の

２、３割やってくれても協働。そもそも、１つのことを１００パーセントするために

市が５０％、自分たちが５０％というのは多分無理である。もう少し「自分たちが１

００％するので、補助してもらい、１２０、１３０％の事業にしていきましょう」と

いう感覚の捉え方をして発言してもらえたらと感じることが多い。自分たちでやろ

うと思ったのであれば、自分たちで１００％やった上の補助でいいのではないか、と

言うが、偉そうにっていう言葉も返ってくるので、なかなか難しい。

「協働」とひとくくりにしてもどちらが主体かわからない。やりたいのであれば自

らが率先したらいいと思う。これが協働という答えもないので、議論や発言が難しい。

〔会長〕

市民主体の協働の話に至っていないので、おそらく皆さんの活躍の場面がない。は

やくそこまで至ることが大事だと改めて思う。
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〔J委員〕

教員の立場で、学生にできるだけ地域に目を向けてほしいと思い、いろんな活動を

しているが、誘いかけても、自主的に来てくれる方は１人いるか、いないかくらい。

その方も、学年が変わると行かないというところも悩み。半ば強制という形でないと

１歩踏み出してくれないので、地域のことを知ってもらいたく、授業の中でわからな

いところを知ってもらえるようなお膳立てをする。楽しんでくれたり、学びがあった

というフィードバックをもらったりするが、学生は忙しすぎる。次から次にやること

があるので、なかなか次の世代に繋げることは難しい。外部からボランティアなどで

出てきてほしいという依頼がある。情報提供するが、学生も忙しい。誰かのために、

と活動する学生もいるが、最近は自分の時間を大事にしたい、ボランティアに興味が

ないという学生もいる。自主性という意味では、強制的にさせることは反省をしなく

てはと思った。

最近、地域の行事に参加したが、イベントの回覧もなかなかスムーズに回らない。

近所の宅地化が進み、新しい人が入ってくる。新しい人に情報がなかなか回ってこな

い。もともと住んでいる方は高齢化しており、回覧版をまわしているが、不在で回ら

なかったということもある。新しい方はラインのグループを作ったらいいと言うが、

ラインを使えない人もいる。地域の中でいかにコミュニケーションを取るかという

ことは非常に課題。居住者も変わる中で、その辺の課題は早急に、何か対策しなくて

はいけないということを感じた。

〔K委員〕

廿日市地域にコミュニティや自治会などが１１団体あり、その代表のような立場

で出席している。団体代表者が１１人いるが、いろいろ悩みを持っており、会合の中

でも話し合いをする。行政を頼っている人もいれば、頼らない人もいるが、もう少し

行政が頼られる存在であればと思う。

地域振興課、危機管理課、健康福祉総務課、農林水産課など、市役所関連の関係部

署はたくさんある。話の中である程度これを言ってもだめ、というところがあり、自

分で壁を作ってしまうが、もっと相談できるような体制ができればいいと思う。

現在、協働ということで盛んに言われてるのが、学校関係。コミュニティスクール

をしているが、自分の地域では、随分以前から学校と地域との繋がりがあったと思う。

各課でいろんな交流会や情報交換会などを開催しているが、自分たちにとってレベ

ルが低いこともある。毎回同じような内容レベルの話をされる感じもあり、もう行か

ないとなる。レベルを考えた事業もあっていいのではないか。

指定管理者が市民活動センターを運営し、いろんな事業をされているが、評判がよ

くない。やってるだけという感覚が非常にある。
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〔L委員〕

この２年間、町内会長をしていた。アンケートでも結構高い形で、関わりがあると

か、関わりたいと書いてある。町内会も人が減る中で、市役所に聞いたら、基本入会

の強制はできないと言われる中で、新しく入会された方のところに町内会長が行く

ところまでも町内会のほうでやらないといけないのかどうか。

新しい人が入ってくる中、清掃などいろんな活動を一緒にすることで顔がわかっ

たり、お話できたりする。そういったことに携わったことで、近所の方とも話ができ

るようになったことはよかった。

セキュリティの問題で防犯カメラをつけて欲しいといった声も上がる。市から補

助があるが、財源がない。その辺のところも考える中で、町内会やコミュニティの活

動に参加しやすいような廿日市市にしていただければいい。

〔会長〕

地域ベースの協働も関心があるので、その辺りの配慮をお願いする。

私からは３点伝えるので、検討材料にしてほしい。

１点目は、目的と手段が一致しているか確認をしっかりしてほしいということ。例

えば、資料４ー１のナンバー１「協働によるまちづくり交流会」で事業目的が書いて

あるが、手段として実施している内容は、防災や健康をテーマとした講演会開催。目

的と手段が本当に一致しているか。同じことはナンバー５にも言え、手段と目的が一

致してないっていう箇所が多い気がする。そこについては、再点検しないと決して成

果は上がらないと思っている。

２点目は、比較的評価が高いのは、行政の庁内で完結する事業のように思うこと。

市民を巻き込んだ、市民主体でやってもらうという行政がやるべき事業については、

その巻き込みや市民が主体になる部分ができていないように思う。市民の活動をも

う少ししっかりと中心に置くこと。そのデータは計画として、必要ということも皆さ

んの認識と一緒。

３点目は、資料５を見た際に、６０才以上の回答者が５０％近いという分析になっ

ており、比較的年配の方のニーズを拾っている。そこでも課題が出ていることは見て

とれる。同時に、もう少し若い層のニーズを拾うことをしていかないと、次の計画を

立てることができないのではないか。その点、何か作戦があるのか。

〔事務局〕

若い人たちの声を拾う機会も確かに少ない。総合計画策定の際に、若い人たちを対

象とした会議などを開催している。そういったところで出てきているワードなどを

材料として使用することは考えている。
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〔会長〕

２０代の話を聞いてほしいというわけでもなく、それぞれの立場の状況があると

思う。このアンケートは活動している方を対象としており、かつ年代にも偏りがある。

もう少し広い層で拾っていかないと新しい計画にならず、課題が広がっていく可能

性があるので、留意をしてほしいし、確実にやっていきたいところ。

〔B委員〕

資料４ー２ではプロセス評価を集計し、評価できる点、今後の課題とある。市役所

は様々な部署がある中で、地域の方と接することが得意な課もあれば、そうでない部

署もたくさんある。サポートや皆で共有しましょうと声掛けしたりするだけではな

かなか難しい。その議論をしていくのがいいのではないか。

〔会長〕

庁内の職員の意識を変えていくことの必要性ということか。

〔B委員〕

意識だけではなかなかできないが、取りまとめもなかなかできないかもしれない。

浅原まちづくり交流センターの指定管理を受けている立場で言うと、こういうこと

をしたいと本庁側から言われたら、地域を繋ぎましょうというようなことも、したい

と思っている。

アンケートで本庁に相談する割合が大きくなっていることは課題だと思っている。

市民活動センターの話もあったが、誰がどこへ行けということではなく、どういう流

れがいいのかいう話ができるといい。

〔C委員〕

骨子案の１６条に、「市民が取り組む活動が、社会公共の利益を生むまちづくりの

活動である場合、その活動に対して、市が技術的、金銭的などさまざまな形で、相応

の支援を行う」とある。技術的なことでは、市民活動センターのことで言いたいこと

はあるが、金銭的なことでは、例えば、広島市の「ふむふむ」（市民のファンド）の

ように、必要な活動に対し、みんなで審査し、必要な金銭を助成するようなシステム

がいいなと個人的に感じている。

〔会長〕

財源のあり方から市民参画を考えていければと思う。

〔F委員〕

はつかいちが好きといえるまちづくりは、自分のまちづくりに関わっている感覚

の方が、みんなにぴったりくるのではないか。例えば、引きこもりの方やなかなか交
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流に行けない方たちも、その人たち向けに花を植えるなどの役割を与えられるので

はないか。そうすることで１人残らずまちづくりに参加できるのではないか。

〔会長〕

仕組みを作ることも大事であり、１人ひとりができることから始めていく視点も、

今から必要ではないか、ということを次は入れていけたらと思う。

事務局に進行をお返しする。

 ４ その他

〔事務局〕

その他、皆さまから何かあるか。

３月１７日に協働によるまちづくり基本条例逐条解説の改訂を行ったので報告す

る。

最後に地域振興部長からご挨拶申し上げる。

５ 地域振興部長あいさつ

〔地域振興部長〕

本日は、長時間にわたりご審議いただき、ありがとうございました。閉会に当たり、

一言ご挨拶を申し上げる。いろいろなご意見をいただいたので、これを次期計画に生

かしていきたい。

個人的な意見で言えば、協働はまず相手を否定せず、受け入れていくところから始

まるのではないかと思っている。皆さんのお話をお伺いしている中で、市民の皆さん

の地域づくり、まちづくりの活動を全部把握できていないところが今後、努力してい

かないといけないところだと思っている。おそらく、市民の方で、実際には大なり小

なりまちづくりに参画してない人はいない。そういった細かいところまで拾い、皆さ

んにお伝えできればいいと思っている。これは次年度以降の課題として、お預かりを

さしていただきたい。

スケジュールで示したように、来年度は合計３回の審議会を予定している。今日の

ような皆様からの忌憚のないご意見をいただきたい。

先ほど、委員さんからの発言にあったように、活動される方の自主性を生かしたま

ちづくりは、すごく貴重なキーワードだなと思って受けとめた。ぜひ次期計画にもそ

れを生かしていきたい。

引き続きよろしくお願いする。

６ 閉会

〔事務局〕

以上で令和６年度第３回審議会を閉会する。本日はありがとうございました。



2025年4月27日（日）

13:00～15:00

廿日市市役所　７階会議室　

第４期協働によるまちづくり推進計画の策定にあたり、15名の委員で

構成する策定委員会を設置し、第１回の委員会を開催しました。 

委員会は、委員のみなさんが実践もしくは感じているまちづくり活動の

現状や課題などを踏まえ、協働によるまちづくりのさらなる推進のため

に、今後必要なことについてご意見をいただき、次期計画に反映する

ことを目的に開催します。

第1回　策定委員会

2025年5月22日発行　廿日市市 地域振興課

計画策定に向けたスケジュール　（予定）

時期 会議名 内容

ステップ　1
４月

★第１・２回　策定委員会 　①現状の共有（計画全体の方針への反映等）
　②特に強化すべき取組について（取組方針への反映等）

ステップ　2
５～６月

職員ワーキング 　・第４期推進計画素案（仮）の作成
　　　計画全体の方針や取組方針、成果指標・目標値の検討

ステップ　3
６～７月

★第３回　策定委員会
　・第４期推進計画素案（仮）の確認・不足事項の追加等

　・第４期推進計画素案の作成

ステップ　4
７～３月

協働による
まちづくり審議会等

　・審議会やパブリックコメントなどの意見を踏まえた調製を行い、　
    第４期推進計画を策定

第１回では、４グループに分かれて、協働によるま

ちづくりの現状について、情報交換と意見交換をし

ました。

まず、多様な主体が「協働」で取り組んでいるまちづ

くり活動の事例と、「協働」で取り組んだことによって

生まれた効果を出し合いました。市民同士のつなが

りによる活動をはじめ、さまざまな活動事例が挙がり

ました。

次に、それぞれの活動において、「協働」を一歩進め

るために必要と感じている点や課題などについて、

意見交換しました。

今回の情報や意見は、計画全体の方針や取組方針

等の検討に活用します。

廿日市市協働によるまちづくり基本条例 パンフレット　　二次元コードからアクセスしてみよう！

（資料６）



廿日市市における「協働」のまちづくりの現状についての事例共有

取　組　名 目　的 プレーヤーと［役割］

FMはつかいち まちを元気にする！
防災・災害時に役立つ！

パーソナリティー×ゲスト・取材対象
［発信だけでなくつなげる・まきこむ］

シェアスペース ORIZA
人が集い・つながることができる場・何
かチャレンジをしたい人がふみ出せる
場

利用する人・お客さんとして来る人×近所の農園の人×市民セ
ンター［出張講座］

地域食堂 「きずな食堂」 人と人、地域と人の繋がりを目指して 民生委員×グループホーム×フードバンク×子どもたち（学生）
×地域の人×材料提供者×手伝いに来てくれる方

吉和農援隊 吉和野菜のPR、吉和ブランドを作る、
新規就農者の呼び込み ［野菜を作る］×［情報を発信する］

2025こどもがつくるまち
＠大野みんなのまつり

未来のプレーヤー育成をめざして、疑
似のまちをこどもたちの手でつくり、計
画から実行まで責任をもって行う

大野支所［広報の支援］×大野町商工会青年部［場、物
品の提供］×協賛企業［協賛金、ブース］×大学生・高校
生・ボランティア［相談役・実働部隊］×ボランティア（保護者・
一般）［見守り・手伝い］×保護者［買い出し・立替］×学
校［広報の支援］

津田小の野外活動受入
野外活動として学校教育の一部にな
る、普段はできない体験をしてもらう、
浅原のことが好きになる（地元のこと
を知る）

浅原の未来を創る会［段ボールベッド組立説明、物品貸出］
×NPOあさはら［活動支援・コーディネート］×上田宗箇流茶
道部［お茶会運営支援］×めだかの学校［昼食・授業支
援］×民児協［見守り］×キッズNPO［インストラクター］

こどもテックキャラバン
こどもたちの“新しい人”や“もの”との出
会い、初めての体験、ワクワクするよう
な体験

私［プログラミング講師］×㈱オープンアップグループ、㈱テイクア
ンドギヴ・ニーズ［資金］×広大さんけん部、フウド（江田島）、
㈱BPL［運営］

DDD.Labo
(スリーディーラボ）

ものづくりの町・府中市、小学生の早
い段階でのものづくりへの興味、将来
府中市の製造業への就職

府中市×府中商工会議所×府中市教育委員会×府中青年
会議所×広島県ドローン協会

津田商店街をつくる会 商店街、地域の活性化 円卓会議（月１回）、店主×支所×商工会×市民センター×
保育園から高校まで［それぞれの立場で発言、協力し合う］

子どもを自然で遊ばせる‼
（ビルドニュー）

吉和の自然を楽しむ、山・川・火の遊
び方を子ども達で伝えていく、学校・
親に言われる『ダメ』を全力でやらせる

吉和コミュニティ×吉和学園×ビルドニュー

今年度スタートしたいこと
地域学校協働本部主催
「保護有志のグループ」で
夏休みの子どもの見守り合い
（放課後子ども教室）

親世代×子ども×地域の顔の見える
関係性をつくること（つながり）、親
世代が地域活動を「やらされている」
のではなく必要なこと「やりたい」と思え
る雰囲気作り

市民センター［集まる場を貸す］×コミュニティ［子どもたちと関
わりたい人を掘り起こす手伝い（チラシ配布、ボランティア
等）］×PTA執行部［PTAの改革をしながら今の親にとって本
当に必要な取組の掘り起し（アンケートによるニーズ調査）］
×社会福祉協議会、生涯学習課、地域共生社会推進室
［公的な組織の方から意見・アドバイスをもらう環境づくり］

大野地区コミュニティスクール 地域で育てる子ども、地域に愛着を
持てる子どもを育てる 大野地域の小中学校×区・自治会

どろんこバレー大会 移住促進をめざして地区外から参加
募集

田んぼ所有者［会場の借用協力］×はらっぱマルシェ［併催、
お互いにPR、SNSの活用］×小学校［駐車場］×消防団
［交通整理］

ナガスタ

誰もが集える・やりたいことをシェアでき
る場、地域に住む人・通う人・関わる
人のワクワクを生み出す場、誰もが働
きやすい場（お手伝いしたくなる場）、
相談しやすい頼られる場

津田商店街を創る会（商店街で働く人、住む人）×津田小・
佐伯中・佐伯高×廿日市市（佐伯支所、地域包括、住宅政
策、福祉総務）×社協×浜本工芸［木、革のアップサイクル］
×WOODPRO［木材のアップサイクル］

はつかいちアートrevolution
（谷村麗制作室）

発達障害をはじめとする様々なマイノ
リティーの子ども、アーティストの作品
展（生きがい、チャンス、個性の活用、
共有）

会場×掲示場所×スポンサー×参加者×運営（家族）×後援
先

廃校の活用
「目的」が不明確（人によっていろい
ろ）:とにかく学校使いたい、関係人
口増やしたい、働く場所をつくりたい→
新たな施設運営

コミュニティ［実際の運営］×市［業務委託費、PR＋誘致］
×地域住民［商品提供、利用］×技術をもつ人［イベント実
施、ノウハウ伝授］×インフルエンサー

地域の農産物の商品化
廿日市を知ってもらえるよう地元の材
料をつかってつくる（食品ロス減をめざ
して）

農家のみなさん［生産］×商品を作ってくれる人［製造］×
売ってくれるみなさん［販売］×FM、新聞など［PR］×フライ
ヤーをつくる人［SP］×商工会［開発支援］×［補助金］

議題 ： 協働によるまちづくりの現状について第1回　策定委員会



※グループごとに出た意見を事務局が分類

協働による
まちづくりを

推進する仕組み
「協働」により生まれた効果

「協働」を一歩進めるために
（出た意見のキーワードを抽出）

特性を生かした
まちづくり

●知っている人が増える
●児童と地域住民が顔見知りの関係になる
●切れ目のない地域内の人間関係づくり
●地域住民の応援参加、交流機会増加
●地域外の皆さんが訪れるようになった
●地域の認知度上昇
●他エリアからの視察（安芸太田、東広島、埼玉、安芸高田、広工大）
●企業が場所を貸してくれた
●保育園・小学校・中学・高校の連携ができる（みえる）ようになっ
た
●利用者同士でつながって新たな活動につながった
●子どもから大人まで初めて会った人とも“一緒に何かやってみよう”の
会話が生まれた
●地域の方々のコミュニティの場になっている
●市民センターが子どもの居場所に
●ナナメの関係ができて第３の居場所となっている
●集まってランチやお茶する場所ができた
●イベントの出店
●防災（避難訓練）の練習
●新店舗が増えた（平日に商店街を歩いている人がいる）
●販売先が増えた（農家、自家菜園）
●一食100円で喜ばれている

●他地域・他企業とコラボ（連携）する
●活動場所が欲しい
●空き家の活用も有効と感じる
●活動をするための資金がもっと必要
●スポンサーからの活動資金等の支援
●同じ目標を持って活動している人や、協働して
活動できそうな団体とのマッチング
●活動しやすいまちづくりを行政に期待
（美しいまち）
●活動にきてもらう移動手段（バス等）に行政
の支援があれば

情報発信による
信頼関係づくり

●広報しやすい

●集客力大きく、PR効果大

●口コミで少しずつ来場者が増えた

●吉和のこども全員に周知できる

●名前を知ってもらえるようになった

●地域外に廿日市ブランドのものを知らせる

●情報交換できる

●発信したことをみんなで共有して実行、参加できた

●ナガスタに言えば何とかなるかも！と相談してもらえるようになった

●情報発信や広報の仕方を工夫する
●活動を周知し、知名度をアップさせる
●もっと魅力を発信し、市民に活動について興
味を持ってもらう
●市役所の中での連携を強め、内部の情報共
有をしてくれたらもっとスムーズに活動できる
●市役所の体制を見直し（内部連携含む）

人づくり

●やっている人をみてチャレンジしようと思う人がいる（波及、後押
し）
●地元チームの参加は若い人のチーム限定、若い人の掘り起し効果
●各種イベント参加者　計430人
●こどものプログラミングへの理解（親も）、自主性・創造性
●自己実現
●最初の取組で実績が出せた（本人の自信、まわりの応援需要が
あることが分かった）
●自分のつくったものの新たな活用方法を知る
●地域と学校が連携して子どもたちの育成に関わることにより子どもた
ちに地域への愛着がわく
●こどもの広島への愛着
●浅原へ通いたくなった？

●市職員（特に教職員）の業務負担を減らし、
地域の要望に対応できる余裕をもってもらえたら
●既存団体が新しく入る人を受け入れる意識を
持つ
●活動に興味がある人が気軽に参加できる体
験の場を提供する
●団体内で、負担を軽減するために役割分担を
する
●大人のための講座・イベントも必要
●若手の意見を反映し、次世代につながる団体
の体制づくり
●地域の人同士が話し合いができる場づくり
●経験者が指導しやすい環境を作り、世代が変
わっても活動が継続できるようにする

評価及び支援 ●活動費の支援

●まちづくり活動を評価して活動費を配分するプ
ラットフォームが必要
●地域貢献活動を仕事にしてもらえたら
●活動をするための資金を支援



第2回　策定委員会

2025年5月22日発行　廿日市市 地域振興課

2025年4月27日（日）

15:15～17:15

廿日市市役所　７階会議室　

第２回の策定委員会は、協働によるまちづくりを推進するために特に強化す

べき取組について、意見交換をしました。

まちづくり活動団体アンケートや廿日市市協働によるまちづくり審議会におけ

る意見などに基づいて設定した、次期計画において特に強化すべき４つの

テーマについて、現状の課題等を踏まえ、行政や市民等が取り組んだらいい

ことなどについて意見を出し合いました。

地域等がつながる
　「円卓会議」　の活発な活用

まちづくりに関わる
「人材の確保や育成」

［役割や目的］
多様な主体がつながり、地域等の課題や互いの取組を共有

する場となる。また、課題を共有した主体がつながり、役割分

担しながら解決したり、新たな取組等が生まれたりするなど

「協働によるまちづくり」の苗床となる。

［役割や目的］
まちの魅力向上や課題解決を、そこに暮らしている市民等が

主体的に取り組んでいくことで、地域への愛着の醸成やより安

全・安心な暮らしやすい持続可能なまちになる。

まちづくりを支える
「環境（拠点等）の整備」

持続可能な活動につなげるための
「コミュニティビジネス」の推進

［役割や目的］
市民センターや支所、本庁、市民活動センター等が「まちづくり

の拠点」として、ハード・ソフトの両面で、市民の自主的なまち

づくり活動を支えていく必要がある。

［役割や目的］
地区や地域等のお困りごとを、無償のボランティア等の共助

の仕組みで行うだけではなく、ビジネスの視点も取り入れ、有

償で行うなど、持続可能な活動にしていく。

    

実践すると

どんなよい変化が生まれる？

要因や背景は？

市民等が取り組ん
 だらいいこと

  行政が取り組ん
だらいいこと

現状の課題

アンケート結果等

行政や市民など、それぞれが「取り組んだらいいこ

と」を実践することで、地域への愛着が深まったり、

活動が継続しやすくなるなどの変化が起こるといっ

た意見が出てきました。

今回の意見は、次期計画における取組方針（市の

取組）や成果指標（まちや市民等の状態）などの

検討に活用します。

   特に強化すべき取組 （４つのテーマ）   

第３回策定委員会について

　第１回、第２回でいただいた意見やアンケート調査

等を踏まえ、職員ワーキングで作成した第４期協働に

よるまちづくり推進計画素案（仮）を確認・調整し、正

式な素案を作成していきます。



議題 : 協働によるまちづくりを推進するために

　　　　  特に強化すべき取組について
第2回　策定委員会

  地域等がつながる　「円卓会議」　の活発な活用　　

［現状の課題］　円卓会議を開催・参加した団体等は、その有用性を感じ、求められている一方で、実際に開催・参加している団体は多くは
ないため、より活発な活用につなげていく必要がある。　

［背景・要因］   時間帯／出席者が高齢化／やり方が分からない「それ何？」／マンネリ化／行政からフィードバックがない／出
席してよいか分からない（クローズな会なのか？オープンなのか？）／主要な人物、公的機関の職員しか課題意識を共有していな
い。一般市民が地域課題を知らない。

［行政が取り組んだらいいこと］
●会議のDX化を進める
●参加者の集め方（コーディネート支援）
●拘束時間をはっきりさせる
●中立的な立場のアドバイザー・つなぎ役として相談しやすい人材の
配置
●（課題・目的の方向性を導くための）ファシリテート役を担う
●学校を開いて教員×親×子ども×地域コミュニティの会議を授業の
中で実施する。

［市民が取り組んだらいいこと］
●参加者の役割がはっきりしている（させる）
●自分事として考える
●１つでも参加してみる
●行政をあてにせずにやっていく→住民に興味を持たせる
●市民が主体となって情報（課題）発信を行う

［両者が取り組んだらいいこと］ 　●自分事として考える　　●明確な目標（利害）の共有（共通認識）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●困ることを具体的に示す→課題意識の共有

実践することでどんな
変化が生まれる？

★参加者が増える　★市民からこんな会話しようと声が出る　★参加して良かった会議が増える　
★会議の質が向上　★課題解決　★参加者が増加→アイデア多様化→具現化できる　★子ども
たちの興味につながる　★子どもの頃から教育現場で地域課題を共有することで「自分事化」でき
るし地域への愛着も形成できる　★「コミュニティスクール」を活用して子どもと大人の交流を促進さ
せることで担い手不足を解消

　まちづくりに関わる「人材の確保や育成」

［現状の課題］　多くの団体が子ども・青少年の育成に取り組んでいるが、活動のリーダーや後継者等が育たず（定着せず）、高齢化が進ん
でいる。

［背景・要因］　働き方の変化があるので対応しにくくなった／全体的or強制／共働きが増えた／今までのやり方が変えられない、
考えて作れない／労働としてだけでは難しい／負担が大きい（今までと変える！）

［行政が取り組んだらいいこと］
●市役所の町内会の紹介の仕方
　　…入った方が良いですよ！とメリットを伝える
●どのような市民活動があるのか紹介する
●地域に関わる学生がいたら地域に共有する
●活動資金を支援する
●市民活動の支援策を従来通りのものではなく、工夫して変えていく
●お金を有効な事業に使う
●「地域の課題解決はボランティア」ではなく、しっかりとした仕事にして
くれたら人が地域に定着する
●学校の授業の中に地域の人と地域課題について考える場をつくる

［市民が取り組んだらいいこと］
●地域の町内会等の魅力を伝えられるチラシ等を作る
●新しいことや新しい人などの変化を受け入れる
●世代交代を受け入れる
●継承できる仕組みをつくる
●後継者の育成
●次の世代のことを考えて、活動環境を整える
●若い人を応援
●子ども、若者と積極的に関わる（廿日市に戻ってくる若
者を増やす）
●（子どもの）ニーズを把握した取組

［両者が取り組んだらいいこと］　●今のやり方を変える、回数を減らす  ●愛着を育てる  ●危機感を持つ

実践することでどんな
変化が生まれる？

★町内会の加入率の増加（そもそも計測してる？）　★育ったこともが戻ってくる　　
★戻ってくる人が増える　　★衰退ではなく、維持できる　★地元で仕事したい！(子育てしながら)
が増える（公務員以外の地域の仕事が増えたら）

※主として関連する協働によるまちづくりを推進する仕組み：（１）特性を生かしたまちづくり

※主として関連する協働によるまちづくりを推進する仕組み：（３）人づくり



  　　　　　　　　　まちづくりを支える　「環境（拠点等）」　の整備　

［現状の課題］   活動や運営に関する相談先として、行政に相談する団体は増加傾向だが、市民センター（以下、市活C）や市民活動セン
ター（以下、市民活動C）に相談している団体の割合は比較的低く、市民活動センターにおいては唯一低下している。

［背景・要因］   相談しても反応が悪い／あいさつしない／まるくるの方が話しやすい（市活＜まるくる）／市民活動Cには市の
職員がいない／そもそも相談する内容が分からない／機能の発信がない

［行政が取り組んだらいいこと］
●市役所の外に出て、地域とのつながりをつくる
●HPの充実（市のHPはいまひとつ）
●部署異動の際などは引き継ぎをしっかりする（市民C）…人によって左
右されすぎる
●子どもが来やすい施設にする
●若い人（働いている層）が参加できる企画を行う
●地域の中で「何かやりたい」「得意を生かしたい」という人が市民センター
事業や会議に入っていけるようにオープンに！（大野東市民Cのメンバー
シップをどの市民Cでも‼）
●市民活動センターを直営に戻してほしい
●文科省が「地域とともにある学校」「学校を核にした地域づくり」を推進し
ています！学校を開いてください！校長・教頭の意識改革を‼

［市民が取り組んだらいいこと］
●子どもたちが市民C等に来る仕組みを考える
●市民C,市民活動Cの取り組みに関心を持つ
●「１回行ってみよう」の気軽に参加できるイベントの
実施
●イベントなどがあればとりあえず行く

［両者が取り組んだらいいこと］ 　
●市民Cが遠い→活動に参加する際の交通手段の確保
●使い方のルール（食事の匂い、声の大きさ）→皆が使いやすく居心地よく

実践することでどんな
変化が生まれる？

★ますは市民C、市民活動Cに行く機会が増える　★市民活動Cを中心に地域に絆が出来る　★
公共施設（本庁、学校、市民C）にコワーキングスペースができる　★子どもの保護者を中心とし
たゆるい団体ができる（市内で３団体新規開設）　★自分たちの住む・生きている地域がさらに
好きになる（愛着がわく）　★子どもたちがいることによって子どもたちのために！将来のために！と
いう意識が高まる　★学校も地域の拠点になれば公教育が変わる！子どもの教育格差や体験格
差もなくなる！

　　　　　　持続可能な活動につなげるための「コミュニティビジネス」の推進

［現状の課題］   女性の社会進出や定年延長など、社会情勢の変化により、無償のボランティアや共助の仕組みで地区や地域におけるお
困りごとを解決していくことが難しくなってきており、有償でのまちづくり活動（コミュニティビジネス）の必要性が高まっている中、その取組は
進んでいない。

［背景・要因］　ボランティア＝無償のイメージが強い…名前（言い方）／お金をもらう＝責任が生じる…「有償ボランティア」は
参加のハードルが高い／需要と供給がマッチしていない／人手不足／お金のでどころがない／昔からの慣習があり変化できない／自
分たちでやった方がはやい／「地域活動」「教育」「子育て支援」は稼げない！という認識になり…個人事業として踏み込めない、チー
ムを作るのも難しい

［行政が取り組んだらいいこと］
●コミュニテビジネスという言葉が浸透するために発信の仕方を工夫する
●相談できる窓口を明確にし、相談しやすい雰囲気をつくる
●コミュニティビジネスにつながるアイデアや情報提供を行う
●困りごと掲示板を作り、小さな相談もつなぐ
●シルバーボランティアの若者版をつくる
●ボランティアの証明書を発行する（ボランティアCが発行できるといい）
●地域で活動する人を市が専門で雇う
●生涯学習課の地域コーディネーター等に月給が出るようにして欲しい
●コミュニティビジネスに精通した人に立ち上げを伴走して欲しい（商工会の
創業塾とは別枠）
●人手・お金を出す（活動のための人材や資金の提供）

［市民取り組んだらいいこと］
●意識を変える…市に協力するという意識ではなく、
自分たちがする‼という意識
●やりたいことをやる
●ボランティアを何回かしたら有償にする
●地域外から活動に参加する人から参加費をもらう
●「いいね竹原」のような取組をする

［両者が取り組んだらいいこと］　●ふるさと納税をうまく活用する

実践することでどんな
変化が生まれる？

★地域の役に立っているという意識がもて、うれしくなり継続するようになる　★お困りごとの解決が
生きがいに繋がる　★お困りごとを解決してもらう、解決することで暮らしが楽しくなる　★だれもムリ
しないですむ　★少額でも収入が増える　★バイトじゃないと言える　★地域活性化する

※欲しい機能　
●オープンさ、明るさ　●気軽な相談
（反応）●伴走してくれる存在　●子ど
もたちが入れるスポット（勉強できるとこ
ろとか）●入口に子どもたちが居れる仕
掛け　●コーワーキングスペースの場の活
用（つながりが生まれる？）　●ワーク
ショップ開催機能　●安く印刷できること　
●PC等　●ボランティア活動保険

※主として関連する協働によるまちづくりを推進する仕組み：（１）特性を生かしたまちづくり

※主として関連する協働によるまちづくりを推進する仕組み：（４）評価及び支援



氏　　名 委　員　会　名　等

1 石川　夏香 廿日市市協働によるまちづくり審議会

2 金子　史子 廿日市市協働によるまちづくり審議会

3 早川　幸江 廿日市市協働によるまちづくり審議会

4 林田　隆幸 廿日市市協働によるまちづくり審議会

5 森川　克己 廿日市市協働によるまちづくり審議会

6 山崎　幸　 廿日市市協働によるまちづくり審議会

7 吉田　麗　 廿日市市協働によるまちづくり審議会

8 金澤　萌　 地域福祉拠点運営

9 倉本　良一 次期廿日市市総合計画審議会

10 深瀬　憲司 廿日市市立学校運営協議会

11 光井　祐子 男女共同参画推進懇話会

12 義志　裕子 元地域支援員

13 黒木　真由 元地域支援員

14 中井　皓一 元地域支援員

15 西本　智詞 元地域支援員

廿日市市協働によるまちづくり推進計画策定委員会　名簿



　

職員ワーキング　

2025年7月25日発行　廿日市市 地域振興課

2025年6月23日（月）

13：00～17：15

廿日市市役所　１階会議室　

　第４期協働によるまちづくり推進計画の策定に向けて、協働により推
進する事業に携わる関係部署を中心とした職員１９人によるワーキン
グを開催しました。

　ワーキングでは、これまでまちづくり活動団体に実施したアンケート調
査結果や策定委員会での意見などを踏まえながら、廿日市市協働に
よるまちづくり基本条例に規定する４つの「協働によるまちづくりを推進
する仕組み」ごとに、どのような点を重視し取り組むべきか等について、
グループに分かれて検討しました。

推進する仕組み　　（１）　特性を生かしたまちづくり

取組方針（案） どの様なことに注力すべき？（抜粋）

○ まちづくりの拠点の体制
及び環境整備
　（ソフト及びハード）　

・地区や地域、市域のまちづくり拠点の相互連携と情報共有の強化
・施設のバリアフリー化などより使いやすい施設にするための環境整備
・市民等へまちづくり拠点施設の機能を周知　

○ 多様な主体がつながる場
の推進

・円卓会議の意義・意図の理解を深める研修・情報共有
・市役所内で情報共有・連携する
・地域自治組織の現状・困りごとを共有する機会を設ける
・ファシリテート能力など職員のスキル向上　

○ ビジネスの手法を取り入
れたまちづくり活動の推進

・地域課題の洗い出しと優先順位の設定
・コミュニティビジネスや有償ボランティアなどの取組事例の共有・周知
・地域と学校が連携した人材育成（キャリア教育）の実施　

　推進する仕組み　　（２）　情報発信による信頼関係づくり

取組方針（案） どの様なことに注力すべき？（抜粋）

○ 受け手の立場に立った情
報発信・共有の推進

・受け手に応じた情報発信方法の工夫（対象の明確化、翻訳アプリなどの活用、複
数の媒体からの情報発信、分かりやすい表現　等）
・研修会の実施による情報発信スキルを持つ職員の育成
・必要な情報を必要な人に届けることによる信頼関係の構築

（資料７）



　

　グループで話した内容を全体で共有した後、各自が共感する意見に「いいねシール」を貼りあうことで、特
に重視すべき考え方や取組の方向性を明確にしました。

　今回のワーキングでは、参加した職員の現在の所属における取組状況や市職員としてこれまで培った経
験からの気づきなど、幅広い視点での意見が出ました。今回のワーキングの検討結果や意見などは、次期
推進計画の取組方針等へ反映していきます。

　今後は、策定委員会や協働によるまちづくり審議会において、計画の策定に向けた取組を進めていく予定
です。

　推進する仕組み　　（３）　人づくり

取組方針（案） どの様なことに注力すべき？（抜粋）

○ 市民相互の学び合い
支援

・多世代が自由に出入りできる学びの場づくり
・個人の学びを生かすことを伝える講座など「講座」の内容を工夫する（対話型講座や
出張講座の開催）　
・学びを生かす活動の場の提供や講座開催などの情報が広く届くよう支援する　

○ 子どもや若者の地域へ
の理解や愛着の醸成

・学校と地域の連携を強める
・学校を核に地域のことを学ぶ（廿日市市について体系的に学ぶ、ふるさと学習の継
続等）
・子どもや若者が主体的に活躍できる地域づくり　　

○ まちづくりに参加・参画
しやすい仕組みづくり

・互いを尊重し、多様な主体が連携できる場づくり
・まちづくり拠点の体制を整える（相談体制、伴走支援、マッチング機能など）　
・参加しやすいように既存の取組等を見直す

○ 協働によるまちづくりの
担い手としてふさわしい職
員の育成

・地域と顔の見える関係性を築く（地域に出て、直接関わる）
・調整力・対話力・現場力を養う研修の充実
・協働を意識して他部署や関係者と課題や情報を共有して話し合う　

　推進する仕組み　　（４）　評価及び支援

取組方針（案） どの様なことに注力すべき？（抜粋）

○ 適正な評価及び支援

・適切な支援に向けた評価方法の工夫（有識者による評価、学校や地域と連携して評
価する、市民活動の公益性について分析　等）
・活動がより良くなる手法や支援者を紹介する
・評価が高い活動を周知できる方法を検討



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（１） 特性を生かしたまちづくり

　取組方針（案）　：　まちづくりの拠点の体制及び環境整備　（ソフト及びハード）
★：いいねシール

環　境 ・施設のバリアフリー化（ハード・ソフト）…気軽に立ち寄ることができる施設へ
・集まれる場、交流の場の提供

体制・役割・
情報共有　★

・市民等に市民Ｃや市民活動Ｃなどの各まちづくりに関わる拠点施設の役割の理解
を促す　★★★★★★★
・市職員がほかの所属の仕事を知る　★★★★★
・地域別の職員を採用する　★★
・まちづくり拠点としての役割を果たすための体制を構築する　★
・廿日市市のまちづくりに関する方向性を同じにする
・本庁でやっていることの情報提供を徹底する
・各所属に市民Ｃ職員を配置する/市民Ｃに職員を増やす

市民センター
（市民Ｃ）

・市民Ｃメンバーシップ制度の実施（大野東市民Cで実施中）　★★
・出張市民Ｃの実施（大野東市民Cで実施中）

市民活動
センター

（市民活動Ｃ）

・市民活動Ｃに市職員を配置する　★
・市民活動Ｃを市民活動の拠点にする（機能強化・機能集約）
…人が集まる、活動する人が頼りにする拠点、情報が取れる場所
　　活動する人を紹介できる場所
・中間支援機能を発揮する　★★★
…活動する人を把握することで、市民Ｃにも情報が集まる
　　　⇔市民活動Ｃの情報を市民に共有できる

市民C/
市民活動C ・市民や市内部へまちづくり拠点施設の周知をする　★★

連携
・まちづくり拠点施設で会議を開催する（相互連系の強化のため）
・支所・市民センター連絡会議をすることで、情報共有をし、類似した事業の重複を避
けるとともに、足並みをそろえる。

　グループ発表より
○施設の役割の理解を促す必要性
職員がそれぞれの役割を理解し、再認識する必要がある。
異動が多く、他の職場の仕事を理解しにくいため、連携しに
くい状況がある。

○バリアフリー化の必要性
施設が使いやすくないと利用者にとって不便。

○連携の強化
拠点施設の職員が集まる機会が少ない。会議を開催する
ことで連携が生まれてくる。

○連絡会議や市民活動Ｃの機能発揮
各地域での連絡会議の開催が必要。
市民活動Ｃに市の職員を配置する必要がある。

○まちづくり拠点の認知度向上
市民や職員が市民活動Ｃの場所を知らないことがある。

○市民Ｃのメンバーシップ制
事業や活動に興味を持つ幅広い人々が集まる機会を作る
とまちづくり拠点の体制の整備につながる。

［成果指標］

多様な主体が協働して、地域のニーズや課題の解決に向けて取り組んでいると感じる
市民の割合
まちづくりが活発と思う市民の割合
まちづくり市民アンケートの回答率
支所・市民センター会議、関係機関会議の開催回数
市民活動組織の会議（総会以外）の開催回数
市民活動Ｃの利用についての市民アンケート（市民活動Ｃを知っているか、利用した
ことはあるか）
活動団体が活動する上で市民活動Ｃが利用しやすいと答えた人の割合（市民活動
Ｃを利用していない活動団体も含む）
活動指標として活動者と活動者のマッチング件数を集計する



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（１） 特性を生かしたまちづくり

　取組方針（案）　：　多様な主体がつながる場の推進　　　　　　　　　　　★：いいねシール

基本 ・円卓会議の意義・意図を職員が理解する　★★★★

地域との
かかわり方

・地域が行う円卓会議の情報を把握する　★
・地域自治組織の現状を認識し、共有の機会を作る　★★★★
・地区担当職員の働き方を見直す（職員がもっと地区に出る）　★
・円卓会議開催後の展開、対話の場づくりの支援…事後のあり方　★

職員のスキル
★

・職員がファシリテーション能力をスキルとして持つ
・地区会議を支援するために身につけたスキルを活用する仕組みを作る
・地域の会議がどうあるべきか職員がスキルを持ってサポートする　★★★★

庁内の協働
・庁内（他部署）の連携をとる（地域自治組織について）　★★★★
・各部署を取り巻く支援者の整理　★
・地域自治組織が多様な主体と連携する手法の伴走支援

　　グループ発表より

○円卓会議の意義と理解不足
職員を含め、「円卓会議」という言葉の意図や意義
をが十分に理解されていない。

○地域会議のサポートスキル
会議のファシリテート能力が求められるが、スキル不
足が課題。地域振興課だけでなく、他の部署も会
議に参加し、ファシリテート能力を培う必要がある。
地域の会議をサポートするスキルも重要で、定期的
にスキルを活用する場が必要。

○地域との関わり方
地域で開催されている会議の情報を十分把握できて
おらず、地域自治組織との距離感がある。

○会議の事後対応
円卓会議などで出た課題への対応やフィードバックが重
要である。

○庁内での協働不足
部局間の連携が不足しており、地域に対する支援が
十分に行われていない。

［成果指標］
■地域主体の活動に参画している市民の割合
■多様な主体が協働してまちづくり活動に取り組んでいる
■多様な主体が地域の課題解決の場に参加している



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（１） 特性を生かしたまちづくり

　取組方針（案）　：　ビジネスの手法を取り入れたまちづくり活動の推進
　　　　　　　　　　　　（　※変更案　持続可能なまちづくり活動の推進　）　★★★

★：いいねシール

周知
★

・コミュニティビジネスに成功した人の事例紹介（例：社会福祉協議会のデビュー講
座）　★
・事例の共有…具体的にどんなことができるかわかっていないため　★★★★
・協同労働組合や有償ボランティア、コミュニティビジネスなど、地域の力で解決するための　
手段の周知を行う
・協同労働という働き方の周知・推進

人材育成
★

・地域と学校が連携してキャリア教育の実施をする　★★★
・人材育成…地域の特性がわかる人に育てる　★

仕組み

・労働者協同組合の立ち上げ支援
・公共施設使用などの規制緩和又は拠点（空き家など）の紹介・支援
・企業と地域のつながりづくり
・プロボノ活動の推進（職業上のスキルや経験を生かして社会貢献活動を行う）
・地域の困りごと公開　…行政が困りごとと助けたい人をつなぐ手助けを行う　★
・地域支援員の活用
・地域課題（困りごと）を広域的に有償で解消する仕組みの推進（伴走支援）

分析 ・地域課題の洗い出しと優先順位の設定　★★★★★★★★　

　　グループ発表より
○取組方針としての違和感
特性を生かしたまちづくりの取組方針として「ビジネ
ス」という単語はなじまない。

○ビジネス手法の周知
コミュニティビジネスなどの理解が不足しているため、
事例を共有し、周知を図る必要がある。

○人材を育てる必要性
地域と学校が連携、協働することで地域を知り、人
材を育てる必要がある。

○仕組みづくり
地域支援員の活用、任期後にビジネスを行うことで地
域に貢献するなどの仕組みを作る。

○課題の洗い出し
まちづくり活動の前提として、課題をしっかり洗い出して
考える必要がある。

［成果指標］
■話し合いの場（円卓会議等）の開催、参加したことのある割合の向上　★
■地域の課題を地域の住民で解決に向けて取り組めていると答えた人の割合



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（２） 情報発信による信頼関係づくり

　取組方針（案）　：　受け手の立場に立った情報発信・共有の推進　　　★：いいねシール

職員の情報
発信のあり方

・情報提供、周知方法の検討が必要
・情報発信手段の選択が必要…ホームページ、広報紙、SNS
・市職員対象にホームページ研修会を実施する
・情報を伝えたいターゲットを明確にして発信　★★★★
・市民の目につく言葉で発信
・いつまでに、誰に、何を、なぜ伝えるのか、伝わらなかったら何が起きるのか整理をして
発信する　★
・必要な情報を届けるために「情報の取捨選択」を行う

対象
（受け手）
を考える

・翻訳アプリなどを活用する　★
・市が発信する情報を多言語化する
・「やさしい日本語」を普及させる
・転入時に情報提供する（転入セットにその情報を入れる）

メディア活用
(メディアミックス)

・発信する媒体が多様化しているため、情報の更新方法を一元化する
・メディアの活用（場合によっては広告費の支出）
・複数の媒体からの発信（発信方法をミックスさせる＝メディアミックス）

その他
・受け手からの情報発信（…受け手がほしい情報がわかる仕組みづくり）　
★★★★★
・市民に伝えられない情報があることへの理解をしてもらう

　　グループ発表より
○情報発信の取捨選択
情報があふれる時代において、発信する情報を取
捨選択する必要がある。目につく言葉で、見ようと
思っていなくても見れるような情報発信が求められる。

○ターゲットの確認
誰に何をなぜ伝えるのか、伝わらなかったら何が起き
るのかを整理して発信する。

○対象(受け手）に応じた方法
海外の方が増えているため、やさしい日本語や多言
語化が必要。翻訳アプリの活用や転入セットに情報
を含める。

○メディアミックス
SNS、ホームページ、広報誌など複数の媒体から情報
を発信する。

○情報発信の効率化
職員の手間を減らすため、一つの更新で他の媒体の
情報も全てが変わる仕組みを作る。

○信頼関係の構築
受け手からの情報ニーズを把握し、信頼関係を築く仕
組みを作る。伝えたくても伝えられない情報があることを
理解してもらう。

［成果指標］
■ホームページの閲覧数・多言語変換率
■市公式LINEのお友だち数
■主要な情報を主要な言語で翻訳・発信している
■複数のメディアで発信している部署の割合



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（３）人づくり

　取組方針（案）　：　市民相互の学び合い支援　　　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

企画・各課連携
（本庁と出先）・

情報

・各課で把握する課題を持ち寄り企画へつなげる　★★★★
・事業に関する情報提供（姉妹都市など）…情報を発信すれば市民から情報が
入ってくる！
・企画段階から関係課と連携する　★★

「場」をつくる、使う
・居場所となる「場」をつくる
・集う場に学びの要素を入れる工夫をする
・多世代が自由に出入りできる空間づくり　★★★

「学び」　「講座」の
作り方・手法

・出張公民館（市民センター以外の地域の場で出張講座）を行う　★
・「親プロ（親の力を学びあう学習プログラム）」を活用した家庭教育支援　★
・講座開催方法を工夫して学び合う…気づきの共有
・個人の学びが他者の学びに生かされる仕組みづくり
　（講座などでの意識づけ）　★★
・地域課題をテーマにした対話型講座を継続して実施する　★

学びの団体
における発信 ・活動の場と活動情報の発信を行い、市民に知ってもらう

きっかけづくり
・やり手と受け手の情報掲示板を作ってみる　★
　…やりたい人とやってもらいたい人をマッチング（物々交換的なもの）

　　グループ発表より
○庁内連携の強化
本庁と出先（市民センターなど）との情報共有が
不足している。事業情報や地域課題を共有し、企
画段階から関係者と連携する必要がある。

○講座の工夫
出張公民館などの取り組みで新たな参加者を確保
し、講座の開催方法を工夫する。対話型の講座や
連続講座を導入し、個人の学びを他者の学びに生
かす。

○学びの場づくり
既存の場を活用し、新たな居場所を作る。多世代が
自由に出入りでき、学びの要素がある場を作る。

○情報発信の改善
限られた人にしか発信されていない情報を広く共有し、
市民の学ぶ機会を増やす。

○マッチングの仕組みづくり
自分ができることや持っている情報を提示し、それを必
要とする人とつなげる仕組みや小さな仕掛をつくる必要
がある。

［成果指標］
学びたいことを学べる機会ややりたいことに挑戦できる機会がある市民の割合（＝学
ぶ場がある）
学んだことを地域や社会に活かした市民の割合



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（３）人づくり

　取組方針（案）　：　子どもや若者の地域への理解や愛着の醸成　　　　★：いいねシール

学　校

・学校と地域の連携を強める　★
・学校と地域住民が連携したふるさと学習の実施・継続
・各教科等の中で地域についての理解を深める（課題発見、解決）
　⇒学校のカリキュラムに廿日市市のことを学び郷土に愛着を持てるような学科を設ける　
★★★★★★★★★★★

学　ぶ

・廿日市市のことを知ってもらう
・廿日市市に興味関心を持つ
・まちづくりを自分ごとで考えてもらう　★
・こども、若者からの意見を受け入れる
　　…こういう地域になったら良い、こういう大人になりたい　★★★★

発　表
・シティプロモーション、TV、FM、雑誌
・子どもたちが廿日市市について学んだことを発表できる機会を作る

地　域
・何にもしない合宿を行い、地域の子ども同士の交流・地域の大人の交流・子どもと大
人の交流の場づくり・子どもたちの地域の愛着づくりにつなげる　★
・子どもや若者主体の地域づくり　★★

　　グループ発表より
○学校が核となる
地域行事が減少し、地域への理解や愛着の醸成
が難しくなっている。学校が地域のことを学ぶ核となり、
子どもたちが学ぶことで地域への関心を高める。

○廿日市市を学ぶカリキュラム
他の事例を参考に廿日市市を体系的にカリキュラム
化し、各学年・教科の中で学ぶ。
※参考事例
　　鳥取県南部町：町ぐるみで「若者の地元定着」
をめざす南部町教育の取組み

○卒業後の地域とのつながり
卒業後もコミュニティを継続し、青年団や社会教育委
員として地域に根差すような仕組みを作る。未来の廿
日市をイメージするなど、既存の学習を生かすことがで
きる。

［成果指標］
「地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う」児童生徒の割合（全国学力テ
スト　小６・中３）
「地域への愛着を持っている」と回答した児童生徒の割合



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（３）人づくり

　取組方針（案）　：　まちづくりに参加・参画しやすい仕組みづくり　　　　★：いいねシール

子ども
・子ども中心に大人も巻きこむ
・コミュニティスクールを切り口に子どもが地域に関わる環境づくり（安心・安全）
・恩送りの考え方で将来地域に貢献してくれる子どもを育てる

多様な主体
・多様な主体とつながる手法を地域自治組織に共有する（方法、提案、場の伴走）
・既存団体と新たな団体との交流
・多様な主体が連携できるような場づくり
・集まりやすい場、気軽に行ける場の提供

人権 ・人権尊重　★
・障害の理解　★★

人材
・個人ではなくチーム、団体の意識を作る…仲間意識　★
・リーダー（中核となる人）の育成…リーダーシップで皆を引っぱる
・まちづくりを支援する人材、市民活動Cの核となる人材の育成　★★★★

情報
・テーマ型の活動をしている団体の活動情報の発信強化
・取り組み、イベントの周知
・できること、得意なことの登録制度をつくる（人材バンクではないもの）
・地区の情報の見える化（オープンデータ）　★★

拠点
・地域と伴走できる体制づくり
・相談できる環境整備、受入体制の充実　★★
・地域のニーズ（声）とのマッチング
・市民Ｃや市民活動Ｃが中心となって団体と団体をマッチングする（つなぐ）

既存の見直し
・地域自治組織の活動（特に役員）の定期的な見つめ直し…要ること/要らないことを
明確にする
・既存団体の取組や意識を変えていく　★★
・参加しやすい形の追求…対面・オンライン、日中・夜間、土日・平日

　　グループ発表
○子どもを巻き込む
子どもを中心に巻き込むことで、大人も参加しやすく
なる。「恩送り」の考え方を取り入れる。

○多様な主体の連携
多様な主体が連携する場や、既存の団体と新たな
団体の交流の場を作る。
○持続可能性の確保
協働を進めるためには、それぞれの価値やメリットが
見えることが必要。
○人権尊重
まちづくりの中で障害者の理解や人権尊重が重要。

○既存の見直し
既存の団体の取り組みや意識を変える、現役世代が
参加しやすい環境を整えることが必要。
○人材育成
リーダーやまちづくりを支援する人材の育成が必要。
○情報発信の強化
テーマ型の団体の活動情報の発信を強化し、地域の
情報や取組を見える化する。
○拠点の役割
市民Cなどで伴走支援や相談できる環境を整え、地
域のニーズを拾い、マッチングする。

［成果指標］

地域主体の活動に参画している市民の割合
多様な主体が協働して、地域のニーズや課題の解決に向けて取り組んでいると感じ
る市民の割合
まちづくり拠点施設（市民センター、市民活動センターなど）が利用しやすいと思う
市民の割合
地域の事業に参画している市民の割合



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（３）人づくり

　取組方針（案）　：　協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育成
　★：いいねシール

研修の充実

・協働によるまちづくり職員研修の継続
・地域コミュニティ活動体験研修の継続とブラッシュアップ　★
・あえて対面研修で実施し、つながりを作る
・地域の課題解決案を考える際に他部署の職員を集めて話し合う
　★★★★★★

協働を意識
して業務を
行う

・協働によるワークショップなどを通じて調整力、対話力、現場力を育てる必要がある　★★
・住民、地域自治組織、学校関係者、行政職員との協働による避難所レイアウトの作成
・多様な主体と信頼関係を築きながら、実効性のある備えを共に進める必要がある（進ん
でいるところはNPOと訓練しているところがある）

支所を知る

・支所、市民センター業務の理解をする　★★
・市職員が現場へ出られる体制をつくる　★★★★
・まちづくりに近い部署へ若手職員の人事異動を行う
・支所、市民センターへ若手職員の配置
・本庁の職員が短期間支所勤務する仕組みをつくる　★★★
・地域内への定住
・本庁の職員がもう少し支所と関われる機会をつくる

地域と顔の見える関係の職員を増やす

　　グループ発表
○地域と顔の見える関係の職員を増やす
地域と直接関わる職員を増やすことが重要。

○研修の充実
協働によるまちづくりの職員研修を継続し、地域コ
ミュニティ活動体験研修を再検討・ブラッシュアップす
る。オンライン研修が増えているが、対面での研修に
より人と人とのつながりを大事にする。

○協働を意識した業務
普段の業務から協働を意識し、他部局と話し合える
場を設ける。例えば、防災部局での避難所運営にお
いて、関係者とワークショップを行うなど。

○支所、市民センター業務への理解
支所を知ることが大事。支所と関わる機会として支所
へ若手職員の配置、短期間の支所勤務や地域への
定住を促進するなど。

［成果指標］
「市役所の窓口や地域の職員の対応はよいと思う」市民の割合を増やす
人事評価のAの数



協働によるまちづくりを推進する仕組み
～取組方針・成果指標について～

職員ワーキング 記録

 推進する仕組み　（４）評価及び支援

　取組方針（案）　：　適正な評価及び支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

評価の仕方

・各種統計によって判断できる市民活動の成果があればその情報を分かりやすく広める
・目的、成果、課題などを現在行っている支援から考える
・市民の活動が公益性に寄与するか分析し、周知する　★★
・地域の学校と連携した評価する仕組みづくり　
・分野ごとの有識者に活動による評価・支援をしてもらう
・市民が活動することができなくなった場合の影響、失われる価値、行政の負担増を測っ
ておく

評価の周知
（支援）

・「良い活動」は「良い」と評価してあげる　★
・市民が行っている活動を発表する場を設定する
・広報はつかいちで毎年、活動の評価について特集する
・「市民の行うまちづくり」の具体例を探して共有する

支援
・市民の活動がより多くの市民に周知されるように支援する
・市民が取り組む活動がより良くなる、または足りない部分を分析し補うことができる手法
や支援者を紹介する　★

その他 ・市が把握する課題を広く市民に周知する環境を整える
・市民にわかりやすい評価や言葉（用語）の意味について丁寧に説明する　★

　　グループ発表より
○活動の認知と評価
市民のまちづくり活動を認知し、良い活動を評価す
る。発表の場を設定し、具体例を共有し、広報で
特集することで周知する。

○評価の方法
統計による判断や、市民活動の成果を分かりやすく
知らせる。公益性に寄与していることを分析して周
知する。分野ごとの有識者が評価・支援する。活動
ができなくなった場合の影響や行政の負担増を推し
量るなど。

○支援の方法
分かりやすい説明や広く市民に周知できる環境を整備
する。評価の流れから、活動の足りない部分を分析し、
補う手法や支援者を紹介する。

［成果指標］

活き活きと活動している…主体性をもって活動できている　★★
市民と市が互いの自主性を尊重しながらまちづくりを進めていると感じる市民/職員の
割合　★★★
まちづくりについて、市民と行政が役割を果たしていると考える市民の割合　★
廿日市市に住んでよかったと答える市民の割合（参考指標的なもの）



第３回　策定委員会

2025年8月13日発行　廿日市市 地域振興課

2025年7月31日（木）

18:30～20:00

廿日市市役所　７階会議室　

第３回は、前回の策定委員会の意見や各種調査結果、職員ワー
キングを経て作成した計画素案（仮）について、意見交換をしました。

「趣旨」「現状分析」「取組方針」「成果指標」の考え方を説明した後、
４つの仕組みごとに、市民の目線から計画をブラッシュアップする
ための意見を出し合いました。

最後に、自分が共感した意見に「いいね！」を付けました。

推進する仕組み

（１）　特性を生かしたまちづくり

［取組方針（案）］

① まちづくりの拠点の体制及び環境整備 （ソフト

及びハード）

② 円卓会議の推進

③ ビジネスの手法を取り入れたまちづくり活動の

推進

［成果指標（案）］

• 多様な主体が協働して、地域のニーズや課題

の解決に向けて取り組んでいると感じる市民の

割合

［共感が集まった意見　（抜粋）］

まちづくり活動団体の体制が多様化している中、コ

ミュニティ以外の組織の活動の支え方が気になる

まちづくりの拠点として、こどもの居場所や集える場

が必要

「円卓会議」が分りづらいので、説明や開催のプロセ

スを載せてほしい

「円卓会議」のよい例を載せることでより身近になり、

開催につながる

ビジネスの手法を使った身近な事例がなく、何が当

てはまるのか分からないので、具体例の記載が必要

推進する仕組み　

（2）　情報発信による信頼関係づくり

［取組方針（案）］

① 受け手の立場に立った情報発信・共有の推進

［成果指標（案）］

• 廿日市市公式LINEのお友達登録数

• 受け手の立場に立った情報発信や共有により

信頼関係づくりにつながったと感じる事業の割

合

［共感が集まった意見　（抜粋）］

障害のある人、日本語を母国語としない人等への

フォローも必要とされるのではないか

媒体ごとでの使い方を工夫する（例えば、Xはお知ら

せアプリとして使う）

公式LINE「お友達登録数」は、友達がどのくらい増え

たかよりも継続しているフォロワーが大事なのではな

いか？また、実際にどのくらいの人が見ているかの

分析も必要

LINE以外の媒体（Instagram、YouTube、Facebook、

移住定住HPなど）も成果指標に加えてはどうか？

（資料８）



今回の意見は、計画素案への反映や、今後の段階

的な調整において活用していきます。

策定委員会は、今回で予定していた全ての会議が終

了しました。計画策定に向けた進捗状況については、

策定委員のみなさまに随時共有しながら、より有効な

計画の策定につなげていきます。

推進する仕組み　

（３）　人づくり

［取組方針（案）］

① 市民相互の学び合いへの支援

② 子どもや若者の地域への理解や愛着の醸成

③ 誰もがまちづくりに参加・参画しやすい仕組み

づくり

④ 協働によるまちづくりの担い手としてふさわし

い職員の育成

［成果指標（案）］

• 学びたいことを学べる機会や、やりたいことに

挑戦できる機会がある市民の割合

• 課題の解決に向けて自分で考え自分で取り組

む児童生徒の割合

• 地域主体の活動（運動会、とんど、秋祭りなど）

に参加している市民の割合

• 協働によるまちづくりの担い手としてふさわし

い職員の育成につながったと感じる事業の割

合

［共感が集まった意見　（抜粋）］

町内会・自治会等への新しい人材の加入や、新しい

視点を取り入れやすくするためのサポートを強化し

てほしい

子どもや若者の活躍をもっと評価（学校での表彰な

ど）してあげてほしい

地域で守ってきた暮らしから生まれた景観を大切に

することで、地域への愛着につながるのではないか

「孤立」しないという言葉がキーワード、家庭教育支

援を重要視してほしい

庁内での連携を強化して職員同士も手をつなぎ、市

民とも手をとり合って推進してほしい

市民や市職員が共に学び合う、学び合える環境づく

りも必要、一緒に互いを高め合える関係が理想

全国学力・学習状況調査では、実際の「課題の解決

に向けて自分で考え自分で取り組む児童生徒の割

合」は測れないのでは？

推進する仕組み　

（4）　評価及び支援

［取組方針（案）］

① 適切な評価及び支援

［成果指標（案）］

• 市民主体のまちづくり活動の適切な評価や支

援に繋がったと感じる事業の割合

［共感が集まった意見　（抜粋）］

新たな人材が生まれても、伴走支援の手をはなすタ

イミングが早い気がする。一定程度の伴走支援が必

要



素案（仮）への意見
※共感する意見にはいいねシール★を貼り合いました。

第３回　策定委員会

取組方針（案） 意　見　　　　　　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

①　まちづくりの拠点の体制
及び環境整備（ソフト及び
ハード）

「まちづくり活動団体」の体制が多様化しているので、コミュニティ等とはちがう任意の組
織の活動の支え方をどうしていくのか気になる。（コミュニティは高齢化などで活動内容
が数年前と変わっていない団体も多いように感じている。そのような団体に予算が多くつ
けられることには問題があるのではないか？）★★★

まちづくりの拠点として、こどもの居場所がもっと必要だと思う。ゲームをする場となって
しまってもいいから、集える場が必要。★
市民活動センターもつどえる場にしてほしい。

もっと市民センターに市民が行きやすい、通いやすい職員配置（職員が地域を知らなさ
すぎる）、環境整備をすべき。→市民が自分たちの場と思える場を増やす。

②　円卓会議の推進

津田商店街の取組や成果が素晴らしいし、とてもよい例の一つだと思う。なぜ円卓会議
が推進されるのか？と思う人もいるかも知れないので、実際のよい例など（写真も）を追
加することによってより身近なものにする。そうすることで他地域でも取り入れようとする
動きが出てくると思う。★★★★★★★
円卓会議が分からない人のために、会議の説明やプロセスを書いてほしい。★★
円卓会議の開催方法がわからない。（メンバーの集め方や内容など）
円卓会議の開催を発信する際は、人の目に留まるように工夫して発信すべき。
円卓会議という言葉を知らない人も多いのになぜ円卓会議という言葉を使うのか？

③　ビジネスの手法を取り入
れたまちづくり活動の推進

ビジネスの手法は、身近に事例がないので、何が当てはまるのか分からない。★★

推進する仕組み 意　見　　　　　　　　　　　　　　　　

特性を生かしたまちづくり 何を指しているか広すぎて分からない。曖昧に感じる。

成果指標（案） 意　見

多様な主体が協働して、地域のニーズや課題の
解決に向けて取り組んでいると感じる市民の割合

「感じている割合」というのは曖昧な気がする。円卓会議の開催数、
活動数のようなデジタルな数値目標の方が分かりやすいと思う。

取組方針（案） 意　見　　　　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

①　受け手の立場に立った
　　　情報発信・共有の推進

障害のある人や日本語を母国語としない人へのフォローもSNS発信などから必要とされ
てくるのではないか。★★
Xなどを使って、他の媒体の情報が更新されたらお知らせする。色々な媒体を効果的に
使う。★
公式LINEに登録はしているが、役立ないとの声を聴いている。
様々な情報を一元化することで、より見やすく多くの人に情報がいきわたるようにしたい。

具体的にどんな受け手を想定しているのかピンとこない。受け手として想定している人
の具体例があると良いのでは？

どうしたら活動を知ってもらえるのか、どうしたら参加してみよう！と思てもらえるのか悩
んでいたので、具体的な事業を記載してもらえるのは嬉しい。

推進する仕組み 意　見　　　　　　　　　　　　　　　

情報発信による信頼関係づくり 　　―

成果指標（案） 意　見　　　　　　　　　★：いいねシール　

廿日市市公式LINEのお友達登録数

友達がどのくらい増えたかよりも継続しているフォロワーが大事。
実際に見ている人がどのくらいいるかの分析も必要。★★★
他の媒体は成果指標としないのか？（インスタ、YouTube、
Facebook、移住定住HPなど）★★
LINE登録数はわかりやすい指標だと思いました。せっかくなのでも

う少し深掘りしてもいいのでは。（どのカテゴリーを見る人が一番
多かったのかとか、逆にどこを見てほしいのか）

受け手の立場に立った情報発信や共有により
信頼関係づくりにつながったと感じる事業の割合

近隣住民との関係性の希薄化は社会課題なので、「信頼関係づく
りにつながった事業の割合」という成果指標は一番重要だと感じ
ているが、どのような基準で判断するのか？★
事務事業マネジメントシートとは？



素案（仮）への意見
※共感する意見にはいいねシール★を貼り合いました。

第３回　策定委員会

取組方針（案） 意　見　　　　　　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

①　市民相互の学び合い
への支援

市民や職員が共に学び合う、学び合える環境づくりも必要と感じている。それぞれでスキル
を高めるというより、一緒に互いを高め合えるのが理想。★★★

②　子どもや若者の地域
への理解や愛着の醸成

市では子ども会議など、若者に向けての発信は頑張ってやっているし、参加する子どももい
るのは知っている。その子どもたちが活躍できる場や、やりたいことができるところがあれば
よい。子どもたちの地域への理解、愛着の深まりには力を入れていきたいと思って活動して
いるが、なかなかうまくいかない。市に子どもと地域をつなげてほしい。★★★★
親子で参加できるイベントを通して、若い世代にも地域への理解や愛着を持ってもらう。★

人づくりはとても大切な視点だと思う。特に愛着の醸成は本当に大切だと思うが、どうやっ
たら愛着を感じられるのか？市は具体的な事業としてどんなことを考えているのか気になる。

その地域で積み重ねてきた暮らしから生まれた景観を大切にすることで、地域への愛着に
つながると思う。★★★

③　誰もがまちづくりに参
加・参画しやすい仕組み
づくり

取組方針③の名称誰もがまちづくりに…　→　誰もが「自分ごととして」まちづくりに…　
「組織」の支援だけでなく個人と個人のつながりづくりも重視してほしい。

④　協働によるまちづくり
の担い手としてふさわしい
職員の育成

庁内での連携の強化が必要。まちづくりを担う人材の育成に取り組むためには、さまざまな
部や課を超えていく必要がある。担当課だけでなく、様々な調整をしながら、職員どうしも手
をつなぎ、市民とも手をとり合って推進していってほしい。★★★★

職員が地域の人を知っている、知っていないのでは協働によるまちづくりが大きく変わってく
る。

職員のスキル向上の取組方針は良いとして、一市民として地域活動に参画・参加意欲のあ
る人を育ててほしい。
デジタル人材の育成も必要なのではないか？（AIなど）★★

推進する仕組み 意　見　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

人づくり

【現状分析】

家庭教育支援について重要視してほしい。「孤立」しないというのもキーワード。貧困にもつながる。
★★★★

新たな人材が生まれてきても、伴走支援の手をはなすタイミングが早い気がする。一定程度の伴走
支援をしてほしい。★★

地縁団体（町内会、自治会、コミュニティ等）の運営が高齢化とメンバーの固定化により活動内容が
狭くなっている地域もある。新しい人材が入り、新しい視点を取り入れやすくするためのサポートを行
政に強化してもらいたい。★★

学び合いの場がどのような場所で行われているか把握すべき。（例えば市民センター？それとも自
宅なのか？）どこに力を入れると学び合いの場が広がるのか考えるべき。★

成果指標（案） 意　見　　　　　　　　★：いいねシール

学びたいことを学べる機会ややりたいことに挑戦できる機
会がある市民の割合

「機会がある市民の割合」は曖昧な気がする。取組方針に
沿った事業や取組の実践数、参加者数の方が分かりやすい。

課題の解決に向けて自分で考え自分で取り組む児童生
徒の割合

全国学力・学習状況調査では、「課題の解決に向けて自分
で考え自分で取り組む生徒の割合」は測れない。★★★

地域主体の活動（運動会、とんど、秋祭りなど）に参加し
ている市民の割合

個人や企業もそういった活動をしているのではないかと思う。
地域主体の活動だけでなくその活動も含めて考えて欲しい。

協働によるまちづくりの担い手としてふさわしい職員の育
成につながったと感じる事業の割合

「つながったと感じる事業の割合」というのが曖昧（どうやっ
てその事業が該当すると決めるのか）。該当する事業を事前
に決めておく必要がある。



素案（仮）への意見
※共感する意見にはいいねシール★を貼り合いました。

第３回　策定委員会

取組方針（案） 意　見　　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

①　適切な評価及び支援
［再掲］子どもや若者の活躍をもっと評価（学校での表彰など）してあげてほしい。
★★★★

推進する仕組み 意　見　　　　　　　　　　　　　★：いいねシール

評価及び支援

【現状分析】

［再掲］　新たな人材が生まれてきても、市が伴走支援の手をはなすタイミングが
早い気がする。スポット的な支援ではなく、一定程度の伴走支援をしてほしい。
★★

成果指標（案） 意　見

市民主体のまちづくり活動の適切な評価や
支援につながったと感じる事業の割合

［再掲］　「つながったと感じる事業の割合」というのが曖昧（どうやってそ
の事業が該当すると決めるのか）。該当する事業を事前に決めておく必
要がある。

意　見

その他
めざすまち指標：「廿日市市」に自分のまちとしての愛着を持っている市民の割合の現況値76.7％
（残り23.3％）について、何のアンケートを基に数値をとっているのか？また、回答者がなぜそのよう
に回答したのか（なぜ愛着があるのか、ないのか）の理由が知りたいと思う。



策定委員会

職員ワーキング

第4期協働によるまちづくり推進計画策定等スケジュール（案）

Ｒ６ Ｒ７

１１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

行政経営推進本部会

協働によるまちづくり審議会
役割①協働によるまちづくりの
実施状況についての「成果」や
「課題」等の洗い出し
役割②・諮問（協働によるまち
づくりの実施状況に係る総合的
評価及び協働によるまちづくり
推進計画に関すること）・計画
素案に対する意見出し等
役割③計画案に対する最終確
認及び意見出し等
役割④答申等

第４期推進計画策定

次期総合計画（仮）等との整合を図りながら策定する

まちづくり活動団体等

アンケート

プロセス

評価

各
種
調
査
結
果

第１回～第3回

・進捗状況

・各種調査結果

・計画骨子

・本部会及び審議会意見

等の共有

・進捗状況

・各種調査結果

・計画骨子　

等の報告

計
画
素
案

計
画
案

計画素案

（審議会意見

反映）

・進捗状況

・計画案

等の報告

計画案

答申

計
画
策
定

計画素案の作成

・進捗状況

・計画素案

の報告

・諮問

印
刷
製
本

Ｒ7
第1回

①Ｒ６

第３回

②Ｒ７

第１回

③Ｒ７

第２回
④Ｒ７

第３回

議会

説明

第１部

第２部

パブコメ市長

説明

計画案

（審議会・議会・

パブコメ意見反

7月31日(木)に開催する「第３回廿日市市協働によるまちづくり推進計画策定委員会」をもって、予定して

いた会議が全て終了しますが、計画策定に向けた進捗状況等について、随時共有をさせていただきます

ので、内容に関するご意見等、引き続きご支援を賜りますようお願い申し上げます。

（資料９）


